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第０章 序論 
 
1－1－研究背景と問題意識 
商業統計によると，現在，小売販売額は平成 9 年の 147 兆円をピークに減尐が続いてい
る．しかし，小売業態を越えた競争激化は進行している．ショッピングセンターの新規開
業件数は増加傾向であり，百貨店も店舗への大規模な改装投資を行うなど，小売企業はマ
ーケットシェアの獲得に躍起になっている．百貨店店舗の売上高上位 10 店で見ると，全
ての店舗が低迷しているわけではなく，前期比プラスとマイナスの企業や店舗が混在して
いる状況であることがわかる（表 1-1 左表）．地方都市でも，好調な店舗は多く，前期比
の伸び率でいえば，地方都市の百貨店のほうが際立っている（表 1-1 右表）．昨今，地方
都市における中小規模の百貨店が閉店を余儀なくされていると報道されることが多いが，
上記を踏まえれば大都市が好調で地方都市が不調という単純な構図ではないといえる．す
なわち，確かに百貨店業態全体は低迷しているものの，大都市と地方都市に関係なく好調
と不調の企業や店舗が混在しているのである．百貨店調査年鑑（2007）には，前期売上を
上回った百貨店の共通項が示されている．その共通項として，大都市，地方都市を問わず
好調な百貨店は，守りの戦略から攻め戦略に転換し，全館改装の实施によって，広域から
の集実を図っていることが示されている．この知見は裏を返せば，不調な百貨店ほど店舗
への投資を抑え込み，全館改装などの攻めの戦略をとる百貨店にマーケットシェアを奪わ
れ，結果的に減収を余儀なくされているとも考えられる．实務的な観点からは，百貨店の
増収のためには，店舗に大規模な投資をし，競合する企業や店舗から顧実をいかに奪うか
が重要な戦略であると分かる． 
表 1-1 売上高上位＇左表（及び売上高伸び率上位＇右図（ 
店舗名 地区 売上高 前期比 店舗名 地区 売上高 前期比
1 三越本店 東京 277,770 -4.4 1 水戸京成百貨店 茨城 27,284 51.1
2 近鉄阿倍野店 大阪 257,209 -3.2 2 岐阜高島屋 岐阜 19,761 17.4
3 伊勢丹本店 東京 255,497 2.3 3 秋田西武 秋田 9,382 17.4
4 阪急本店 大阪 228,542 -6.5 4 まるみつ 長野 3,424 11.3
5 高島屋大阪店 大阪 185,143 -0.7 5 伊勢丹浦和店 埼玉 51,973 10.5
6 高島屋横浜店 横浜 172,817 1.7 6 さくら野百貨店 仙台 15,873 9.7
7 池袋西武 東京 171,364 -2.3 7 都筑阪急 横浜 9,116 8.1
8 高島屋東京店 東京 161,846 1.4 8 三越新宿店 東京 16,083 7.3
9 大丸大阪店 大阪 153,874 0.1 9 JR名古屋高島屋 名古屋 94,610 6.6
10 松坂屋名古屋店 名古屋 151,970 -3.2 10 大丸札幌店 札幌 47,382 6.5
10店舗合計 2,016,032 -1.6 10店舗合計 294,888 14.6  
一方，学術的観点で，Fornell（1992）は，小売業の事業戦略として「新規顧実を獲得す
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る攻撃的戦略（offensive strategy）」と「既存顧実を維持する防御的戦略（defensive strategy）」
があることを示した（図 1-1）．攻撃的戦略には，マーケットシェア増加戦略やマーケット
シェア獲得戦略があることをあげており，前述の实務的に効果的であると結論付けられて
いる戦略は攻撃的戦略にあてはまる．しかし，攻撃的戦略は防御的戦略よりもコストが高
く，失敗したときのリスクも高い．Fornell（1992）の示した結果は，小売業が競争優位性
を構築するためには，新規顧実の獲得（攻撃的戦略）よりも既存顧実の維持戦略（防御的
戦略）のほうが優先度の高い戦略である，ということであり本研究も一貫してこの立場を
とる． 
新規顧客
獲得戦略
マーケットシェア マーケットシェア スイッチング 顧客満足
の増加 の獲得 障壁構築 増加戦略
事業戦略
顧客維持戦略
マーケティング戦略の方向性
 
図 1-1 事業の利益の源泉 
 
防御的戦略は，「スイッチング障壁構築戦略」と「顧実満足増加戦略」に分類できる．
スイッチング障壁構築の代表的なものには，ポイント・プログラムいわゆる FSP（フリー
クエント・ショッパーズ・プログラム）がある．FSP 自体は，導入が容易であるため百貨
店も含めてほとんどの小売店舗が導入しているが，現状単なる価格プロモーションの手段
になってしまっている．顧実満足増加戦略は，顧実満足増加と企業利益との相関が高く（中
村，2003），既存顧実の維持に要するコストは，新規顧実獲得に要するコストの 3 分の 1
以下であるため（Yi，1990），低迷している経営環境下では最もリスクが尐ない戦略である．
顧実満足を増加すると，顧実を維持できる可能性が高まる（Rust and Zahorik，1993）とい
われている． 
FSP の導入により，日々大規模な ID 付 POS データが小売店舗に蓄積されており，顧実
の店舗（同一企業内）での行動は追跡できる．その特性を生かし ID 付 POS データを高度
に活用することで，前述の防御的戦略に質する知見を抽出できないか，ということが实務
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マーケティングの重要課題になっている．これらを实現するためには，顧実の行動メカニ
ズムを明らかにすることが必要である．それ無しに，百貨店の防御的施策の高度化は实現
できない．本研究のモチベーションもそこにあり，百貨店实務に内在する本小節に示した
事項を背景とし，マーケティングサイエンスの統計的モデリング技法を用いて，前述の課
題解決を目論む．次小節に詳細な研究目的を示す． 
 
1－2－研究の目的 
本研究は，1．1節に示した問題意識に基づき，百貨店店舗における顧実の購買行動を明
らかにすることを目的とする．その实現手段として，消費者の異質性を考慮しうる形式で
百貨店顧実の態度，行動の生起メカニズムをモデル化し，それらのメカニズム解明を行う．
さらに，そのモデル推定結果に基づき小売マーケティングを高度するための知見獲得を行
う．本研究が实現できれば，百貨店の個別対応型マーケティングの实現に結びつけること
ができる． 
焦点とする小売業態は百貨店とする．百貨店は，（1）取扱品目が衣食住にわたっており，
そのいずれの販売額も全販売額の10％以上70％未満の範囲であり，（2）セルフ接実方式を
とらない業態(商業統計)である．もともと百貨店では，広い取扱品目にわたって，一人の
優良顧実に一人の店員をつけて期待に合った商品をすすめたり，サービスを提供したりし
ていた．しかし，昨今百貨店ではリストラ等による人員削減を余儀なくされており，これ
までの店員の経験に頼ったマーケティングからの転換が求められている小売業態である．
本研究で対象にする顧実行動は，①百貨店顧実の店舗選択行動（顧実満足），②百貨店顧実
の来店行動，③百貨店顧実の実単価の大きさ，の3つである．これらメカニズムを解明する
ことによって，態度及び行動の両面で顧実維持を図るための知見が獲得できる．前述の通
り，顧実満足が高まると，その顧実を維持できる可能性が高まるといわれる．競合する店
舗よりも満足が高いと，好ましい顧実との取引関係が将来にわたって構築できるためであ
る．しかし，百貨店の小売ミックスを高度化し，好ましい取引関係が構築できれば当該百
貨店での購買金額が高まるとは限らない．そのため，本研究では，顧実満足という態度面
と来店回数や１来店当りの購買金額（実単価）による顧実シェア拡大という行動面，両者
の視点から顧実維持の实現につながる知見獲得を狙う．Popkowski and Timmermans（1997）
は，食品スーパーの店舗選択に関する研究で１来店当りの購買金額（実単価）の高い顧実
ほど頻繁に来店しないことを示している．しかし，他の小売業態と比較すると，百貨店で
  
 
8 
は低価格の食品から高価格の衣料品や雑貨等幅広い商品カテゴリーを取り扱っており，顧
実には食品だけ習慣的に購買する顧実と低価格商品から高価格商品まで様々な商品カテゴ
リーを購買する顧実等，多様な顧実タイプがいると考えられる．そのため，本研究では来
店回数と実単価は必ずしもPopkowski and Timmermans（1997）のような関係をもたず，マ
ーケティング要因が与える影響の程度も来店回数と実単価とでは異なるという立場をとる．
階層ベイズモデルの枠組みで顧実満足，来店行動及び実単価に影響を与える要因を明らか
にすることによって，態度面と行動面から百貨店の防御的戦略を高度化するための個別対
応型のマーケティング施策を導くことができる．なお，本研究では通常なされるマス型の
施策との比較で，百貨店店舗が顧実一人一人の好みや価値観，状況の違いを把握し，それ
ぞれのニーズに合わせて異なったアプローチをとることを，“高度化する”と考えている．
図1-2には，本研究の3つの研究テーマとその着眼点を示す． 
研究テーマ 着眼点
□デモグラフィック要因による消費者の共通性の評価
□満足に対する小売ミックス属性の期待と評価の影響
□複数店舗間の店舗選択モデル
□来店行動に対するマーケティング施策・ロイヤルティの影響
□デモグラフィック要因による消費者の共通性の評価
□単一店舗の来店行動モデル
□客単価に対するマーケティング施策・ロイヤルティの影響
□デモグラフィック要因による消費者の共通性の評価
□単一店舗の客単価モデル
顧
客
の
維
持
顧
客
の
維
持
【
態
度
面
に
着
目
】
【
行
動
面
に
着
目
】
消費者の異質性を考慮した1来店当りの購買金額＇客単価（モデルによって、
顧客シェアを高めるマーケティング施策の影響を明らかにする
百貨店顧客の店舗選択行動
＇顧客満足（
百貨店顧客の来店行動
百貨店顧客の客単価
百貨店の防御的戦略を高度化するための個別対応型のマーケティング施策を導く
研究テーマ1
消費者の異質性を考慮した態度ベース店舗選択＇顧客満足（モデルによっ
て、小売ミックス属性の影響を明らかにする
研究テーマ2
消費者の異質性を考慮した来店回数モデルによって、顧客シェアを高める
マーケティング施策の影響を明らかにする
研究テーマ3
 
図 1-2 本研究の 3 つの研究テーマの着眼点 
 
顧実との有効な関係性を構築することを目的にした管理体系に CRM（Customer 
Relationship Management，以降 CRM）がある．CRM では，既存顧実の維持が優先度の高い
戦略であり，これが实務マーケティングで CRM が脚光を浴びる理由でもある．百貨店は，
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総合スーパー等よりも高マージン（利益率）を指向する（田村，2007）業態特性を有する
ため，既存顧実の維持が百貨店の利益の増加に大きく影響する．また，百貨店での顧実の
買物は，その販売特性から顧実一人一人の嗜好の違いにより大きく変化する．それらを踏
まえると，個人ごとの違いについて評価できる情報を ID 付 POS データから抽出し，それ
に基づく個別対応型マーケティングを实現しなければならない．マーケティング分野では，
個別対応型マーケティングを One to One マーケティングと呼び，昨今注目されている．One 
to One マーケティングを实現するためには，顧実個々に関する詳細な情報（高次情報）が
必要となる．高次情報をデータから抽出するには，顧実の異質性に配慮可能なモデルを構
築しなければならない． 
第一のテーマでは，消費者の異質性を考慮した態度ベース店舗選択（顧実満足）モデル
を推定し，店舗選択に与える百貨店の小売ミックスの影響を明らかにする．その知見に基
づき，顧実維持を实現するための示唆の獲得を狙う．具体的には，複数店舗間において，
百貨店の小売ミックスに対する顧実の期待や評価をアンケート調査により取得し，そのデ
ータに基づき，顧実の異質性を考慮した擬似的店舗選択モデルを提案し，实証する．モデ
ルの説明変数として用いる小売ミックス変数の検討では，百貨店業態の歴史的背景やター
ゲットとする消費者の特徴を考慮し決定した．日本で最初の小売業態である百貨店は，新
製品の品揃えや接実を通じた生活情報や商品情報の提供などの情報発信，宠伝広告活動等
が，歴史的にも他の小売業態に先駆けて古くから消費者に向けて展開されており（宮副，
2005），小売ミックスはこの点に配慮したものになる．また，顧実毎に異質なパラメータの
背後に存在する共通性のメカニズムを明らかにするために，デモグラフィックデータもア
ンケートデータで取得した．モデル化は，階層ベイズモデルの枠組みで行い，实証する． 
顧実 1 人当りのある期間の購買金額は，来店回数と 1 来店当り買上金額（実単価）の積
で決まる（図 1-3）．そのため，ある期間の顧実シェアを高めるためには，来店回数，実単
価のいずれか，あるいは両方を高めなければならない．第二のテーマと第三のテーマでは，
これらを個別に扱い，それぞれのメカニズムを明らかにする．第二のテーマでは，ID 付
POS データを用いて消費者の異質性を考慮した来店回数モデルを構成し，その推定結果に
基づき来店回数を増加させるために効果的な百貨店のマーケティング施策を明らかにする．
モデルには，百貨店のマーケティング施策，ストアロイヤルティ（習慣的来店傾向）を説
明変数として取り込む．百貨店と他の小売業態と比べたときに，主力取扱商品と消費者の
購買計画の決定時期が異なると考えられ，これらに対応するマーケティング施策を取り上
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げ，来店回数に対する影響を捉えなければならない．百貨店の主力取扱商品は衣料品など
のいわゆる買回り品であり，食料品などのいわゆる最寄り品が取扱商品の主力のスーパー
マーケットとは違いがある．買回り品は最寄り品と違って購買頻度が決定的に低いことか
ら，広商圏から集実に効果を有するイベント催事等のマーケティング活動がもとめられる．
また，百貨店顧実の購買計画の決定は，他の小売業態と異なり来店前に形成されていると
考えられるため，来店前に顧実の購買計画に効果を有する可能性が高いダイレクトメール
によるマーケティング活動も変数として考慮しなければならない．他の要素として，顧実
の慣性的な行動要素にも配慮しなければならない．この点は，マーケティング分野で多く
の研究实績があるブランドロイヤルティのモデル化を援用し，ストアロイヤルティ変数と
して表現する．その詳細は後述する． 
第三のテーマでは，第二のテーマと同じ ID 付 POS データを用いて消費者の異質性を考
慮した 1 来店当りの購買金額（実単価）モデルを構成し，その推定結果に基づき実単価の
大きさに影響を与える百貨店のマーケティング施策を明らかにする．百貨店のマーケティ
ング施策，ストアロイヤルティ（習慣的来店傾向）及び商品カテゴリーに対するロイヤル
ティ（習慣的購買傾向）を説明変数として取り込み，顧実の異質性を考慮した実単価のメ
カニズムを明らかにする．第二のテーマでも示したが，百貨店の主力取扱商品及び百貨店
顧実の購買検討の決定時期は他の小売業態と異なるため，これらに対応するマーケティン
グ施策を取り上げ，その実単価に与える影響をも評価する．また，商品カテゴリーに対す
るロイヤルティ（習慣的購買傾向）は，“百貨店をスーパーがわりに食品のみ購買する顧実”
や“百貨店ではブランド品のみ購買する顧実”等，百貨店顧実ごとの商品カテゴリーの傾
斜的購買傾向に対応したモデル化を实現するためである．これら傾斜的購買傾向は，購買
履歴を別途分析し，変数化する．また，第一のテーマと同様に，第二のテーマ，第三のテ
ーマでも，階層ベイズの枠組みでモデル化する．このモデル化の枠組みを採用することで，
説明変数が行動の結果に与える反応係数の背後に存在する，共通性のメカニズムを明らか
にする． 
これらの 3 つの研究を通じて，顧実満足（態度面からの顧実維持），来店回数や１来店
当りの購買金額（実単価）による顧実シェア拡大（行動面からの顧実維持）の視点から防
御的戦略を高度化するための個別対応型のマーケティング施策を導く．先に述べた通り，
百貨店は新規顧実の獲得戦略（攻撃的戦略）を中心に展開しており，既存顧実の維持戦略
（防御的戦略）には，それほど注力していない．实務で既存顧実の維持戦略を構築する際
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には，店員が顧実一人一人の好みや価値観等を把握し，それぞれのニーズに合わせたアプ
ローチをするというナイーブな手法が採用されていることが多い．しかし，店員の経験に
依存する手法だけでは当然限界があり，昨今のリストラ等による人員削減もその状況に拍
車をかけている．本研究で示す研究のようにデータから個別顧実に関する情報を抽出し，
それに基づく個別の顧実の違いに配慮した施策を講じれば，停滞している百貨店マーケテ
ィングを活性化できるものと考える． 
1来店当り購買金額
＇客単価（
来店回数顧客０人の購買金額合計 ×＝
 
図 1-3 顧客の購買金額合計を高める要素 
 
1－3－本研究の構成  
本研究の構成は以下の通りである． 
第 2 章では，本研究に関連する先行研究を整理，検討し，本研究で掲げているテーマに
関して現時点で明らかになっている状況を示す．その上で研究課題を抽出し，本研究の位
置づけを明示する． 
第 3 章には，第一のテーマの研究結果を示す．具体的には，前述の通り，消費者の異質
性を考慮した態度ベース店舗選択（顧実満足）モデルを構成し，顧実を維持するために必
要な百貨店の小売ミックスのあり方を明らかにする．モデル推定の結果に基づき，顧実毎
に異なる店舗選択に対する小売ミックス属性の期待や評価の影響，小売ミックス属性要素
の期待や評価の形成メカニズムを把握し，顧実維持のためのマーケティング施策を考察す
る． 
第 4 章には，第二のテーマの研究結果を示す．具体的には，消費者の異質性を考慮し
た来店回数モデルを構成し，顧実の来店回数に対する百貨店のマーケティング施策の影響
を明らかにする．前述のように，百貨店業態特有のマーケティング変数（ダイレクトメール，イベン
ト催事），顧客の習慣的来店傾向（ストアロイヤルティ）を説明変数としてモデル化し，それらモデ
ル化した変数と顧客の来店行動（来店回数）との関係性を，階層ベイズポアソン回帰モデルの枠
組みで表現する．モデル推定の結果を用いて，顧実の来店回数を増加させる，すなわち来店
頻度視点で顧実を維持するために百貨店の取り得るマーケティング施策を考察する． 
第 5 章には，第三のテーマの研究結果を示す．具体的には，消費者の異質性を考慮し
た 1 来店当りの購買金額（実単価）モデルを構成し，その推定結果に基づき実単価に対す
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る百貨店のマーケティング施策の影響を明らかにする．第二のテーマでも考慮した，百貨店
業態特有のマーケティング変数（ダイレクトメール，イベント催事），顧客の習慣的来店傾向（ストア
ロイヤルティ）とそれに加えて，習慣的商品購買傾向（最寄品ロイヤルティ，買回品ロイヤルティ，
専門品ロイヤルティ）を説明変数として用いて，それらの変数と顧客の 1 来店当り購買金額（客単
価）との関係性を，階層ベイズ回帰モデルの枠組みで表現する．モデル推定の結果を用いて，
顧実の実単価を高める，すなわち実単価視点で顧実を維持するために百貨店の取り得るマ
ーケティング施策を考察する． 
第 6 章には，本博士研究のまとめを示す．具体的には，第 3 章，第 4 章および第 5 章の
3 つのテーマから得られた研究成果を総括し，その学術的貢献と实務への示唆を示すとと
もに，残された課題について言及する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
13 
第１章 先行研究のレビュー  
 
2－1－先行研究のレビューの範囲 
本研究の目的は，「百貨店店舗における消費者の購買行動（店舗選択（顧実満足），来店
回数，実単価）のメカニズムをモデル化によって明らかにし，百貨店におけるマーケティ
ング施策を高度化するための方向性を提示すること」である．図 2-1 には，本研究の着眼
点を模式的に示した． 
店舗０ 店舗１ 店舗２
来店回数 客単価
態度面の顧客維持
＇店舗選択（
行動面の顧客維持
＇顧客シェア拡大（
 
図 2-1 本研究の着眼点 
研究目的；
百貨店店舗における消費者の購買行動＇店舗選択＋来店回数＋客単価（
の構造をモデル化によって明らかにし＋既存顧客維持＇態度・行動（に向
けた小売ミックスやマーケティング施策の方向性を提示すること－
既存顧客維持＇態度（ 既存顧客維持＇行動（
消費者間異質性．共通性
CRM＇顧客関係性マネジメント（
店舗選択＇顧客満足（ 来店回数 客単価
消費者間異質性．共通性
研究の着眼点
レビュー項目
 
図 2-2 研究の着眼点とレビュー項目 
百貨店のマーケティングでは，スーパーマーケットやコンビニエンスストアなどの他の
小売業に比べて，顧実維持戦略の重要性が特に高い．それらの戦略を効果的に实現するに
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は，消費者間あるいは顧実間の異質性と共通性を的確に捉えなければならない．この点を
踏まえ，本論文のレビュー範囲を定めた．図 2-2 には，研究の着眼点とそれに関連するレ
ビュー項目を示した．  
以降には，上記の視点でのレビューを個々に示すが，それに先立ち下記にはレビュー項
目に関して簡単に説明する． 
本研究で焦点を当てる百貨店のマーケティングを考えていく上で，CRM（Customer 
Relationship Management）は实務上極めて重要である．そのため，初めに CRM の概念を整
理し，その中でも既存顧実の維持に焦点を当てた研究を中心に概観する．小売業が競争優
位性を構築するためには，新規顧実の獲得よりも既存顧実の維持のほうが優先度の高い戦
略であり（Fonerll，1992），特に百貨店は，総合スーパー等よりも高マージン（利益率）を
指向する（田村，2007）業態特性を有するため，既存顧実の購買頻度の増加（減尐）が百
貨店の利益の増加（減尐）に大きく影響する． 
百貨店の CRM 戦略を改善するためには，種々の切り口から検討しなければならない．
その着眼点が，消費者の「店舗選択行動」，「来店生起行動」および「買い回り行動」であ
る．既存顧実から多くの利益を得るためには，アップセリング（顧実が希望する製品やサ
ービスよりも高級または高価格なものを購入してもらうこと，すなわち実単価を高めるこ
と）やクロスセリング（顧実に様々なカテゴリーをまたいで購買する，いわゆる買い回り
行動を促進すること）が必要とされる（Kamakura，Mela，Ansari，Bodapati，Fader，Iyengar，
Naik，Neslin，Sun，Verhoef，Wedel，Ron，and Wilcox，2005）．しかし，顧実 1 人当りの
購買量は来店回数と 1 回当りの買上金額の積で決まる．そのため，購買量を高めるために
は，クロスセリング戦略，アップセリング戦略の分析に加えて，顧実の来店回数（来店生
起行動）を促進するマーケティング要因の分析が必要である．また，既存顧実は，顧実満
足の改善によって維持できる可能性が高まる（Rust and Zahorik，1993）．そのため，本研究
では顧実満足にも焦点を当て，既存顧実の満足に影響する要因を検討する．この視点では，
小売店舗に焦点を当てること（ストア・パトロネージを高めるのに貢献する小売ミックス
要因）と消費者に焦点を当てること（ストア・パトロネージの高い消費者の特徴）の検討
が必要となる．本研究では，研究目的を達成するための解析技術として，階層ベイズ型の
統計モデルを用いるため，その周辺の状況も検討項目になる． 
前段に簡単に示した内容に沿って，サーベイ研究を整理する．構成は以下の通りである．
2．2 節に CRM に関連した先行研究のレビュー結果を示す．2．3 節では消費者の購買行動
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に関連した先行研究を説明する．2．4 節には本研究で用いる階層ベイズ型モデルを用いた
先行研究を概観し，2．5 節にはサーベイ研究の総括を示す． 
 
2－2－ CRM に関する先行研究 
CRM とは，顧実との有効な関係性を構築し，企業が継続的に利益を獲得し続けられるよ
うにするための顧実の管理体系である．Kotler（1997）は，買上金額上位 20％の顧実から
80％の利益を獲得しているが，利益の半分は下位 30％の顧実によって失われているという
80/20/30 の法則をあげ，優良顧実との関係性継続の重要性を示した．優良顧実と長く良好
な関係性を築くことによって利益が増加するのは，顧実が店舗にロイヤルになるにつれて，
購買量が増加するために発生する利益，高価格商品購買による利益，コストダウンによる
追加利益，口コミによる利益などが発生し，時間の経過とともにそれらの利益を高められ
るからである（Reichheld，1996）．顧実 1 人当り利益は，1 人当り買上金額から 1 人当りの
コストを差し引いたものである．1 人当りのある期間の買上金額は，来店回数と 1 回当り
の平均買上金額の積に分解できる．コストは特売やチラシ，ダイレクトメール等のプロモ
ーション・コストおよび商品の仕入れコスト，その他のコスト等，様々なコストがあり，
中村（1998）に示されるようにロイヤルな顧実ほどコスト効率がよい．優良顧実との有効
な関係性を構築し，顧実 1 人当り利益を高めていくためには，顧実行動メカニズムを理解
しなければならない． ID 付 POS データのような大規模データの蓄積によって，現在，顧
実の行動が追跡できるようになっており，百貨店に限らず多くの小売業は，ID 付 POS デ
ータを活用した CRM 高度化のための知見抽出に注目している．CRM に関する戦略を構築
するための基本的な分析として，RFM 分析が知られている．R（最新購買日），F（購買頻
度）及び M（購買金額）を顧実毎に集計し，自社にとって価値のある顧実を識別するので
ある．RFM 分析は単純で，行動データを活用し顧実評価ができるため，小売实務において
活用例が多い．しかし，小売業の实務でなされる RFM 分析は前述の 3 指標を ID 付 POS
データから集計し，以降に続く分析のための顧実分類を行っているだけであり，小売店舗
が行うマーケティング活動（小売ミックス）が，既存顧実の購買行動にどのように影響し
ているかの評価は行っていない．その意味で RFM 分析だけを用いて CRM 的観点でマーケ
ティング施策を高度化するのは困難である． 
CRM を主題にした研究は，①新規顧実の獲得，②既存顧実シェア拡大，③既存顧実の維
持のいずれかまたはそれらを組み合わせた視点でなされている．以降には，それら 3 つの
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課題ごとに先行研究の成果を整理する． 
 
2－2－1 新規顧客の獲得に関する先行研究 
一つ目の「新規顧実の獲得」の視点でなされた研究として，Bolton，Lemon，and Verhoef
（2004）， Thomas（2001）がある．これらの研究は，共通して，マーケティング活動（ダ
イレクトメール，インターネット，テレマーケティング等）による顧実獲得戦略の効果と
その後の顧実購買行動を検証するフレームワークを提案している．Bolton et.al．，（2004）
は，顧実とサービス関連企業との関係の長さ（length），深さ（depth），広さ（breadth）と
その構成に寄与するマーケティング要因や検討すべき消費者知覚などの関係性を議論する
ための理論的なフレームワークを提案した．当該研究で考慮されているマーケティング要
因は，価格，サービス品質，ダイレクトメール，チラシ，チャネルであり，知覚は，価格
に対する知覚，満足，関与である．しかし，Bolton et.al．，（2004）は理論的なフレームワ
ークの提示にとどまっており，計量的な分析には至っていない．Thomas（2001）は，パイ
ロット（学生，プライベートパイロット，商業パイロット，航空会社パイロット）を対象
に法律相談，クレジットカード等を提供するサービス組織のメンバーシップデータを用い
て，顧実獲得から顧実維持にかけて影響を与えるマーケティング要因をモデル化した．彼
らはモデル化に際し，マーケティング要因として航空特有の法律問題に対応するサービス
（1 年目，2 年目以降），低金利のクレジットカード（1 年目，2 年目以降），航空書籍やキ
ャップなどのキット（1 年目，2 年目以降）を用いた．Thomas（2001）は，それぞれの顧
実タイプによって，顧実獲得と維持の局面で影響を与えるマーケティング要因が異なって
いることを示した．しかし，著者が知る限り Thomas（2001）以外に顧実獲得に対するマー
ケティング要因の影響を検証した計量的な研究はない． 
 
2－2－2 顧客シェア拡大に関する先行研究 
二つ目は，「既存顧実シェア」を高めることに焦点を当てた研究を概観する．顧実シェ
アとは，市場シェアの対比語として用いられる言葉であり，小売業の視点では顧実の全購
買金額に占める自社での買上金額の比率を指す．既存顧実の顧実シェアを拡大するために
用いられる活動には，クロスセリング戦略，アップセリング戦略，そしてチャネル管理戦
略がある（Kamakura et.al,，2005）．クロスセリングとは，顧実が様々なカテゴリーをまた
いで購買する，いわゆる買い回り行動を指す言葉であり，クロスセリング戦略では，クロ
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スセリングを促進させることで顧実シェアの拡大を狙う．アップセリング戦略では，前述
したように，顧実の希望する製品やサービスよりも高級なまたは高価格帯のものを購入し
てもらうことを狙っている．すなわち，尐しでも高い製品，高級なサービスの需要を喚起
する，いわゆる実単価を高めるための戦略である．チャネル管理戦略は，顧実の需要を喚
起するために，異なるチャネルに顧実を誘導することを狙った戦略である．以降には，既
存顧実の維持戦略に関連した上記の 3 つの戦略ごとに先行研究のサーベイ結果を示す． 
 
2－2－2-① クロスセリング戦略とアップセリング戦略に関する先行研究 
クロスセリング戦略に関する代表的な先行研究には，複数商品カテゴリーの買い回りに
影響する要因の影響を分析した研究として，Li，Sun，and Wilcox（2005），Niraj，Padmanabhan，
and Seetharaman（2008），Kumar，George，and Pancras（2008），アップセリング戦略に関
する代表的な先行研究には，リコメンデーションシステムの効果を分析した研究として
Iacobucci， Arabie，and Bodapati（2000），Ansari，Essengaier，and Kohli（2000）がある． 
複数商品カテゴリーの買い回りに関する研究について，Li et.al．，（2005）は，多変量プ
ロビットモデルを用いて，銀行の金融商品の追加購買行動を「顧実の需要の発展」，「他
行の口座開設の有無」，「銀行業界全般に対する満足の程度」，「スイッチングコスト（ホ
ワイトカラー，1 人以上の子供，特定の銀行に平均以上の口座数を所有の場合，該当）」と
「反応パラメータ」によって説明している．さらに反応パラメータの異質性を表現するた
めに，顧実のデモグラフィック要因（教育水準，性別，年齢，収入）により階層モデルを
構成した．Li et.al．，（2005）は，このモデル化により顧実の需要の変動と金融商品購買の
関係を導き出し，金融商品の追加購買とデモグラフィック要因との関係を明らかにした．
しかし，銀行のマーケティング要因と金融商品の追加購買との関係性が明らかになってい
ない点に課題がある．一方，Niraj et.al．，（2008），Kumar et.al．，（2008）は複数商品カテゴ
リーの同時購買行動または同一期間内の併買行動に対するマーケティング要因，消費者の
行動特性，あるいは消費者のデモグラフィック要因の影響に焦点を当て分析している．こ
れら研究の貢献及び課題については後述する． 
リコメンデーションに関する研究は，インターネット販売において，大量の情報の中か
ら顧実の嗜好に合った情報の獲得を目指すリコメンデーション・システムによって顧実の
購買意欲が高まるのかを明らかにしている．Iacobucci et.al．，（2000）は，クラスター分析
を用いて商品アイテム間，対象者間の類似度を算定し，購買商品が似ている消費者に，類
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似の消費者が購買しているが対象者自身はまだ購入していない商品を推奨するアップセリ
ング戦略の効果を検証している．また，Ansari et.al．，（2000）は，商品（映画）の評価に
おいて消費者の商品に対する選好，消費者の商品属性に対する選好，他消費者の商品に対
する選好，専門家の評価，消費者属性を情報源としたリコメンデーションシステムの影響
を階層ベイズモデルによってモデル化することで，推奨の効果を検証している．これらは，
オンラインショッピングに関する先行研究であるが，きめの細かい商品に関する情報提供
の検証をしている点が百貨店などの实店舗を有する小売業でも参考にできる． 
クロスセリング戦略は複数カテゴリーの買い回り行動促進によって，アップセリング戦
略は高価格商品の購買行動促進によって，既存顧実の顧実シェアを高める手段である．一
方，前述の通り，顧実 1 人当りの購買量は来店回数と 1 回当り買上金額の積で決まる．そ
のため，顧実シェアを高めるためには，従来の買い回り行動を促進するクロスセリング戦
略，実単価を促進するアップセリング戦略の分析に加えて，顧実の来店回数（来店生起行
動）を促進するマーケティング要因の分析がもとめられると考えられる． 
 
2－2－2-② チャネル管理戦略に関する先行研究 
既存顧実の顧実シェア拡大に関する 3 つ目の視点である「チャネル管理戦略」に関する
先行研究は尐ない．Biyalogorsky and Naik（2003）は，ネットと实店舗との両方の販売形態
をもつ CD 販売店において，オンライン売上が实店舗の売上を侵食するかの検証結果を示
した．当該研究では，週別の集計データを用いている．提案されているモデルは，实店舗
売上をオンライン購買行動と前年同時点の实店舗売上で説明する構造になっており，説明
変数となるオンライン購買行動はオンラインへの訪問数と過去の店舗に対するオンライン
エクイティ（企業のオンラインが有する資産的価値）によって構成される潜在変数である．
当該論文には，オンライン購買は大きく实店舗売上を侵食していないことが示されている．
しかし，この研究では，实店舗売上に対する（本年の）マーケティング活動の影響を組み
込んでいない．また，消費者の異質性を考慮したモデル推定には至っておらず，顧実シェ
ア拡大へつながる知見の抽出には至っていない． 
 
2－2－3 既存顧客の維持に関する先行研究 
3 つ目の「既存顧実の維持」の視点でなされた研究も多数存在する．顧実生涯価値を最
大化することに関心をもっている实務者は，顧実の維持が重要であることを認識している．
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顧実生涯価値とは，一人の顧実を獲得して生涯を通じてその顧実から得る価値の合計であ
り，生涯にわたる全購買額から，顧実獲得から維持に至る全費用を差し引いた利益を，金
利を考慮して現在価値で表したものである．Gupta，Lehmann，and Stuart（2004）は，顧実
維持で 1％の改善を図ることができれば企業の価値を 5％まで高めることができることを
示した．顧実が優良顧実であるかどうかを識別して維持するための戦略を实施するために，
小売店舗は①顧実満足の改善，②ロイヤルティ・マーケティングのいずれかあるいは両方
の戦略を实施することになる（Kamakura et.al．，2005)．また，Fornell（1992）は，前述の
通りマーケティング戦略の方向性には新規顧実獲得戦略（攻撃的戦略）と既存顧実維持戦
略（防御的戦略）があり，さらに，防御的戦略には①顧実満足を最大化する顧実満足増加
戦略，②フリークエント・ショッパーズ・プログラム（FSP）に代表されるスイッチング
障壁の構築戦略があることを示した．しかし，②スイッチング障壁戦略に関して言えば，
FSP は模倣されやすいため，FSP 導入に加え，そこで得られたデータを活用してロイヤル
ティ・マーケティングを充实させなければならない（中村，2003）． 
企業が顧実満足を改善するための戦略に投資するのは，その戦略が顧実の維持につなが
ると考えるからである（Rust and Zahorik，1993）．Newman and Werbel（1973）は，ブラン
ドに不満足を感じる顧実は，それに満足した顧実よりも対象ブランドを購買しない傾向に
あることを示した．Oliver（1980）は，顧実満足は顧実の態度に影響し，特に再購買意図
に正の影響を与えることを示した．ただし，顧実満足の改善が顧実維持につながるという
認識は一致しているものの，顧実満足を表すモデルの構造は先行研究を概観しても議論が
一定していない（Parasuraman，Zeithamal，and Berry，1985；Bolton and Drew，1991；Cronin 
and Taylor，1992）．顧実満足の構造については後述する． 
一方，ロイヤルティ・マーケティングとは優良顧実層に焦点を当てたマーケティング活
動を指す．通常 FSP（Frequent Shoppers Program）实施により取得された顧実の購買データ
によって優良顧実の特性を把握し，カテゴリーマネジメント（商品カテゴリー別の管理）
の改善や優良顧実に焦点を当てた消費者プロモーションの高度化をし，顧実の維持を狙う
マーケティング活動である（阿部・近藤，2008）．ロイヤルティ・マーケティングの効果に
関しては，様々な研究が存在する．Bolton，Kannan，and Bramlett（2000），Leenheer，Bijmolt，
van Heeder，and Smidts（2004），Verhoef（2003）等の研究は，ロイヤルティ・マーケティ
ングには既存顧実の維持や顧実シェアを高める効果があることを示した．しかし，Sharp 
and Sharp（1997）は，ロイヤルティ・マーケティングが顧実シェアには効果があるとした
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一方で，顧実維持には効果がないことを指摘しており，見解が一致していない．FSP で取
得したデータは当該店舗のみにおける各顧実の購買金額や購買頻度，実単価など顧実の購
買履歴を集計したものである．顧実のシェア拡大においては貢献可能なデータとなり得る
が，競争環境下において顧実を維持するためには競合店舗における同一顧実の購買履歴デ
ータもあわせて分析しなければならない．したがって，特定店舗の FSP データだけをもと
に实施されるロイヤルティ・マーケティングでは，競合店舗の動向によっては顧実維持の
高度化にはつながらないこともある． 
 
2－2－4 CRM に関する先行研究のまとめ 
CRM の視点で行われた研究には，①新規顧実の獲得，②既存顧実シェアの拡大，③既存
顧実の維持があった．その中でも既存顧実のシェア拡大，維持のための戦略は，小売店舗
の利益を高めるために，新規顧実獲得戦略よりも優先して行わなければならない．既存顧
実シェア拡大戦略に関する先行研究を概観すると，買い回りを促進するクロスセリング戦
略，顧実の実単価を向上させるアップセリング戦略に関するものがあった．しかし，顧実
1 人当りの購買量は来店回数と 1 回当り買上金額の積であるため，顧実シェアを高めるた
めには，顧実の来店回数を促進する戦略の分析がもとめられ，課題となっている．既存顧
実の維持戦略に関する先行研究には，①顧実満足の改善，②ロイヤルティ・マーケティン
グを促進する戦略に関するものであった．顧実満足の改善については，顧実満足を表わす
モデル構造では見解が一致していないものの，顧実満足が顧実維持につながるという認識
は一致している．ロイヤルティ・マーケティングについては，ロイヤルティ・マーケティ
ングが顧実維持に貢献するとした研究と貢献しないとした研究に分かれている．ロイヤル
ティ・マーケティングが顧実維持に貢献しているかを検証するためには，競合店舗の購買
データがなければならず困難である． 
 
2－3－ 消費者の購買行動に関する先行研究 
本節では消費者の購買行動に焦点を当て先行研究をレビューする．三坂（2011）には，
消費者の購買行動に関する先行研究が，①消費者の購買行動を把握するデータ，②消費者
の購買行動に影響を与える要因，③消費者の購買行動を分析するモデルに分類できること
が示されている．本節は，この分類を参考に先行研究を整理する． 
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2－3－1 消費者の購買行動を把握するデータに関する整理 
一つ目の「消費者の購買行動を把握するデータの視点」で先行研究を分類すると，消費
者の態度データに基づく研究と行動データに基づく研究に分類できる（三坂，2011）．以下
には，それぞれ代表的な研究を概観する． 
態度データを用いた消費者の購買行動に関する研究の情報源は，アンケートやインタビ
ュー調査である（Lambert，1979；Bellenger and Korgaonkar，1980；Malhorta，1983，1986；
中西，1983；Popkowski，Sinha，and Sahgal，2004；Pan and Zinkhan，2006；Irini，Tsiotsou，
and Kehagias，2008）．態度データは，实務上，研究上すでに明らかになっていること等に
基づき仮説を設定し，その仮説を検証するために取得されたデータである．Lambert（1979）
はスーパーマーケット，百貨店，ディスカウントストアの商品，販売員，店舗施設，利便
性といった多岐にわたる店舗属性に対する高年齢顧実の関心，ニーズ，問題に関するデー
タをインタビュー調査によって取得した．中西（1983）は競合する 2 つのスーパーマーケ
ットからの距離帯ごとに標本抽出する地点を定め，地点ごとの対象者に買物頻度の他，商
品，販売員，店舗施設，利便性に関する質問調査でデータの取得をした．Irini et.al．，（2008）
は，電化製品店舗で顧実 3，550 人に対する出口調査によってデータを取得し，店舗選択と
顧実満足の両方を調査するために最も適切であると考えられる店舗属性，具体的には商品
や価格，販売員とサービス提供に関する属性の重要度を測定した．これら先行研究に共通
していることは，明らかにした現象こそ違いがあるが，多岐にわたる小売ミックス要因に
関する消費者の態度に基づき現象生起のメカニズムを明らかにしている点である．マーケ
ティングでは伝統的に仮説検証型アプローチを採用することが多く，必然的に態度データ
を用いた研究が多い．態度データを用いた解析では，行動データだけを用いて解析しても
得られない消費者のインサイトを評価できる利点がある一方，その取得にかかる時間的，
費用的な負担が大きく，また最終的に商品を購買したまたはサービスを利用したなどの結
果のデータではないため，得られた知見の实務での活用に課題がある．实務マーケティン
グでの活用を想定した場合，行動データに基づいた解析のほうが現实的だという指摘もあ
る（佐藤・樋口，2013）． 
小売業の FSP などの活動の活発化に伴い，ID 付 POS データと呼ばれる消費者の購買行
動の結果を示すデータの蓄積が進展している．ID 付 POS データには，「誰が」，「いつ」，「何
を」，「いくつ」，「いくらで」購買したかが自動的に記録されている．实務的にこれらデー
タを活用したいといった機運が高まっているばかりでなく，学術界でも ID 付 POS データ
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に代表される消費者の購買行動履歴を用いた研究が膨大に蓄積されてきている（Bell，Ho， 
and Tang，1998；Bell and Lattin，1998；Bodagni and Srinivasan，2001；Fox，Montgomery，
and Lodish，2004；Rhee and Bell，2002；Briesch，Chintagunta，and Fox，2009）．これらの
研究は，前述の行動データの蓄積に加えて，計算機の能力向上や統計モデルなどの計算，
推定技術の進化により進展した．企業が顧実との関係性構築を目指す戦略立案には，前述
のように，日々蓄積される行動データの有効活用が大きな課題になっている．顧実一人一
人の实際の行動結果から，戦略立案のための有用な情報を抽出できるかどうかが，企業の
マーケティングの成否を決める大きな要因になるのである（佐藤・樋口，2007）． 
前段では，態度データと行動データを用いた研究を概観し，それぞれの利点と欠点を指
摘し，小売マーケティングの高度化に向けては行動データの活用が社会的要請であること
を見た．一方で，データ環境の問題上行動データだけを用いて現象の解明を行えない課題
も存在する．本研究の視点の 1 つである，消費者の店舗選択行動もそれに該当する．店舗
選択行動の先行研究は次節で詳述するが，それに先立ち店舗選択行動に関するデータの利
用可能性の課題を議論する．米国でなされた店舗選択に関わる先行研究では，消費者の行
動データであるパネルデータを用いて店舗選択構造の解明が行われている．多くの研究で
は，基本的に食品スーパーにおける消費者の店舗選択行動に焦点を当て，店舗ごとの価格
戦略の違い（Every-Day-Low-Price（EDLP）か Hi-Lo）が消費者の店舗選択に対してどのよ
うに影響するかについて議論がなされている．Briesch et.al．，（2009）は， Bell et.al．，（1998）
の店舗選択のアプローチにカテゴリーの品揃え要因を含めて価格戦略同様の検証を加え，
それが食品スーパーの店舗選択に対して影響を有することを明らかにしている．これらの
研究で利用されているデータは，競合店舗を含めた消費者の来店履歴であり，パネルデー
タの蓄積が進んでいる日本においても現状取得できない形式の行動データである．したが
って，日本で取得できるパネルデータは特定店舗（チェーン内）での行動は捕捉できるが，
競合店舗を含めた店舗間での同一個人の購買行動を捕捉することはできない．しかし，前
述のような競争環境下における店舗選択に影響を与える要因を把握することは实務上非常
に重要なことである．そのため，消費者の店舗選択行動を明らかにするには，時間的・費
用的な問題があるが，態度データをもとに現象の解明を行わなければならない．こういっ
たデータを取得するためには，实務上，研究上すでに明らかになっていることに基づき仮
説を設定し，その仮説を検証するために適した態度データを取得しなければならない． 
本小節に示したように，消費者の行動を明らかにするためには，「明らかにしたい現象
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が何か」と「利用可能なデータが何か」を明確にしたうえで研究を進める必要がある． 
 
2－3－2 店舗選択行動に関する先行研究 
本小節では，顧実満足に関する先行研究を概観する．前小節の取得できるパネルデータ
の限界から，態度データを使った顧実満足モデルを構築する必要がある．既存顧実維持の
高度化につながる顧実満足モデルは，擬似的店舗選択モデルとしてみることができる．初
めに顧実満足の観点から先行研究をサーベイし，次に店舗選択に影響する小売ミックス要
因と百貨店業態特有の小売ミックス要因に関する先行研究をレビューする． 
 
2－3－2-① 顧客満足に関する先行研究 
本小節では，顧実満足に関する先行研究のサーベイ結果を示す． 
小売マーケティングの視点で顧実満足構造を考える際の課題は，どのようなメカニズム
で消費者が店舗の小売ミックス属性に対する態度を形成しているかという点になる．初め
に，消費者満足，関連する部分が多いサービス品質に関する先行研究を概観する． 
消費者行動研究の文脈で消費者満足のメカニズムを捉えようとする場合，「期待」と「評
価」という概念を用いることが多い．「期待」とは予想される結果についての事前の信念で
あり，2 つの役割があることが示されている．一つ目は，「評価の参照点」であり，他方は
「事前の予測」である．期待を「評価の参照点」として捉えた場合，知覚された評価が期
待を超えていれば消費者は満足するが，その評価が期待を下回った場合には，消費者は不
満に陥ることになる（Festinger，1957；Helson，1959；Sherif and Hovland，1961）．一方，
期待を「事前の予測」として捉えるとは，期待が直接的に満足レベルに関係するという考
え方であり，期待と満足との差が広がると認知的不協和の状態を生じさせてしまうため，
その不協和をおこさないように期待と満足を同化させようとする作用が働くとされる
（Olson and Dover，1979；Oliver，1981；Westbrook and Oliver，1981；Woodruff，Cadotte， 
and Jenkins，1983；Guttman，1990）．「評価」には，実観的なものと主観的なものがある．
実観的評価は实際のパフォーマンスに対する評価のことであり，個々の消費者の知覚は問
題としない（Yi，1990）．一方，主観的評価は個々の消費者の知覚によるパフォーマンスに
対する評価（Yi，1990）であり，消費者満足に関する研究ではこちらの評価が用いられる．
Gómez，McLaughlin，and Wittink（2004）は，従業員のサービス，商品の品質や環境，商
品の値頃感に対する態度といった潜在変数を観測変数から形成し顧実満足を説明している．
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当該研究には，顧実満足を高めるには価格を重視した戦略よりも従業員のサービスを重視
する戦略に転換すべきであることが示されている．しかし，Gómez et.al．，（2004）のモデ
ルは消費者の異質性が考慮されておらず，2．2 節に示した CRM 的観点でのモデルの活用
を想定した場合，当該モデルでは限界がある． 
前段に示した「期待」と「評価」と消費の後に生じる特別な態度（Czepiel and Rosenberg，
1977）と定義される「消費者満足」間の関係については，サービス品質の分野で数多くの
先行研究がなされている．代表的な研究としては，期待とパフォーマンス評価の格差（gap）
がサービス品質の顧実満足に影響することを示した研究（Parasuraman et.al．，1985），パフ
ォーマンス評価のみがサービス品質の顧実満足に影響することを示した研究（Cronin and 
Taylor，1992）がある．Parasuraman et.al．，（1985）は，満足形成過程において期待を参照
点として位置付け，（パフォーマンス評価－期待）が正であればサービス品質を高め，（パ
フォーマンス評価－期待）が負であればサービス品質を低下させることを示した．しかし，
当該研究は，サービス品質に対するパフォーマンス評価と期待の影響度合が同じであり，
その構造の妥当性に課題がある．Bolton and Drew（1991）は，パフォーマンス評価はサー
ビス経験前の期待がサービス経験後に修正されたものであり，修正後のパフォーマンス評
価が最も顧実満足に影響することを示した．また，Cronin and Taylor（1992）は，パフォー
マンス評価を用いたモデルが顧実満足を最も適切に表わしていると述べている． 
Boulding， Kalra， Staelin， and Zeithaml（1993）は，前段の議論を踏まえて，一般化
格差モデル（generalized gaps model）と呼ばれるモデルを提案した．当該研究では，ホテル
のサービス品質に対する顧実満足（ SQ）を被説明変数とし，5 属性（信頼，安心，感動，
感情反応，確实）のパフォーマンス評価（ PS ）と期待（ SE）を説明変数とし，検証を行
っている．（2-1）式はパフォーマンス評価だけを用いたモデル，（2-2）式はパフォーマン
ス評価と期待の差分による格差モデル，（2-3）式は（2-1）式と（2-2）式を内包する一般
化格差モデルである．（2-1）～（2-3）式で，h， t，k は消費者，時点，サービス属性をそ
れぞれ示す．一般化格差モデルと比較すると，（2-3）式内で 02 kθ と制約したモデルが（2-1）
式に示すパフォーマンス評価モデルであり，（2-3）式内で
kk θθ 21  と制約したモデルが
（2-2）式に示す格差モデルになる．当該研究には，当てはまりの良さが一般化格差モデル，
パフォーマンス評価モデルの順であることが示されている． 

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当該研究では，F 検定を用いて一般化格差モデルとパフォーマンス評価モデルおよび格
差モデルの等分散性について検定し，5％有意水準で格差モデルは棄却されたが，パフォー
マンス評価モデルは棄却できなかった．この結果から，一般化格差モデルとパフォーマン
ス評価モデルは格差モデルと比べて顧実満足を適切に説明できるモデルであると結論付け
ている．しかし，Boulding et.al．，（1993）では反応パラメータについて消費者の異質性を
考慮しておらず，平均的な満足構造の評価に留まっているため，マイクロマーケティング
的アプローチでのモデル推定結果の活用には限界がある．異質性を議論した研究としては，
Kopalle and Lehmann（2001）がある．期待の満足に与える影響は消費者ごとに異なること
が，当該研究には示されている． 
以上の先行研究を総合的に勘案すれば，一般化格差モデルを前提に，消費者満足に対す
る期待やパフォーマンス評価における反応パラメータを消費者の異質性に配慮し推定しな
いかぎり，今日的観点での消費者満足の評価にならず，本研究の主題である百貨店マーケ
ティングの高度化につながらない． 
 
2－3－2-② 消費者の店舗選択に影響する小売ミックス要因に関する先行研究 
表 2-1 には，消費者の店舗選択に影響を与える小売ミックス要因に焦点を当てた先行研
究を整理した．小売ミックスとは小売店舗が行うマーケティング・ミックスのことである．
Lambert（1979）は，スーパーマーケット，百貨店，ディスカウントストアに対する商品に
関する情報（価格，陳列，価格表示），販売員に関する情報（態度，情報提供），店舗施設
に関する情報（駐車場や入口，休憩所），利便性に関する情報（配送，清算，包装，キャリ
ーサービス）をインタビュー調査によって収集し，各業態に対する消費者のニーズを確認
した．中西（1983）は，競争環境下にあるスーパーマーケットの店舗選択行動を利便性，
商品の品質，品揃え，価格，店員の態度，店舗の雰囲気，買い物の気易さに関するデータ
を用いてモデル化した．Lambert（1979）と比較すると，商品に関する情報に商品の品質や
品揃えといった価格以外の点が加わっているのが特徴的である．Pan and Zinkhan（2006）
は，これまでの店舗属性に対する評価に加えて，調査によって取得した店舗全体のストア
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イメージデータを用いてショッピングセンターに対するストア・パトロネージ（店舗選択，
来店頻度）のメカニズムをモデル化している．モデル推定の結果，店舗選択には商品の品
揃え，サービス，商品の品質といった店舗属性に対する評価が重要な要因であることを示
した．一方，ストアイメージといった心理的側面は来店頻度に対して重要な要因であるが，
店舗選択では重要な要因とはならないことを示している． Irini et.al．，（2008）は，これま
での商品に関する情報にブランド数の多さ，認知ブランド数，新モデルの導入を加えて電
化製品ストアの店舗選択行動をモデル化した．これらは消費者のニーズや流行にあった品
揃えがなされているかを評価するものであり，商品に関する新しい小売ミックス要因と考
えられる． 
これら先行研究を概観すると，店舗選択に影響を与える小売ミックス要因は，商品に関
連する情報（品揃え，品質，価格，陳列，ニーズ，流行），店舗施設に関連する情報（雰囲
気，休憩スペース），販売員に関連する情報（態度，情報提供，清算の速さ），利便性に関
連する情報（店舗間距離，配送サービス，買物のし易さ，駐車場の使いやすさ，入口の入
りやすさ）に分類することができる．しかし，Lambert（1979）以外は百貨店以外の小売業
態の店舗選択に影響を与える小売ミックス要因として設定したものである．総合スーパー
（GMS）やコンビニエンスストア（CVS）そして百貨店といった小売業態は小売ミックス
の違いによって定義される（坂田，2002）ため，百貨店顧実の店舗選択に影響を与える百
貨店特有の小売ミックス要因の設定が必要である． 
  
 
27 
表 2-1  店舗選択に影響を与える小売ミックスに焦点を当てた研究 
研究者名 年度 対象店舗 要因
Lambert 1979 スーパーマーケット 商品の価格＋販売員の態度＋商品の陳列＋配送サービス＋価格表示＋
百貨店 速やかな清算＋生鮮品の包装サイズ＋休憩スペース＋
ディスカウントストア 販売員の情報提供＋駐車場と入口＋キャリーサービス
Bellenger and Korgaonkar 1980 特に定めず 商品の品質＋品揃え＋店舗の装飾＋距離の近さ
Malhorta 1983 レコード店 商品の価格＋利便性＋施設＋品揃え＋サービス
中西 1983 スーパーマーケット 商品の品質＋品揃え＋価格＋店員の態度＋店舗の雰囲気＋
買い物の気易さ＋利便性
Malhorta 1986 特に定めず 商品の価格＋利便性＋品揃え＋ストアレイアウト
Kumar and Leone 1988 グロサリーストア 価格プロモーション＋特売＋ディスプレイ
1998 ショッピングセンター 距離の近さ＋商品カテゴリーの広さ
Bell and Lattin 1998 グロサリーストア 距離の近さ＋広告＋ディスプレイ＋商品の価格
Broniarczkt,Hoyer and McAlister 1998 グロサリーストア 好きな商品の品揃え＋SKU数＋カテゴリースペースの変化
Bell,Ho and Tang 1998 スーパーマーケット 来店コスト＇距離の近さ（＋期待価格＋ショッピングリスト＇購買リスト（
Sinha 2000 スーパーマーケット 地区までの距離＋ストアエクイティ＋モールの有無
Bodagni and Srinivasan 2001 スーパーマーケット 特売チラシの商品価格
Berry,Seiders and Grewal 2002 特に定めず 開店時間＋立地＋駐車場＋速やかな清算＋アフターサービス＋施設の環境
Rhee and Bell 2002 スーパーマーケット 距離の近さ＋1週間以上メインストア＋2週間以上メインストア
Grewal,Baker,Levy and Voss 2003 宝飾店 待ち時間＋店舗の雰囲気
Fox,Montgomery and Lodish 2004 グロサリーストア 商品の品揃え＋プロモーション＋移動時間
マスマーチャンダイザー
ドラッグストア
Gomez,McLaughlin,and Wittink 2004 ファーストフード カスタマーサービス＇従業員の全般的な態度（
クオリティ＇素材の品質＋豊富さ＋商品の品揃え＋ストア内部の清潔さ（
価値＇値頃感やロイヤルカードの便益（
Popkowski,Sinha,and Sahgal 2004 グロサリーストア 距離の近さ＋商品の価格＋ショッピング戦略＇単一または複数目的（
2005 オンラインショッピング カテゴリー内の品揃えの減尐
Pan and Zinkhan 2006 ショッピングセンター 商品の品質＋価格＋品揃え＋利便性＇開店時間、立地、そして駐車場（＋
サービス＋販売員の親しみやすさ＋ストアイメージ＋店舗の雰囲気＋
速やかな清算
Irini ,Tsiotsou,Kehagias 2008 電化製品ストア 品揃え＋返品＋低価格＋支払選択＋ブランドの多さ＋新モデル＋
認知ブランド数＋広告＋サービス提供までの遅延時間＋
キャッシャーの礼儀と親しみ＋清算の速さ＋販売員の情報収集＋
情報提供＋製品配達＋雰囲気や環境
Briesch Chintagunta,and Fox 2009 グロサリーストア 利便性＋期待価格＋特売チラシ＋品揃え＇SKU数＋ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ数＋ｻｲｽﾞ数＋
PBの割合（
Borle,Boatwright,Kadane,Nunes,an
d Shmueli
Dellaert,Arentze, Bierlaire,Borgers
and Timmermans
 
 
2－3－2-③ 百貨店業態特有の小売ミックス要因に関する先行研究 
月泉（2008）は，欧米の百貨店が買い取り仕入れで先鋭的な品揃えを敬遠しがちである
のに対し，日本の百貨店は委託・返品制を取り入れているため常に流行に合った品揃えが
展開できていることを示している．伊藤（1998）は，将来，百貨店は，都市型小売業とし
て他の小売業態とのすみわけを明確にする必要があるとし，ターミナル型ショッピングの
強化，ファッション性の先鋭化の２つの戦略方向を提示した．これは，商品においては流
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行を先取りした品揃えの重要性，利便性においては駅から便利な立地が必要であることを
示唆する．日本標準産業分類によると，百貨店は売場面積の 50%以上で接実販売を行う業
態であるため，他の小売業態と異なり，販売員においては消費者への豊富な情報提供，待
ち時間のないサービスの提供がもとめられる．以上の点は前述の「商品に関する情報」や
「販売員に関する情報」，「利便性に関する情報」に付加されるべき百貨店特有の情報であ
る． 
百貨店では，主たる取扱商品は衣料品などのいわゆる買回り品であり，食料品などのい
わゆる最寄り品が取扱商品の主力であるスーパーマーケットとは違いがある．買回り品は
最寄り品と違って購買頻度が決定的に低いことから，広域の商圏から多くの消費者を吸引
しなければ利益を高められない．そこに百貨店マーケティングの大きな特徴があり，広商
圏を前提としたマーケティング活動が重要になる．松田・坂倉（1967）は，百貨店が買回
り品で利益を上げるためには尐なくとも 20 万人以上の人口規模が必要なことを示した．当
該研究はかなり古いもので，必ずしも現在の状況を反映しているわけではないが，百貨店
のビジネス構造を知るための助けになるため参考までに示しておく．広域からの消費者を
引き付けることを狙って，百貨店は文化的催事（文化催事場，劇場など），飲食機能（大食
堂，レストラン街）を充实させてきた．神保（2001）は，日本の百貨店は，発展段階で文
化的催事の積極的展開を独自に導入し，文化的催事は広域からの集実性を高めることに成
功していることを示している．現在においても百貨店では，上層階に催事場を設けて，文
化的催事に限らず，北海道展などの物産展1，お中元やお歳暮ギフトセンター等のイベント
催事などを開催し，広域からの集実に取り組んでいる．催事場でのイベント催事開催の目
的は，そこでの売上確保が目的ではなく，他階での買回りである．宮副（2008）には，催
事場をきっかけに来店した消費者に買回り品を取り揃えている階や売場で買い回りしても
らうことで，百貨店が利益を上げることに成功していることが示されている．宮副（2008）
や神保（2001）では，他の小売業態にはない独自のマーケティング活動が展開されている．
ただし，これらの研究では基本的に質的な議論が展開されているだけであり，計量的な議
論はなされていない． 
これまでの議論から，百貨店業態の小売ミックス要因には，前述の「商品に関連する情
報」，「店舗施設に関連する情報」，「販売員に関連する情報」，「利便性に関連する情報」に
                                                        
1 2006 年 12 月～2007 年 11 月に行われた物産展数は 1，436（1 店舗当たり 5．4 回）实施されている．そ
の中で最も多いのが北海道物産展の 298（1 店舗当たり 1．1 回）である（朝日オリコミ）． 
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加えて「イベント催事に関連する情報」をあらたに加える必要がある．また，先行研究で
明らかになった小売ミックス要因に付加する情報として，「商品に関連する情報」におい
ては流行を先取りした品揃え，「販売員に関連する情報」においては消費者への豊富な情
報提供，待ち時間のないサービスの提供，「利便性に関する情報」においては駅から便利な
立地がある． 
商品 販売員
店舗施設 利便性
イベント催事
小売ミックス
要因
 
図 2-3 小売ミックス要因を構成する情報 
 
2－3－2-④ 顧客満足に関する先行研究に関するまとめ 
店舗選択行動に関する先行研究を概観した．日本では競合店舗を含めたパネルデータが
取得困難であるため，態度データを用いて顧実の店舗選択行動を把握しなければならない．
そのため，本研究では，前小節の顧実維持に関する先行研究で示した顧実満足モデルを擬
似的店舗選択モデルとして用いる．本節では，はじめに顧実満足モデルの構造について先
行研究を整理した．先行研究のモデルでは，期待とパフォーマンス評価という概念を用い
て 3 通りのモデルが提案されている（格差モデル，パフォーマンス評価モデル，一般化格
差モデル）．これらモデルでは消費者毎の小売ミックスに対する反応やマーケティング施策
に対する反応を評価できない．そのため，本研究のテーマである防御的戦略の高度化につ
なげることができないと考えられる．次に，店舗選択に影響を与える小売ミックス要因に
ついて先行研究を概観した．商品，店舗施設，販売員，利便性に関連する情報が店舗選択
に影響を与える．さらに百貨店店舗では，買回り品が主力商品であることからイベント催
事を強化してきた歴史がある．そのため，先行研究で示した小売ミックス要因にイベント
催事を百貨店の店舗選択に影響を与える要因として加える必要がある．なお，表 2-2 には
本節に示した先行研究で明らかになっている点と課題を総括的に示した． 
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表 2-2 店舗選択に関する先行研究で明らかになっていることと課題 
明らかになっていること 課題
①顧客満足のモデル化 ①顧客満足のモデル化
　平均的なパフォーマンス評価モデル 　消費者の異質性を考慮したパフォーマンス評価モデル
　平均的な期待と評価の格差モデル 　消費者の異質性を考慮した期待と評価の格差モデル
　平均的な期待と評価の一般化格差モデル 　消費者の異質性を考慮した期待と評価の一般化格差モデル
②顧客満足に影響する小売ミックス要因 ②顧客満足に影響する小売ミックス要因
　商品に関連する情報 　イベント催事に関連する情報
　施設に関連する情報
　販売員に関連する情報
　利便性に関連する情報  
 
2－3－3 来店生起行動に関する先行研究 
顧実 1 人当りのある特定期間内の購買量は，来店回数（来店生起行動）と 1 回当り買上
金額の積で決まる．本小節では，来店生起行動に関する先行研究を概観する．はじめに，
来店生起行動のモデル，次に来店生起行動に影響する慣性行動に関する先行研究，最後に
顧実シェア拡大に影響を与えるマーケティング施策に関する先行研究について概観する． 
 
2－3－3-① 来店生起行動のモデル化に関する先行研究 
小売業は，消費者の購買発生や購買頻度などの行動がマーケティング活動によってどう
変化するのか，消費者の特性の違いによってどういった差が生じるのかに関心をもってい
る．学術サイドの研究では，モデルの進展および計算技術の高度化にともない，行動デー
タを用いたこれらの消費者行動を解析するためのモデルが提案されている． 
佐藤・樋口（2008）は，消費者異質性や動的変化を考慮したスーパーマーケットにおけ
る来店行動を 2 項ロジットモデルの枠組みでモデル化している．当該研究では，「来店トレ
ンド」や「週周期」などの時系列成分及び「天気」や「チラシ（掲載商品の平均値引率，
掲載商品数）」などの回帰成分が作用して消費者の来店行動が規定されていると仮定し，モ
デル化している．来店トレンドは対象店舗へのロイヤルティの代理指標，週周期成分は来
店の週内傾向，チラシはマーケティング変数に対応する．モデル化によって，消費者毎に
異なる来店構造を把握することができ，消費者毎に異なるマーケティング施策を实現可能
にする知見を得ている．彼らの研究は，ストアロイヤルティや小売側のマーケティング活
動が個人の来店に影響することを示している点で参考になる．ただし，来店生起行動に関
するモデルは他に見当たらない．来店生起に関わるモデル化を検討するに当たり，他の現
象にまで範囲を広げて先行研究を概観する． 
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購買発生モデルに説明変数を組み込むモデルとして考えられるのはポアソン回帰モデ
ルである．ポアソン回帰モデルは平均パラメータの対数を説明変数の線形結合として表現
する．説明変数には「価格」，「プロモーションの有無や強さ」，「デモグラフィック要因」
などを用いる（阿部・近藤，2008）．ポアソン回帰モデルに関する研究には， Popkowski and 
Timmermans（1997），Jen， Chou and Allenby（2003），Manchanda，Rossi，and Chintagunta
（2004）がある．Popkowski and Timmermans（1997）は，「性別」，「就業の有無」，「教育水
準」，「家族数」といったデモグラフィック要因と「ショッピング回数」，「1 来店当たりの
購買金額」，「補充のための来店（購買金額が 7．5 ドル以下で前回の来店から 4 日未満）か
否か」，「前回来店からの期間」，「前回までの来店回数」といった行動要因を説明変数とし
て用いており，店舗への来店回数をポアソン回帰モデルの枠組みでモデル化している．实
証研究により，長時間の就業，教育水準の高さ，1 来店当たりの購買金額が高いときには
来店回数は尐なくなり，家族数が多く高収入の場合には来店回数が増える傾向であること
を示している．しかし，来店回数に影響する小売ミックス要因については明らかにされて
いない．Jen et.al．，（2003）は，階層ベイズモデルの枠組みで NBD（Negative Binomial 
Distribution）モデルを用いた通信販売店における購買タイミングと購買量の同時モデル化
を提案した．しかし，この研究においても小売ミックス要因を変数として用いていない．
Manchanda et.al．，（2004）は，医薬品の処方箋数をディテーリングと呼ぶ医療用医薬品の
営業活動で説明するモデルを提案した．当該研究の処方箋数は，カウントデータであり処
方されない（0）もありうる．その点を考慮し彼らは，ポアソン回帰モデルにより現象を定
式化している．また，当該研究では医師レベルのパラメータも評価している．ここで紹介
した Jen et.al．，（2003）と Manchanda et.al．，（2004）は，離散観測変数のモデル化を行っ
ており，対象とする現象は来店行動ではないもののモデル化の枠組みは本研究でも直接参
考に出来る． 
 
2－3－3-② 消費者の来店生起行動に影響する慣性行動に関する先行研究 
Jeuland（1979）は，消費者行動の特徴的な概念に慣性行動があることを示した．慣性行
動とは，過去にどのような購買をしたのか，その個人の嗜好がどうなっているのかなどが
影響して（佐藤・樋口，2013），同じブランドを一貫して購買するといった程度を指す．消
費者が慣性行動をする場合，消費者はあまり深い考慮をせず意思決定をしている．Guadagni 
and Little（1983），Gupta（1988）は，消費者のブランド選択行動のモデル化で，マーケテ
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ィング・ミックス変数に加えてブランド購買の習慣性をロイヤルティ変数として定義し，
モデルの説明変数として用いた． これらの研究で提案されたロイヤルティ変数は，慣性的
購買行動の一表現である．ロイヤルティ変数は，ブランドの選好に対する消費者間の異質
性とその動的変化を取り込む役割を果たすといわれる（阿部・近藤，2008）．Guadagni and 
Little（1983）と Gupta（1988）で用いられたロイヤルティ変数は同じ構造のモデルであり，
どちらの研究でもロイヤルティ変数がマーケティング変数よりもブランド選択に大きな影
響を与えることが示されている．Seetharaman，Ainslie，and Chintagunta（1999）は，マル
チカテゴリー購買の状態依存性を議論し，同一個人の場合状態依存性にカテゴリー間の差
はなく，それは消費者特有のものであることを示した．Guadagni and Little（1983），Gupta
（1988）および Seetharaman et.al．，（1999）は，ブランド選択，カテゴリー購買生起の研究
であり，対象としているロイヤルティはブランドロイヤルティ，サイズロイアルティであ
る． 
 
2－3－3-③ 顧客シェア拡大に影響を与えるマーケティング施策に関する先行研究 
顧実シェア拡大のためには，購買履歴データに基づいて顧実シェア（来店回数や実単価）
を高めるマーケティング戦略を立案することが重要である．また，先行研究で対象にして
いる小売業態は主に食品スーパーであり，本研究で対象とする百貨店とは質的な意味でも
大きく異なっているため，本研究の目的を鑑みると百貨店店舗特有のマーケティング施策
を整理することが重要である．Deloitte（2007）は，スーパーマーケットにおけるすべての
商品購買の内，約 70％が店舗内で意思決定されていることを示している．また，店舗内の
購買の内，約 68％が衝動的な購買であることも示している．そのため，昨今，スーパーマ
ーケットでは，店舗内でバスケットサイズやクロスセリング，アップセリングを高めるこ
とができるインストア・マーケティングに多額の予算を費やしている． 
中山・鶴見（2007）は，百貨店顧実に対して行ったアンケートのデータを用いて消費者
の意思決定の時点（来店前に購買を意図しているのか，来店後に購買を意図しているのか）
のメカニズムを分析し，消費者に対してアプローチすべき段階を明らかにした．当該研究
によると，婦人衣料，婦人靴，化粧品の非計画購買率はそれぞれ 21．2%，42．0%，39．
4%であった．一方，青木（1989）は，大型スーパーマーケット，小型スーパーマーケット，
コンビニエンスストアの非計画購買率が 82．2%，71．6%，62．0%であることを示した．
調査法などの観点でこれら 2 つの研究を単純に比較できないが，大まかに言えば百貨店の
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計画購買率の高さ（非計画購買率の低さ）が示唆される．これらの研究に基づけば，百貨
店顧実は，スーパーマーケットの顧実と比べて店舗内で商品購買の決定をすることが尐な
いため，インストア・マーケティングは百貨店の有効な施策とはなり得ないと考えられる．
インストア・マーケティング以外で顧実の来店動機を高めるマーケティング施策には，広
告，特売チラシ，ダイレクトメールがあげられる．しかし，最近，テレビ放送を見る時間，
新聞を読む時間は減尐傾向にある．そのため，テレビや新聞折込を用いた広告，チラシの
効果は低下していることが考えられる（鈴木，2011）．中山・鶴見（2007）は消費者の意
思決定の時点とともに百貨店への来店動機を示しており，「トレンド」や「ポイント，特
典」が上位の来店動機になっている．「トレンド」や「ポイント，特典」をダイレクトメ
ールで百貨店顧実に知らしめることによって来店動機を高めることができると考えられる
が，先行研究ではそれらの計量的な評価はなされておらず，課題となっている． 
前節でも示した通り，日本の百貨店は上層階に催事場を設置して，北海道展をはじめと
する物産展，お中元やお歳暮ギフトセンター等のイベント催事などを開催している．これ
らによって，買回り品を取り揃えている階や売場への買い回りに成功しており，顧実シェ
ア（来店回数や実単価）を高める機能と見ることができる． 
ここまでは，顧実シェア（来店回数や実単価）に影響する百貨店のマーケティング活動
に関する先行研究を整理した．百貨店は，他の小売業態にはない特有のマーケティング活
動を行っており，百貨店顧実の購買行動を明らかにするには，それら特有の施策を考慮し
ない限り現实的な解析になりえない． 
 
2－3－3-④ 来店生起行動に関する先行研究のまとめ 
前節では，顧実シェアを高めるためには，顧実の来店生起行動を促進する視点が必要で
あることを示した．そのため，来店生起行動に関する先行研究を概観した．パネルデータ
を用いた来店生起行動の代表的なモデルにはポアソン回帰モデルがある．説明変数には，
慣性行動，マーケティング要因，デモグラフィック要因等が多く用いられる．慣性行動の
1 つにロイヤルティ変数がある．ブランド選択に関する研究では，マーケティング変数よ
りもロイヤルティ変数の方が大きな影響を与えることが示されている．本研究では，先行
研究を援用してストアロイヤルティをモデル化する．また，百貨店の顧実シェアに影響を
与えるマーケティング要因について整理した．百貨店顧実は計画購買率が高いことから，
ダイレクトメールが有効であり，「トレンド」や「ポイント特典」を告知することによって
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来店動機を高めることがわかった．また，前節で示したイベント催事も顧実シェアを高め
る機能と考えられる．「トレンド」，「ポイント特典」を告知するダイレクトメール，イベン
ト催事に関する情報は百貨店特有の施策であるが，計量的な議論がされておらず課題であ
る．なお，表 2-3 には本節に示した先行研究で明らかになっている点と課題を総括的に示
した． 
表 2-3 来店生起行動に関する先行研究で明らかになっていることと百貨店研究の課題 
明らかになっていること 課題
①来店生起行動に影響するマーケティング施策 ①来店生起行動に影響するマーケティング施策
　プロモーションによる価格削減 　カテゴリー別のトレンドを告知するダイレクトメール
　インストア・マーケティング＇ディスプレイ＋価格等（ 　ポイント・特典を告知するダイレクトメール
　広告＋特売チラシ 　イベント催事が開催された情報
　ダイレクトメール 　→百貨店特有のマーケティング施策の計量的評価
②ロイヤルティ変数
　ストアロイヤルティのモデル化  
 
2－3－4 買い回り行動に関する先行研究 
顧実 1 人当りの購買量は来店回数（来店生起行動）と 1 回当り買上金額の積で決まる．
1 回当りの買上金額を高めるためには，複数商品カテゴリーの買い回り行動の促進がもと
められる．本小節では，買い回り行動に関する研究について概観し，買い回り行動のモデ
ル化において課題となっている点を整理する． 
 
2－3－4-① 買い回り行動のモデル化に関する先行研究 
最近，顧実が購買する複数の商品カテゴリーの同時購買行動を把握しようとする研究が
提案されるようになっている．単一の商品カテゴリー購買モデルは，カテゴリー間の関係
性を考慮しない部分的な消費者行動モデルであり，もしカテゴリー間に何らかの関係性（代
替性，補完性等）が存在する場合，消費者の購買行動に影響を与える要因について誤った
知見を導くことにつながる．複数の商品カテゴリー購買のメカニズムは，消費者行動のよ
り深い理解を目的にしており，単一商品カテゴリーを扱ったモデルよりも適正な知見をも
たらすことができる（Seetharaman，Chib，Ainslie，Boatwright，Chan，Gupta，Mehta，Rao， 
and Strijnev，2005）． 
Niraj et.al．，（2008）は，卵とベーコンのカテゴリーの同時購買生起と購買量を 2 変量ロ
ジットモデルでモデル化している．購買生起モデルでは，自商品カテゴリー・他商品カテ
ゴリーのマーケティング活動（価格とプロモーション）の影響と，双方のカテゴリーを大
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量に同時購買する価値変数の影響を推定している．購買量モデルでは，自商品カテゴリー・
他商品カテゴリーのマーケティング活動（価格とプロモーション）の影響を推定している．
推定の結果，卵とベーコンのマーケティングの影響が非対称であることが明らかになった．
しかし， Niraj et.al．，（2008）の提案モデルは，2 商品カテゴリーの同時購買行動を把握し
ているにすぎず消費者の購買行動を把握するには不十分である．Kumar et.al．，（2008）は，
通信販売店における既存顧実の期間併買行動を過去の平均購買間隔，過去の返品割合，過
去のダイレクトメールの頻度，家庭のデモグラフィック要因で説明している．その中で適
度なダイレクトメールは新商品の知覚リスクを減尐させるため，併売行動に大きく影響す
ることが示されている．しかし，Kumar et.al．，（2008）は，商品カテゴリー毎のダイレク
トメールの影響までは考慮していない． 
Bell and Lattin（1998）は，異なる価格設定がなされた店舗タイプ（EDLP と HiLo）があ
るときに，ショッピング行動（実単価の大きさ，店舗訪問の回数で定義される）がストア
選択に対して重要な要因であることを示している．この研究では，複数の商品カテゴリー
における消費者の購買状況を直接モデル化していない．しかし，複数カテゴリーの購買状
況を合成変数（実単価）として代用して設定し，選択する店舗タイプに変動が生じる閾値
を推定している．その意味では，Bell and Lattin（1998）が消費者の複数商品カテゴリーの
購買行動と店舗選択との関連性を示した研究であると見ることができ（Manchanda，Ansari， 
and Gupta，1999），広い商品カテゴリーの購買行動を把握する手法として参考になる． 
 
2－3－4-② 買い回り行動に関する先行研究のまとめ 
本小節では，買い回り行動に関する先行研究を概観した．先行研究では，買い回り行動
に対する自商品・他商品の価格削減，自商品カテゴリー・他商品カテゴリーのプロモーシ
ョン，広告・チラシ，ダイレクトメールの影響を分析している．しかし，店舗内での限ら
れた商品カテゴリーの買い回り行動を分析している．複数カテゴリーの購買状況を合成変
数（実単価）として代用して設定するなどの工夫が必要である．また，商品カテゴリーが
明確になったダイレクトメール等きめの細かいマーケティング施策の分析は必要である．
さらに，前小節でも示した通り，イベント・催事も顧実シェアを高めると考えられるが，
計量的な議論がされていない．なお，表 2-4 には本小節に示した先行研究で明らかになっ
ている点と課題を総括的に示した． 
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表 2-4 買い回り行動に関する先行研究で明らかになっていることと百貨店研究の課題 
明らかになっていること 課題
①買い回り行動に影響するマーケティング施策 ①買い回り行動に影響するマーケティング施策
　自商品の価格削減＋他商品の価格削減 　全商品カテゴリーの買い回り行動に対する影響測定
　自商品のプロモーション＋他商品のプロモーション 　カテゴリー別のトレンドを告知するダイレクトメール
　広告＋特売チラシ 　ポイント・特典を告知するダイレクトメール
　ダイレクトメール 　イベント催事が開催された情報
②ロイヤルティ変数 　→百貨店特有のマーケティング施策の計量的評価
　ストアロイヤルティのモデル化  
 
2－4－階層ベイズモデルに関する先行研究 
本節では本博士研究でも用いる階層ベイズモデルを用いたマーケティングにおける先
行研究を整理する．ただし，研究自体は百貨店店舗における消費者の購買行動（店舗選択，
来店回数，実単価）のメカニズムを明らかにすることを主眼としているため，ここではマ
ーケティングにおける階層ベイズモデルを使用した研究の方向性を確認することに焦点を
あて整理する． 
 
2－4－1 消費者の異質性を考慮したモデルに関する先行研究 
昨今のマーケティング研究では，消費者の異質性が脚光を浴びている．实務における
CRM や One to One マーケティングの出現を考えれば，この状況は实務でも違いがないと
わかる．消費者異質性の概念自体は，Smith（1956）がセグメンテーションの概念について
示してからこれまで，その重要性が認識されている．消費者異質性は，今日，概念的な議
論からその定量化に議論が移っている． 
消費者の異質性をデータから評価するためのモデルとして，潜在クラスモデルとランダ
ム係数モデルの 2 つのアプローチがある（阿部・近藤，2008）．Kamakura and Russell（1989）
は，消費者のブランド選択確率を潜在クラスへの帰属確率を重みとした有限混合モデルと
して表現し，潜在クラスごとのパラメータ値の違いなどを検証した．潜在クラスモデルは，
セグメンテーションの概念と一致しており，クラスター分析と違いモデルベースの検証を
行える点に利点がある．一方，ランダム係数モデルは，パラメータが連続的な確率分布に
従っていると想定したモデルといえる．ランダム係数モデルは MCMC 法の進展により，
多項ロジットモデルや多項プロビットモデルでもその枠組みを採用できるようになり，数
多くの研究がなされている．MCMC 法は複雑な分布からの乱数発生が困難な場合，近似し
た分布から乱数を発生させて詳細釣り合い条件を満たすようにサンプリングする方法であ
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る．その種類には，完全条件付事後分布が利用できるギブス・サンプリングと完全条件付
事後分布が利用できないメトロポリス・ヘイスティングがある（照井，2008）．Rossi，
McCulloch，and Allenby（1996）は，消費者毎の回帰係数を被説明変数にし，消費者のデモ
グラフィック要因を説明変数とした階層モデルを組み込んだランダム係数モデルを提案し
た．階層ベイズモデルは，マーケティング分野で数多く採用されている（Allenby and Rossi，
1999）．階層ベイズモデルには，個体（消費者）の効用の大きさを確定的効用と誤差項に分
けその誤差項がガンベル分布（正規分布）に従うと仮定する階層ロジットモデル（プロビ
ットモデル），分析対象とする個体の反応や現象がポアソン分布に従い平均を示すパラメー
タを回帰モデルで説明する階層ポアソンモデル，個体の反応や現象が正規分布に従い連続
型であることを想定している階層回帰モデルなどがある． 他にもウィラワン・照井（2007），
Terui and Ban（2008），井上（2009），勝又・阿部（2009），Ban，Terui，and Abe（2010），
Terui， Ban and Allenby（2011），Satomura，Kim，and Allenby（2011），阿部（2011），Hasegawa， 
Terui，and Allenby（2012），山田・佐藤（2012）など階層ベイズモデルを用いたマーケティ
ング研究が存在しており，マーケティングサイエンス分野における主たるモデリング技術
になっている． 
階層ベイズモデルを含むベイジアンモデリングに関しては，マーケティング分野だけに
限定しても多くの書籍が出版されている（照井，2008；Rossi，Allenby，and McCulloch， 
2005；佐藤・樋口，2013）．参考までに示しておく． 
 
2－4－2 消費者のデモグラフィック要因に関する先行研究 
デモグラフィック要因に関する研究は 1950 年代から行われており，年齢，収入，教育
水準，性別，職業・就業の有無，家族数といった要因が多く用いられている（表 2-5）．し
かし，最近になってデモグラフィック要因は消費者行動研究で取り上げられなくなってい
る．その理由は，どのデモグラフィック要因を選択したらよいのか，の基準がないからで
ある．ただし，デモグラフィック要因は，ライフスタイル要因2などと比較して，セグメン
ト作成の容易度，アクセス可能性が高いため，セグメンテーションを行うときには非常に
有効である．最近では，消費者の購買履歴などのデータで事前にセグメンテーションをし，
そのセグメントごとにデモグラフィック要因での違いを探る方法もとられている（清水，
                                                        
2 清水（2004）には，ライフスタイルを測定する尺度は不安定であり，またライフスタイル要因によるセ
グメントにはアクセスしにくいことが示されている． 
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2004）．階層ベイズモデルでは，階層モデルの説明変数としてデモグラフィック要因を使用
する（照井，2008）．階層モデルを用いれば，消費者異質性の背後に存在する消費者間の共
通性を評価でき，マーケティング戦略を考える上で有益な情報になり得る．特に CRM 的
な観点で百貨店のマーケティングを検討する場合，デモグラフィック要因は非常に重要だ
といえる（山田・佐藤，2012）．  
表 2-5 購買行動に影響を与えるデモグラフィック要因に焦点を当てた研究 
研究者名 年度名 対象店舗 要因
MacKay 1973 スーパーマーケット ショッピング時間
Samli 1975 百貨店 収入＋教育水準＋職業＋高級品の有無
ディスカウントストア
Bellenger,Robertson and Greenberg 1977 ショッピングセンター 経済観念＋教育水準
Crask and Reynolds 1978 百貨店 年齢＋収入＋教育水準
Lumpkin and Hawes 1985 通信販売 既婚＋所得＋持家＋子供の数＋教育水準＋性別＋年齢＋専業为婦
Korgaonkar,Lund and Price 1985 ディスカウントストア 性別＋人種
Westbrook and Black 1985 百貨店 年齢＋既婚＋教育水準＋就業の有無＋収入
Roy 1994 モール 年齢＋収入＋家族数
Popkowski and Timmermans 1997 グロサリーストア 性別＋教育水準＋来店回数＋1来店当たりの出費＋過去のリピート回数＋
家族数
Bell,Ho and Tang 1998 スーパーマーケット 家族数＋収入＋年齢＋1人当たり所得
1999 特定せず 世帯为の就業＋家族数＋1週間の平均ショッピング回数＋
1回当たりの平均出費
Sinha 2000 スーパーマーケット 家庭数＋収入＋車の利用＋居住エリア
Rhee and Bell 2002 スーパーマーケット 家族数＋収入＋教育水準＋新聞購読＋職種＋就業の有無＋
1週間当たり出費＋1週間当たりショッピング回数
Jen,Chou and Allenby 2003 通信販売 性別＋地理的位置＋平均出費
Fox,Montgomery and Lodish 2004 グロサリーストア 家庭数＋収入＋女性の就業の有無＋教育水準＋持家＋
マスマーチャンダイザー 6歳以下の子供の有無
ドラッグストア
Popkowski,Sinha,and Sahgal 2004 グロサリーストア 家族数＋収入＋自動車保有＋居住エリア
Li,Sun and Wilcox 2005 金融機関 教育水準＋性別＋年齢＋収入
Cao and Gruca 2005 金融機関 取引信用度＋収入＋抵当
Pan and Zinkhan 2006 ショッピングセンター 年齢＋収入＋性別
Borle,Dholakia,Singh and Westbrook 2007 自動車サービス 性別＋年齢＋車の年式＋収入＋家族数
Inman,Winer and Ferraro 2009 グロサリーストア 性別＋家族数＋ストアへの親密度＋単独でショッピング
Seetharaman,Ainslie and Chintagunta
 
 
2－5－サーベイ研究のまとめと博士論文の構成 
百貨店のマーケティングを考えていく上で，CRM は实務上極めて重要である．そのため，
まず CRM の概念を整理し，既存顧実シェアの拡大，既存顧実の維持に焦点を当てた研究
を中心に概観した．既存顧実の顧実シェアを高めることに焦点をあてた研究では，クロス
セリング戦略，アップセリング戦略のような実単価を高める戦略が必要であることが示さ
れていた．また，顧実 1 人当りの購買量は来店回数と 1 回当り買上金額（実単価）の積で
決まるため，実単価を高めるクロスセリング戦略，アップセリング戦略に加えて，顧実の
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来店回数（来店生起行動）を促進するマーケティング活動も必要であることが確認できた．
既存顧実の維持の高度化には，顧実満足改善，ロイヤルティ・マーケティングがある．顧
実満足の改善については，モデル構造は一定していないが顧実満足が顧実維持につながる
という認識は一致している．また，ロイヤルティ・マーケティングについては，顧実維持
に貢献するとした研究と貢献しないとした研究に分かれているが，競合店舗のデータが取
得できない中では検証が困難である．以上の CRM 上の観点から，本研究では，顧実シェ
アを拡大する来店生起行動や買い回り行動，顧実維持につながる顧実満足に対して影響を
与える要因及びモデルを概観した．顧実満足では，モデル構造（格差モデル，パフォーマ
ンス評価モデル，一般化格差モデル），影響を与える小売ミックス要因（商品，店舗施設，
販売員，利便性）を明らかにした．さらに，百貨店店舗特有の小売ミックス要因には，イ
ベント催事が重要な要因であることを明らかにした．来店生起では，慣性行動に関する先
行研究，顧実シェア拡大に影響を与えるマーケティング施策について概観した．慣性行動
にはロイヤルティ変数があり，来店生起行動に大きく影響することが明らかになった．ま
た，百貨店顧実は計画購買率が高いことから，「トレンド」や「ポイント特典」を告知する
ダイレクトメール，イベント催事が有効なマーケティング施策であることがわかった．買
い回り行動の先行研究については，店舗内での限られた商品カテゴリーの買い回り行動が
課題であるため，買い回り行動を実単価に代用するなどの工夫が必要である．また，商品
カテゴリーが明らかではないダイレクトメール等も課題である．さらに，イベント催事も
顧実シェアを高める要因として加える必要があることを確認した．消費者の異質性を考慮
したモデル化は，CRM または One to One マーケティングの高度化のためには重要である．
最近では，デモグラフィック要因を説明変数とした階層モデルを組み込んだランダム係数
モデルが提案され，マーケティング分野で重要な知見を提示していることが明らかになっ
た． 
 本博士研究では，先行研究のサーベイに基づき「態度ベース店舗選択行動」，「来店行動
（来店回数のメカニズム）」，「購買金額（実単価のメカニズム）」の 3 つの観点から研究を
行う．表 2-6 には，各テーマとサーベイ研究に基づき設定した研究の視点を示した． 
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表 2-6 研究テーマとサーベイ研究の視点との関連 
研究テーマ CRM上の視点 消費者購買行動の視点 モデル化
階層回帰モデル ③購買金額＇客単価のメカニズム（ 買い回り行動
顧客維持＇行動面（
顧客維持＇行動面（
 ①態度ベース店舗選択行動 顧客維持＇態度面（
顧客満足
＇擬似的店舗選択行動（
 ②来店行動＇来店回数のメカニズム（ 来店生起行動
階層ロジットモデル
階層ポアソンモデル
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第 3 章 百貨店の態度ベース店舗満足化構造に関する解析 
 
3－1－はじめに 
百貨店店舗に対する顧実満足が高まると，その顧実を維持できる可能性が高まるといわ
れる．競合する店舗よりも満足が高いと，好ましい顧実との取引関係が将来にわたって構
築できるからである．また，百貨店顧実の嗜好は異質であって，一人ひとりの満足構造を
捉えることは防御的戦略の高度化のためには不可欠であると考える．そのため，本章では，
顧実の異質性を考慮した顧実満足構造をモデルによって推定し態度面からの防御的戦略を
考察する．百貨店の小売ミックス属性（品揃え，施設，店員，利便性，イベント）に対す
る期待や評価が態度ベース店舗選択（店舗満足）に対してどのように影響するかを明らか
にする．また，態度面からの防御的戦略を最優先しても既存顧実の離脱も一定割合で発生
する（鈴木,2011）．当該店舗で来店経験のない新規顧実を獲得する場合のターゲットに関
する情報を獲得することは有効である．そのため，顧実属性を説明変数とした階層モデル
を同時に推定する．推定にはマルコフ連鎖モンテカルロ法を用いる． 
この種の問題を考える場合，一般には ID 付 POS データの使用を考えることが多い．し
かし，前述したように ID 付 POS データは特定店舗（チェーン内）での行動は捕捉できる
が，店舗間（チェーン間）での同一個人の行動を捕捉することは一般にできない．また，
ID 付 POS データでは顧実の店舗に対する満足度は測定できない．清水（2006）は，消費
者がブランドを購入するときには，本当にブランドに満足して購入している場合と満足し
ていないが仕方なく購入している場合に分かれることを示した．ブランドに満足して購買
している場合，競合の存在はさほど問題にならないが，一方で後者のような消去法的な購
買の場合，競合の動向によって簡単にスイッチングしてしまう．そのため，消去法的な購
買をしている顧実を含め既存顧実の離反を最小限に留めるためには，当該店と競合店の相
対的な満足構造を把握した上で，マーケティング施策を立てることが不可欠である．本章
ではそれら ID 付 POS データでは捕捉できない複数店舗の相対的な満足規定構造に焦点を
当て，アンケート調査により取得したデータを用いて研究を進める． 
 
3－2－研究のアプローチ 
本章では，顧実満足モデルを擬似的な店舗選択モデルとして用いて推定する．モデル化
においては，以下の課題に対応する．2.3.2 節では，期待とパフォーマンス評価という概念
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を用いて 3 通りの顧実満足モデルの存在を示した（格差モデル，パフォーマンス評価モデ
ル，一般化格差モデル）．しかし，先行研究におけるモデルの反応パラメータは，消費者の
異質性を考慮しておらず課題となっていることを確認した．また，小売店舗に関する先行
研究では，商品，店舗施設，販売員，利便性に関連する小売ミックス要因が店舗選択に影
響を与えることが示されているが，特に百貨店店舗特有のイベント催事の開催に関しては，
小売店舗に関する先行研究では考慮されていない．また，先行研究ではイベント催事を加
えた小売ミックス要因が百貨店の満足に影響するメカニズムを明らかにできておらず，課
題になっている．本章では，これらの課題に対応し，百貨店の小売ミックス属性に対する
期待や評価が相対的な店舗満足に対してどのように影響するかを，消費者の異質性を考慮
したモデル化，およびその推定結果に基づき明らかにする． 
 
3－3－ 態度ベース店舗満足モデル 
3－3－1 データ 
本章では，銀座地区の A 店，B 店へ買い物に行く消費者に対するアンケートデータを用
いた．A 店と B 店は，銀座地区において隣接する百貨店である．当該区で売上シェア 1 位
と 2 位を占めており，競合関係にある（日本経済新聞社，2008）といわれている．アンケ
ート項目は，A 店と B 店の小売ミックス属性を構成する要素に対する期待とパフォーマン
ス評価，満足度順位，及び消費者属性である． 
2008 年 4 月 1 日～6 月 30 日に，銀座地区の街頭で平日の午後 4 時以前と午後 4 時以降，
休日祝日の午後 4 時以前と午後 4 時以降にわけてアンケート用紙を 120 名の消費者に配布
し後日郵送してもらい，103 名のサンプルを回収した．4 月から 6 月にアンケートを实施し
たのは，バーゲンセール時期に来店する消費者よりもプロパー（定価）展開時期に来店す
る消費者の嗜好を捉えることが百貨店にとって有益であると考えたからである．また，午
後 4 時以前は 50 歳以上の顧実の構成比が高く午後 4 時以降は 50 歳未満の顧実の構成比が
高いことが A 店の購買履歴データからわかっており，午後 4 時以前と午後 4 時以降に分け
て全般的な年齢層のサンプルを取得できるようにした．さらに 103 名の回答者の中から A
店と B 店の両方で買い物をしている消費者を抽出するために，A 店と B 店の一方だけで買
い物をしている消費者，どちらの店舗でも買い物をしない消費者，そして欠損値のある消
費者を差し引き，最終的に有効サンプル数が 78 名となった．ただし，本章で用いたサンプ
ルは統計的に十分な数には至っておらず，本章で得られた知見が直ちに店舗満足研究とし
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て一般化できるものではない．しかし，A 店と B 店での主な顧実層を考慮して回答者を選
定しており，マイクロ・マーケティングの観点からの知見の活用は可能である．また，以
降で提示するモデルは他の状況でも活用可能であることは言うまでもない． 
小売ミックス属性は，中西（1983）（特に，第 8 章「小売吸引力の測定（２）」，p227－
p258 を参照）のストア・イメージ属性項目をもとに品揃え属性，店員属性，施設属性，利
便性属性を設定した（表 3-1）．品揃え属性は，各種商品のとり合わせに加えて，品質，価
格，スタイルなどの組み合わせを含んでいる．店員属性は，百貨店従業員の接実態度と情
報提供の程度を示している．施設属性は，買物をするときの店舗内の諸施設の快適さを，
利便性属性は，顧実が買物をするのに負担になっている距離や労力を示している．さらに，
宮副（2007）が他の小売業態と比べて催事販売が百貨店の収益に大きく貢献していると指
摘していることを勘案し，それらストア・イメージ属性項目にイベント属性を加えた．イ
ベント属性は百貨店の催物会場で行うイベントの魅力度を示す．これら 5 つの属性に着目
した理由は，小売店舗による管理が可能な物理的特性（施設と利便性），マーケティング要
因（品揃え，店員，イベント催事）であり，顧実の店舗選択との関連が明らかにできれば
百貨店は防衛的戦略の高度化につなげることが可能になるからである．それぞれの小売ミ
ックス属性を構成する要素は，百貨店を利用する 30 歳代，40 歳代，50 歳代の消費者に対
して品揃え属性，店員属性，施設属性，利便性属性，イベント属性のそれぞれで注目する
要素・連想する要素をインタビューすることによって構成した．さらにインタビューで得
られた小売ミックス属性の要素を他の消費者が回答できるのかを確認するために，プリテ
ストを繰り返してアンケート項目を完成させている．それぞれの要素に対する期待とパフ
ォーマンス評価は 5 段階尺度で質問，「かなりあてはまる」（5 ポイント）と「全くあては
まらない」（1 ポイント）を両端に設定している．例えば，A 店の品揃え属性要素の期待に
おいて，「自分のニーズと一致した品揃え・ブランドがあるだろうと思った」という質問に
対しその通りであれば「かなりあてはまる」が選択される．同様に，品揃え属性要素のパ
フォーマンス評価において，「自分のニーズと一致した品揃え・ブランドがあった」という
質問に対し全くそう思わないのであれば「全くあてはまらない」が選択される（詳細は付
録 1 を参照）．なお，期待とパフォーマンス評価を回答するタイミングについて，本章では，
経験前に期待，経験後にパフォーマンス評価を回答してもらう手段を講じず同時に回答し
てもらっている．既存研究を概観すると，経験前に期待，経験後にパフォーマンス評価を
回答してもらう研究（Ofir and Simonson,2007），経験後に期待とパフォーマンス評価を回答
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してもらう研究（Jiang, Klein, and, Carr ,2002；Ugboma, Ogwude, Ugboma, and Nnadi,2007）
に分かれている．経験後に期待とパフォーマンス評価を同時に回答してもらうことで期待
とパフォーマンス評価の区別がつかなくなる問題が指摘されている（Oliver,1981）が，経
験前に期待を述べることによって経験を必要以上に低く評価してしまう問題が生じること
も指摘されている．なぜなら，顧実が事前に期待を表明することによって，経験を振り返
るときにマイナス面の想起につながりやすく，プラス面の想起にはあまりつながらないと
考えられるからである（Ofir and Simonson,2007）．そのため本章では，Jiang et.al．，（2002），
Ugboma et.al．，（2007）と同じ立場に立ち，期待とパフォーマンス評価を同時に回答しても
らった．本章では満足度順位を対象にモデル化，検証を行う．満足度順位とは，A 店と B
店の総合的な店舗満足度の順位として定義する．A 店が B 店よりも満足度合が高ければ A
店に 1，逆に B 店の満足度合のほうが高ければ B 店に 1 をつける（詳細は付録 1 を参照）．
なお，本調査では来店の目的や状況を調べられていない．そのため，A 店と B 店では満足
度を異なる条件で評価している可能性がある．この周辺の精緻化については今後の課題と
する． 
消費者属性は，性別，年齢，買い物をするときの事前目的の有無，銀座地区に行く頻度
を観測している．調査結果の消費者属性は表 3-2 の通りである．女性の構成比が高く
（79.5%），年齢は 30 歳代（47.4%）が中心になっている．また，買い物をするときには事
前に目的をもっている消費者が多い（80.8%）．銀座地区への出向頻度は，表 3-2 で示した
項目のいずれに該当するかを回答してもらっている．銀座地区に行く頻度は週 4 回以上
（29.5%），月 1 回位（25.6%）が多い．銀座地区への出向頻度で週 4 回以上が最も高い理
由は，買い物の他に通勤や通学を含めて銀座地区へ出向する頻度を質問しているからであ
る． 
表 3-1 小売ミックス属性の要素 
品揃え属性要素 ＇5要素（ 自分のニーズと一致＋流行性＋豊富さ＋安心・信頼＋ちょうどよい価格帯
施設属性要素 ＇6要素（ 清潔さ＋ゆとり＋探しやすさ＋歩きやすい通路＋快適なエレベータ＋便利なエスカレータ
店員属性要素 ＇4要素（ 礼儀正しさ＋親しみやすさ＋豊富な商品知識＋適正人員
利便性属性要素 ＇5要素（ 便利な駐車場＋駅からの利便性＋他店舗との買い回り＋遅くまでの営業時間＋レジ対応
イベント属性要素 ＇4要素（ 物産展など地域性に富む＋注目を集める＋大人と子供が楽しめる＋季節性を感じる  
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表 3-2 消費者属性の集計結果 
０－性別 ２－買い物に行く前の事前目的の有無
性別 消費者数 構成比 事前目的 消費者数 構成比
男性 16 20.5% 事前目的あり 63 80.8%
女性 62 79.5% 事前目的なし 15 19.2%
総計 78 100.0% 総計 78 100.0%
１－年齢 ３－銀座地区への出向頻度
年齢 消費者数 構成比 出向頻度 消費者数 構成比
20～29歳 20 25.6% 週4回以上 23 29.5%
30～39歳 37 47.4% 週2回以上 3 3.8%
40～49歳 11 14.1% 週1回位 3 3.8%
50～59歳 7 9.0% 2～3週間に1回位 11 14.1%
60歳～ 3 3.8% 月に1回位 20 25.6%
総計 78 100.0% 2～3カ月に1回位 8 10.3%
半年に1回位 6 7.7%
それ以下 4 5.1%
総計 78 100.0%  
 
3－3－2 モデル 
2－3－2 節に示した通り Boulding et.al．，（1993）には，5 属性（信頼，安心，感動，感情
反応，確实）のパフォーマンス評価と期待を用いた一般化格差モデルが提案されている．
本章でもその構造を援用し，アンケート調査により取得した小売ミックス属性（商品の品
揃え，店舗の施設，店員の対応，利便性，イベント）のパフォーマンス評価と期待を用い
消費者の効用を定式化し，それに基づき消費者の店舗満足度順位の選択確率を規定する．
その選択確率は 2 項ロジット・モデルの枠組みでモデル化する．店舗効用
jhU は，（3-1）
式のように定式化する．以降では，      5,,1,2,1,78,,1   kkjjhh は消費者，店舗，小
売ミックス属性をそれぞれ示すものとする． 
jhjhjh εVU   
         jh
k
k
jh
k
Sh
k
jh
k
Phh εSEβPSββ  

5
1
0  （3-1） 
jhV は確定的効用を示し，誤差項 jhε はガンベル分布に従うと仮定する．
 k
jhPS ，
 k
jhSE は消
費者 h の店舗 j の小売ミックス属性 k に対するパフォーマンス評価および期待をそれぞれ
示し，    51 ,, PhPh ββ 
   51 ,, ShSh ββ  はそれら変数への反応を示す個人毎のパラメータである． h0β は
切片である．また，パフォーマンス評価と期待の反応パラメータについて，全ての k に対
して   0kSβ の関係になっていればパフォーマンス評価モデル（第 2 章（2-1）式），全ての
k に対して    kS
k
P ββ  の関係になっていれば格差モデル（第 2 章（2-2）式）に対応してい
ることになる．これらの設定の下で，消費者は最大効用をもたらす店舗の満足度順位が高
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いと仮定し，2 項ロジット・モデルにより下記（3-2）式のように定式化する． 
 
 
 hh
hh
h
21
21
1
VVexp1
VVexp
1yPr


  （3-2） 
jhy は消費者 h の店舗 j に対する満足度順位を示す．さらに，
   1 5
0
β ,β , ,β
h Ph Ph
   51 ,, ShSh ββ  の異
質性を表現するために下記（3-3）式により，階層モデルを設定する（Rossi，McCulloch，
and Allenby，1996）． 
hhh ωδZβ  ，  V0ω ,Nh～  （3-3） 
hβ （
        1 5 1 50
tp
h Ph Ph Sh Sh
 β ,β , ,β ,β , ,β ）はパフォーマンス評価および期待における反応パラ
メータのベクトルである．
hZ は階層モデルの説明変数行列で，前述の消費者属性である性
別，年齢，買い物をするときの事前目的の有無，銀座地区に行く頻度が含まれ，また δは
階層モデルの全消費者共通のパラメータである． 
  
3－3－3 パフォーマンス評価と期待の構造モデル 
2－3－2 節に示した通り，Gómez et.al．，（2004）には，従業員のサービス，商品の品質や
環境，商品の値頃感に対する態度といった潜在変数を観測変数から形成したモデルが提案
されている．本章でもアンケートにより取得できている小売ミックス属性に関する要素に
対するパフォーマンス評価を用いて，（3-1）式内に説明変数として含まれている小売ミッ
クス属性に対するパフォーマンス評価を（3-4）式でモデル化する． 
                 k
hjL
L
l
kp
jlh
k
hjL
kp
hjL
k
hj
kp
hj
k
hj
kp
hj
k
jh k
k
kk
psλpsλpsλpsλPS 





 



1
1
112211 1  （3-4） 
ただし，  k
jlhps は消費者 h の店舗 j における小売ミックス属性 k の l 番目の要素に対する評
価を，
kL は小売ミックス属性 k に関する要素数を示し，小売ミックス属性ごとにその個数
が変化する（表 3-1 参照のこと）．さらにウェイトパラメータ λに関しては，次のような制
約を課す． 
     10,,1 ,
kp
hjL
kp
hj k
λλ  ，       121 
kp
hjL
kp
hj
kp
hj k
λλλ   （3-5） 
なお，上記式において     






 


1
1
1
k
k
L
l
kp
jlh
kp
hjL λλ である点を留意してほしい． 
同様に小売ミックス属性に対する期待は（3-6）式のようにモデル化する． 
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                 k
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


1
1
112211 1  （3-6） 
 k
jlhse は消費者 h の店舗 j における小売ミックス属性 k の l 番目の要素に対する期待を示す．
ウェイトパラメータに関しては，（3-5）式と同様の制約を課す．ウェイトパラメータ λは，
その値が 1 に近い要素ほど小売ミックス属性パフォーマンス評価または属性期待に対して，
当該要素が強く影響していることを示す．ウィラワン・照井（2007）における参照価格の
モデル化同様，上述のウェイトパラメータ λは消費者 h ごとに異なっていると仮定するこ
とが自然である．そのため，（3-3）式と同様に（3-7）式のように階層モデルで表現する． 
hh
*
h εζZλ  ，  θ0ε ,Nh～  （3-7） 
ただし，λは 0 から 1 までの値をとるよう制御するため，ロジット変換を用いて調整する．
*
jmhλ は jmhλ       
1
1
** exp1/exp
kL
l jlhjmh
 の ロ ジ ッ ト 変 換 前 の 値 を 示 し ，
         * 1*2*1* ,,, k hjLk hjk hjkjh kλλλλ  とする．さらに，ζは階層モデルのパラメータ（全消費者共通）
である． 
以上のモデル化により，小売ミックスに関するパフォーマンス評価や期待の生成メカニ
ズムに関して，消費者ごとに評価できる．このモデルと反応パラメータβを同時に勘案す
ることにより，きめの細かい知見を獲得できる． 
 
3－3－4 概念モデルと推定方法 
図 3-1 には上記 3.3.2 節から 3.3.3 節に示した提案モデルの DAG（無閉路有向グラフ；
Directed Acyclic Graph）を示している．図に示すように，効用の反応パラメータと説明変
数の構造，両者に消費者異質性を表現する構造が含まれているところが特徴的な部分であ
る． 
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hβ  
 
図 3-1 概念モデル 
前述した提案モデルの推定はマルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）を採用する．そ
の詳細は付録 2 に示すが，
hβ および
 k
jhλ に関してはメトロポリス・ヘイスティング・サン
プラーを，両者の階層モデルに関してはギブスサンプラーを用いる． 
 
3－4－分析結果  
本節では，消費者の異質性を考慮した 3 つのモデル（①パフォーマンス評価モデル，②
格差モデル，③一般化格差モデル）と参考として消費者の同質性を仮定したモデル（④一
般化格差モデル）に関するモデル推定結果を示し，検証を行う． 
 
3－4－1 モデルの比較  
モデル推定に先立ち，アンケート項目の一次元性を確認する．具体的には，小売ミック
ス属性（品揃え属性，施設属性，店員属性，利便性属性，イベント属性）毎の期待とパフ
ォーマンス評価に関するアンケート得点を用いてクロンバック α 信頼性係数を算定し，内
部一貫性を評価した．品揃え期待 0.830，施設期待 0.901，店員期待 0.871，利便性期待 0.701，
イベント期待 0.875，品揃え評価 0.851，施設評価 0.849，店員評価 0.763，利便性評価 0.728，
イベント評価 0.849 となった．一般的に α 値は 0.7 を越えれば，その尺度の信頼性（内部
一貫性）が高いとみなされている（小田，2002）．なお，妥当性については，3.3.1 節の通
り，アンケートを作成する際のインタビューおよびプリテストによって検討しているため，
内容的に妥当性があると判断した． 
消費者の異質性を考慮した 3 つのモデル（①パフォーマンス評価モデル，②格差モデル，
③一般化格差モデル）を推定し結果を比較する．まず，それぞれのモデルとデータとの当
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てはまりの度合いを見るために，推定パラメータ（消費者ごとの事後平均）を用いた満足
度順位の予測値と实績値の一致度合いを確認する．満足度順位の予測値とは推定パラメー
タから算定した満足度順位，实績値とは实際にアンケートで回答してもらった満足度順位
である．①パフォーマンス評価モデル，②格差モデルが 78 名中 76 名一致（2 名不一致），
③一般化格差モデルが 77 名一致（1 名不一致）であり，いずれも高い一致度を示している
が，3 つのモデル間に一致度に関する大きな違いは認められない．次に DIC（Spiegelhalter， 
Best，Cralin，and Linde，2002）を用いてモデルの精度を比較する．推定の結果算定された
DIC はそれぞれ，①10.038，②11.099，③6.119 であり，③一般化格差モデルの精度が高い．
以上の予測値と实績値の一致度合いおよび DIC の観点から総合的に判断し，消費者の異質
性を考慮したモデルにおいては，③一般化格差モデルが最も消費者満足を適正に評価した
モデルとして採択されることになる．次に，消費者の異質性を導入したモデルの意義を確
認する意味で，消費者の同質性を仮定したモデル（④一般化格差モデル）3との比較も行っ
た．当該モデルの DIC は 18.166 であり，消費者の異質性を考慮した③一般化格差モデルが
選択されることになる．以上の考察に基づき，以降の議論は消費者の異質性を考慮した③
一般化格差モデルの推定結果に基づいて行うこととする． 
 
3－4－2 小売ミックス属性の反応パラメータβ の検証 
表 3-3 は個人ごとの反応パラメータ βの事後統計量の算定結果である．「事後平均」は消
費者全体の事後平均値である．表には，消費者毎の反応パラメータ βの有意性と符号の検
証結果も示している．有意性に関しては，擬似 t-値（事後平均/事後標準偏差）を算定し，
5%の有意水準で有意性を判断している（t-値>|1.96|ならば有意，それ以外は有意でないと
判断）．例えば，「有意である/符号＋」は，有意であり，符号が正で推定された人数を集計
したものを示している． 
消費者全体の事後平均を見ると，全体としてパフォーマンス評価項目よりも期待のほう
が有意であり期待された符号である消費者が多い．また，個々に確認すると品揃え期待，
施設期待，店員期待，品揃え評価が影響している．さらに，品揃え期待と品揃え評価の反
応パラメータは，有意であり期待された符号である消費者が多い．このことから店舗満足
には品揃え属性に対する期待と評価が大きく影響しているといえる． 
                                                        
3 当該モデルは，β と λ は消費者全体で共通としたモデルである．推定は，③モデルの推定の結果得られ
るパラメータの消費者全体の事後平均を平均ベクトルとする散漫な事前分布を仮定し，行った． 
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図 3-2 には，品揃え期待と品揃え評価の関係（左図），店員期待と店員評価の関係（右図）
を示した．品揃え期待と品揃え評価の反応パラメータの関係を見ると，必ずしも相関関係
になっていない．また，店員期待と店員評価においても関係性は見出せない．その他の小
売ミックス属性においても同様である．これは，消費者が小売ミックス属性に対して高い
期待を抱いている項目が，高く評価され，満足度が構成されているわけではないことを示
唆している．図 3-3 には品揃え属性評価と施設属性評価の関係（左図），品揃え属性評価と
店員属性評価の関係（右図）を示している．それら両者とも負の相関関係になっている．
このことから小売ミックス属性を評価するときに品揃えを重要視する消費者ほど店員や施
設を重要視しなくなる傾向であることがわかる．百貨店をはじめとする小売店舗では，商
品以外は消費者に流通することがないため，店舗の施設の利用や店員の接実といったサー
ビスのほとんどが店舗内において消費者に提供される．神保（2001）は，日本の百貨店の
特徴の 1 つに豪華な店舗の雰囲気をあげており，百貨店の施設が小売業態の中で異質であ
ることが示されている．また，日本標準産業分類によると，百貨店は売場面積の 50％以上
で接実販売を行う業態であるため，他の小売業態と異なり店員から消費者への情報提供や
サービスが豊富であるといえる．このようなことを勘案すると，百貨店を利用する消費者
には百貨店の品揃えを高く評価する人がいる一方で，品揃えよりも店舗内での施設の利用
や店員の接実サービスの提供を高く評価する人がいることになり，推定結果と整合的であ
る．  
表 3-3 小売ミックス属性の反応パラメータ β の推定値 
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
定数項 11.216 47.729 -13.266 28 35.9% 39 50.0% 11 14.1% 0 0.0%
品揃え期待 5.932 23.622 -11.359 50 64.1% 15 19.2% 3 3.8% 10 12.8%
施設期待 9.904 36.813 -19.280 48 61.5% 17 21.8% 7 9.0% 6 7.7%
店員期待 7.011 17.823 0.339 41 52.6% 37 47.4% 0 0.0% 0 0.0%
利便性期待 0.368 28.078 -42.503 31 39.7% 11 14.1% 18 23.1% 18 23.1%
イベント期待 -2.118 18.849 -29.703 14 17.9% 22 28.2% 27 34.6% 15 19.2%
品揃え評価 15.257 22.749 6.924 62 79.5% 16 20.5% 0 0.0% 0 0.0%
施設評価 -4.082 13.886 -24.042 3 3.8% 28 35.9% 15 19.2% 32 41.0%
店員評価 -3.827 16.119 -32.579 9 11.5% 21 26.9% 17 21.8% 31 39.7%
利便性評価 -5.833 2.159 -18.708 0 0.0% 6 7.7% 51 65.4% 21 26.9%
イベント評価 5.251 16.695 -8.836 31 39.7% 27 34.6% 19 24.4% 1 1.3%
有意でない/符号＊ 有意でない/符号，
店舗属性 事後平均 最大値 最小値
有意である/符号＊ 有意である/符号，
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  図 3-3 品揃え評価と施設評価（左図），品揃え評価と店員評価（右図） 
 
表 3-4 は小売ミックス属性の反応パラメータの階層モデルにおける回帰係数 δの事後平
均である．「事前に何を買うのか目的を持っている」消費者に着目すると，目的があれば品
揃えの期待やイベントの期待および店員の評価の反応は大きくなる．「女性」は，施設期待
や施設評価，店員期待や店員評価，イベント期待の反応に対して負の影響を有し，「年齢」
が高い消費者は，施設期待，利便性期待，店員評価の反応に対して負の影響を与えるのに
対し，品揃え期待の反応に対して正の影響を有している．「地区の出向頻度」が高い消費者
は，利便性期待，イベント期待，施設評価，店員評価の反応に正の影響を与えるのに対し，
施設期待や店員期待には負の影響を有している． 
小売ミックス属性の反応パラメータに関する整理で，品揃えを高く評価する消費者がい
る一方で，品揃えよりも店舗内での施設の利用や店員の接実サービスを高く評価する消費
者がいることを示した．品揃え評価の反応パラメータにおける階層モデルでは有意な回帰
係数はなかったものの，符号で判断すると，性別，年齢，事前目的の有無が与える影響は，
  図 3-2 品揃え期待と評価（左図），店員期待と評価（右図） 
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施設評価，店員評価とは逆である．すなわち，品揃評価と施設評価，店員評価のメカニズ
ムは逆の傾向にあり，前述の構造が生じていると考えられる． 
表 3-4 δの推定値 
定数項 11.216 * 5.932 * 9.900 * 7.011 * 0.368 -2.116 15.255 * -4.080 * -3.826 * -5.833 * 5.250 *
性別男0,女1 -8.070 -3.277 -14.981 * -10.103 * 4.455 -14.856 * 7.494 -10.833 * -13.063 * 2.902 5.412
年齢 1.320 * 0.407 * -1.045 * -0.104 -1.147 * 0.058 0.090 -0.111 -0.453 * -0.448 -0.181
事前目的無0,有1 -15.898 * 12.910 * -0.525 -1.097 -6.718 22.610 * -5.653 4.961 9.895 * 3.943 -3.126
地区出向頻度 3.596 -0.492 -2.474 * -0.897 * 2.736 * 1.617 * 0.049 2.823 * 2.364 * -1.281 1.972
）は5％水準で有意であることを示す
ｲﾍﾞﾝﾄ評価品揃え期待 施設期待 店員期待 利便性期待 ｲﾍﾞﾝﾄ期待定数項 品揃え評価 施設評価 店員評価 利便性評価
 
 
3－4－3 小売ミックス属性へのウェイトパラメータ λの検証 
前小節では，小売ミックス属性の反応パラメータβとその階層モデルの事後統計量を用
いて，態度ベースの店舗満足化構造を考察した．その結果，品揃え期待と評価が百貨店の
店舗満足に対して非常に強い影響を有していることが確認できた．これは，食品スーパー
を対象にした研究ではあるが，Briesch et.al．，（2009）と類似の知見である．本小節では，
小売ミックス属性へのウェイトパラメータ λの中で，品揃え期待と品揃え評価を構成する
要素のウェイトパラメータに焦点を当て，消費者が品揃え期待や評価を形成するメカニズ
ムに関して考察を行う．なお，本小節に示す検証は，通常の解析では達成し得ない内容で
あり，本提案モデルによってはじめて实現できることである． 
表 3-5 はウェイトパラメータ λの店舗別の事後平均と有意性検証結果（判断方法は 3.4.2
節と同様）である．表に示す λの事後平均は消費者全体の平均値である4．事後平均と有意
であった消費者数によると，店舗の期待構造と評価構造が異なっていることがわかる．例
えば，A 店の品揃え期待に対しては，「流行性」という要素が最も強く影響している．一方，
A 店の品揃え評価に対しては，「安心・信頼」という要素が最も影響している．同様に B
店を見ると，品揃え期待に対しては「流行性」や「豊富さ」という要素が，品揃え評価に
対しては「自分のニーズと一致」という要素が強く影響している．期待と評価を店舗間，
店舗内で比較した場合，期待を構成するメカニズムと評価を構成するメカニズムは必ずし
も一致していない． 
しかし，図 3-4 のヒストグラムを見ると，A 店と B 店の期待構造，A 店と B 店のパフォ
ーマンス評価構造は異なっている部分と共通している部分がある．ヒストグラムは消費者
                                                        
4 (3.4)式，（3.6）式の通り，ウェイトパラメータは，総和が 1 の制約があるため，直接推定しない（有意
性検証しない）係数を 1 つ選択しなければならない．品揃評価及び品揃期待においては，「ちょうどよい
価格」を直接推定しない（有意性検証しない）係数として選択した．百貨店は，スーパーマーケットと違
って，比較的高額な商品を販売し（坂田,2002），価格に対する対応が困難だからである． 
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ごとの λの推定値で最大のものを選びグループ化5の上集計している（ウィラワン・照
井,2007）．品揃え期待においては，A 店では「流行性」を重視する消費者が最も多く，次
には「豊富さ」が続く．一方，B 店では「豊富さ」を重視する消費者が最も多く，次には
「流行性」が続く．品揃評価の中では，A 店では「豊富さ」や「安心・信頼」が多くの消
費者に重視されている．一方，B 店では「豊富さ」を重視する消費者は尐ないが，「安心・
信頼」を重視している消費者は A 店と同程度存在している． 
表 3-5 品揃え期待と品揃え評価へのウェイトパラメータ λの推定値 
ニーズの一致 有意 流行性 有意 豊富さ 有意 安心・信頼 有意 価格帯 有意
0.106 2 0.606 34 0.237 11 0.040 0 0.011 ---
ニーズの一致 有意 流行性 有意 豊富さ 有意 安心・信頼 有意 価格帯 有意
0.073 0 0.289 18 0.277 16 0.345 20 0.016 ---
ニーズの一致 有意 流行性 有意 豊富さ 有意 安心・信頼 有意 価格帯 有意
0.189 8 0.330 21 0.359 17 0.083 0 0.040 ---
ニーズの一致 有意 流行性 有意 豊富さ 有意 安心・信頼 有意 価格帯 有意
0.513 27 0.019 0 0.099 0 0.340 25 0.028 ---
有意水準は４％である
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   図 3-4 λの分布（品揃え期待と評価の要素） 
図 3-5，図 3-6 は，各店，期待・評価毎に，それぞれ図 3-4 の上位 2 項目を使用して，当
該パラメータの事後平均の散布図を示したものである（点は消費者）．多くの消費者が，
（0,0），（0,1），（1,0）を結ぶ三角形の周上に位置しており，三角形内部に位置している消
費者がほとんどいないことがわかる．このことから，消費者が品揃えの期待や品揃えの評
価をするときには，5 項目のうちせいぜい 1 項目ないし 2 項目しか重視しないことを示し
ている． 
                                                        
5 たとえばある消費者の「流行性」という要素が品揃え評価メカニズムに対して最も影響していれば，そ
の消費者を「流行評価」に属させている． 
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図 3-5 A 店品揃え属性要素間の関係 
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図 3-6 B 店品揃え属性要素間の関係 
 
表 3-6 は λの階層モデルの回帰係数 の推定値を示したものである．また，回帰係数 の
推定値が妥当なものであるかを確認するために，デモグラフィック属性と対象となる質問
項目のポイント（5 ポイント～1 ポイント）とのクロス集計を表 3-7 に示した．A 店の品揃
え評価において，事前目的があると「豊富さ」を重視し，地区への出向頻度の高い消費者
ほど「安心・信頼」を重視していることがわかる．女性であると「豊富さ」を重要視する
傾向はクロス集計と同一ではあるが有意ではない．一方，B 店の品揃え評価において，男
性，年齢が高い，および地区への出向頻度の高い消費者ほど「自分のニーズと一致」を重
視し，女性，事前目的がある場合，および当該地区への出向頻度の低い場合は「安心・信
頼」を重視していることがわかる．基本的にモデル推定結果とクロス集計は一致している
ことが確認できた．なお，階層モデルによる回帰係数 を推定することとクロス集計の違
いは，クロス集計では見出すことができなかった地区出向頻度と品揃え評価との関係を明
らかにできたことと，消費者属性と品揃え期待や品揃え評価との関係性を統計的観点から
定量的に評価できたことである．重要な点であるので示しておくことにする． 
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表 3-6 θの推定値 
定数項 -0.377 2.617 * -3.644 * 0.201 -1.027 -7.645 * 2.268 4.340 *
性別男0,女1 -7.137 3.340 3.941 3.414 -6.576 -4.052 -11.901 * 9.693 *
年齢 -0.410 * -0.076 -0.254 0.074 -0.176 -0.358 * 0.289 * -0.090
事前目的無0,有1 12.373 * -3.246 11.835 * -2.851 0.695 2.154 3.449 7.593 *
地域出向頻度 -0.411 -1.575 -0.877 1.756 * -1.962 * -0.407 1.479 * -3.899 *
*は5％水準で有意であることを示す。
A店品揃え評価 B店品揃え評価A店品揃え期待 B店品揃え期待
流行 豊富 豊富 安心 ニーズ 安心豊富 流行
 
 
表 3-7  クロス集計による質問項目のポイントと消費者属性との関係 
■A店品揃え豊富評価と消費者属性との関係
品揃え流行評価
性別0男,1女 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
男 0.0% 3 18.8% 8 50.0% 5 31.3% 0.0% 16
女 3 4.8% 23 37.1% 28 45.2% 8 12.9% 0.0% 62
年齢 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
20歳代 1 5.0% 10 50.0% 7 35.0% 2 10.0% 0.0% 20
30歳代 2 5.4% 10 27.0% 17 45.9% 8 21.6% 0.0% 37
40歳代 0.0% 4 36.4% 6 54.5% 1 9.1% 0.0% 11
50歳代 0.0% 1 14.3% 4 57.1% 2 28.6% 0.0% 7
60歳代 0.0% 1 33.3% 2 66.7% 0.0% 0.0% 3
事前目的 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
なし 0.0% 6 40.0% 7 46.7% 2 13.3% 0.0% 15
あり 3 4.8% 20 31.7% 29 46.0% 11 17.5% 0.0% 63
出向頻度 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
半年に1回未満 0.0% 0.0% 3 75.0% 1 25.0% 0.0% 4
半年に1回 1 16.7% 1 16.7% 3 50.0% 1 16.7% 0.0% 6
2～3ヶ月に1回 0.0% 4 50.0% 3 37.5% 1 12.5% 0.0% 8
月に1回 0.0% 8 40.0% 8 40.0% 4 20.0% 0.0% 20
2～3週間に1回 1 9.1% 3 27.3% 4 36.4% 3 27.3% 0.0% 11
週1回 0.0% 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0.0% 3
週2回以上 0.0% 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0.0% 3
週4回以上 1 4.3% 10 43.5% 11 47.8% 1 4.3% 0.0% 23
合計 3 3.8% 26 33.3% 36 46.2% 13 16.7% 0 0.0% 78
5ポイント 4ポイント 3ポイント 2ポイント 1ポイント
 
■A店品揃え安心評価と消費者属性との関係
品揃え安心評価
性別0男,1女 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
男 1 6.3% 9 56.3% 6 37.5% 0.0% 0.0% 16
女 7 11.3% 35 56.5% 17 27.4% 3 4.8% 0.0% 62
年齢 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
20歳代 3 15.0% 13 65.0% 4 20.0% 0.0% 0.0% 20
30歳代 5 13.5% 18 48.6% 12 32.4% 2 5.4% 0.0% 37
40歳代 0.0% 5 45.5% 5 45.5% 1 9.1% 0.0% 11
50歳代 0.0% 6 85.7% 1 14.3% 0.0% 0.0% 7
60歳代 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0.0% 0.0% 3
事前目的 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
なし 0.0% 7 46.7% 8 53.3% 0.0% 0.0% 15
あり 8 12.7% 37 58.7% 15 23.8% 3 4.8% 0.0% 63
出向頻度 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
半年に1回未満 0.0% 1 25.0% 3 75.0% 0.0% 0.0% 4
半年に1回 1 16.7% 2 33.3% 2 33.3% 1 16.7% 0.0% 6
2～3ヶ月に1回 1 12.5% 5 62.5% 1 12.5% 1 12.5% 0.0% 8
月に1回 2 10.0% 10 50.0% 7 35.0% 1 5.0% 0.0% 20
2～3週間に1回 3 27.3% 5 45.5% 3 27.3% 0.0% 0.0% 11
週1回 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0.0% 0.0% 3
週2回以上 0.0% 1 33.3% 2 66.7% 0.0% 0.0% 3
週4回以上 1 4.3% 18 78.3% 4 17.4% 0.0% 0.0% 23
合計 8 10.3% 44 56.4% 23 29.5% 3 3.8% 0.0% 78
5ポイント 4ポイント 3ポイント 2ポイント 1ポイント
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■B店品揃えニーズ評価と消費者属性との関係
品揃えニーズ評価
性別0男,1女 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
男 0.0% 4 25.0% 9 56.3% 1 6.3% 2 12.5% 16
女 4 6.5% 30 48.4% 20 32.3% 8 12.9% 0.0% 62
年齢 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
20歳代 2 10.0% 8 40.0% 9 45.0% 1 5.0% 0.0% 20
30歳代 2 5.4% 15 40.5% 11 29.7% 7 18.9% 2 5.4% 37
40歳代 0.0% 6 54.5% 4 36.4% 1 9.1% 0.0% 11
50歳代 0.0% 5 71.4% 2 28.6% 0.0% 0.0% 7
60歳代 0.0% 0.0% 3 100.0% 0.0% 0.0% 3
事前目的 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
なし 1 6.7% 5 33.3% 9 60.0% 0.0% 0.0% 15
あり 3 4.8% 29 46.0% 20 31.7% 9 14.3% 2 3.2% 63
出向頻度 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
半年に1回未満 0.0% 1 25.0% 3 75.0% 0.0% 0.0% 4
半年に1回 0.0% 1 16.7% 3 50.0% 2 33.3% 0.0% 6
2～3ヶ月に1回 0.0% 3 37.5% 4 50.0% 1 12.5% 0.0% 8
月に1回 2 10.0% 7 35.0% 7 35.0% 2 10.0% 2 10.0% 20
2～3週間に1回 2 18.2% 5 45.5% 4 36.4% 0.0% 0.0% 11
週1回 0.0% 1 33.3% 2 66.7% 0.0% 0.0% 3
週2回以上 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0.0% 0.0% 3
週4回以上 0.0% 14 60.9% 5 21.7% 4 17.4% 0.0% 23
合計 4 5.1% 34 43.6% 29 37.2% 9 11.5% 2 2.6% 78
4ポイント 3ポイント 2ポイント 1ポイント5ポイント
 
■B店品揃え安心評価と消費者属性との関係
品揃え安心評価
性別0男,1女 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
男 1 6.3% 4 25.0% 10 62.5% 1 6.3% 0.0% 16
女 8 12.9% 29 46.8% 23 37.1% 2 3.2% 0.0% 62
年齢 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
20歳代 6 30.0% 7 35.0% 7 35.0% 0.0% 0.0% 20
30歳代 2 5.4% 15 40.5% 18 48.6% 2 5.4% 0.0% 37
40歳代 1 9.1% 3 27.3% 6 54.5% 1 9.1% 0.0% 11
50歳代 0.0% 5 71.4% 2 28.6% 0.0% 0.0% 7
60歳代 0.0% 3 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3
事前目的 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
なし 2 13.3% 5 33.3% 8 53.3% 0.0% 0.0% 15
あり 7 11.1% 28 44.4% 25 39.7% 3 4.8% 0.0% 63
出向頻度 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 合計
半年に1回未満 0.0% 2 50.0% 2 50.0% 0.0% 0.0% 4
半年に1回 0.0% 3 50.0% 2 33.3% 1 16.7% 0.0% 6
2～3ヶ月に1回 0.0% 5 62.5% 3 37.5% 0.0% 0.0% 8
月に1回 2 10.0% 9 45.0% 8 40.0% 1 5.0% 0.0% 20
2～3週間に1回 3 27.3% 1 9.1% 7 63.6% 0.0% 0.0% 11
週1回 1 33.3% 0.0% 2 66.7% 0.0% 0.0% 3
週2回以上 0.0% 2 66.7% 1 33.3% 0.0% 0.0% 3
週4回以上 3 13.0% 11 47.8% 8 34.8% 1 4.3% 0.0% 23
合計 9 11.5% 33 42.3% 33 42.3% 3 3.8% 0.0% 78
4ポイント 3ポイント 2ポイント 1ポイント5ポイント
 
表 3-8，表 3-9 は，前述の品揃え期待と品揃え評価に対応する反応パラメータの有意性検
証結果とそれらを構成する要素のウェイトパラメータの有意性検証結果を組み合わせて，
総合的に店舗満足に影響を与える要素を検討したものである．店舗満足に品揃え評価が有
意に影響（62 名）し，A 店の「流行性」を重視する消費者は 18 名（全体の 23.1%），「豊
富さ」を重視する消費者は 14 名（全体の 17.9%），「安心・信頼」を重視する消費者は 16
名（全体の 20.5%）を占める．しかし，店舗満足に対して品揃え評価が有意に影響しなが
らも，品揃え構成要素が非有意である消費者が多い（例えば，品揃え評価有意・A 店品揃
え流行非有意が 44 名（全体の 56.4%）等）．これは，品揃え構成要素が 2 つ以上有意であ
る消費者がいないこと，あるいは全て非有意である消費者が存在することが影響している．
店舗満足に品揃え評価が影響しながらも，それほど重視する品揃えの視点は多くない，ま
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たは重視する視点が漠然としていることを示唆している．このことは，前述の図 3-5，図
3-6 において品揃えの期待や評価をするときには重視する項目が多くないことを示した点
と一致している．一方，店舗満足に品揃え評価が有意に影響（62 名）し，B 店の「自分の
ニーズと一致」を重視する消費者は 14 名（全体の 17.9%），「安心・信頼」を重視する消費
者は 25 名（全体の 32.1%）を占める．表 3-5 では，B 店の「自分のニーズと一致」が有意
である消費者が最も多いことを示したが，最終的に店舗満足に品揃え評価が影響しない消
費者が 13 名（全体の 16.7%）含まれていることがわかる． 
また，品揃え期待が有意に影響（60 名）し，A 店の「流行性」を重視する消費者は 28
名（全体の 35.9%），B 店の「流行性」を重視する消費者は 20 名（全体の 25.6%）を占め
る．ここでも，店舗満足に対して品揃え期待が有意に影響しながらも，品揃え構成要素が
非有意である消費者が多く（例えば，品揃え期待有意・A 店品揃え流行非有意が 32 名（全
体の 41.0%）等），重視する品揃えの視点は多くない，または全体的に百貨店の品揃えに対
して期待を抱いていることが考えられる．このように，反応パラメータの有意性検証結果
とそれらを構成する要素のウェイトパラメータの有意性検証結果を組み合わせることによ
って，総合的なモデルの解釈を行うことが可能となる． 
表 3-8 品揃え評価とウェイトパラメータの関係 
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 16 20.5% 0 0.0% 非有意 3 3.8% 13 16.7%
有意 62 79.5% 0 0.0% 有意 48 61.5% 14 17.9%
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 16 20.5% 0 0.0% 非有意 16 20.5% 0 0.0%
有意 44 56.4% 18 23.1% 有意 62 79.5% 0 0.0%
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 14 17.9% 2 2.6% 非有意 16 20.5% 0 0.0%
有意 48 61.5% 14 17.9% 有意 62 79.5% 0 0.0%
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 12 15.4% 4 5.1% 非有意 16 20.5% 0 0.0%
有意 46 59.0% 16 20.5% 有意 37 47.4% 25 32.1%
A店品揃え安心・信頼
B店品揃えニーズ
B店品揃え流行
B店品揃え豊富
B店品揃え安心・信頼
非有意 有意
非有意 有意
A店品揃えニーズ
品
揃
え
評
価
品
揃
え
評
価
品
揃
え
評
価
非有意 有意
非有意 有意
品
揃
え
評
価
品
揃
え
評
価
品
揃
え
評
価
非有意 有意非有意 有意
品
揃
え
評
価
品
揃
え
評
価
A店品揃え流行
非有意 有意
A店品揃え豊富
非有意 有意
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表 3-9 品揃え期待とウェイトパラメータの関係 
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 18 23.1% 0 0.0% 非有意 18 23.1% 0 0.0%
有意 58 74.4% 2 2.6% 有意 52 66.7% 8 10.3%
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 12 15.4% 6 7.7% 非有意 17 21.8% 1 1.3%
有意 32 41.0% 28 35.9% 有意 40 51.3% 20 25.6%
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 16 20.5% 2 2.6% 非有意 11 14.1% 7 9.0%
有意 51 65.4% 9 11.5% 有意 50 64.1% 10 12.8%
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 18 23.1% 0 0.0% 非有意 18 23.1% 0 0.0%
有意 60 76.9% 0 0.0% 有意 60 76.9% 0 0.0%
A店品揃えニーズ
A店品揃え流行
A店品揃え豊富
A店品揃え安心・信頼
B店品揃えニーズ
B店品揃え流行
B店品揃え豊富
B店品揃え安心・信頼
非有意 有意
非有意 有意
非有意 有意
品
揃
え
期
待
品
揃
え
期
待
品
揃
え
期
待
品
揃
え
期
待
品
揃
え
期
待
品
揃
え
期
待
品
揃
え
期
待
品
揃
え
期
待
非有意 有意 非有意 有意
非有意 有意
非有意 有意
非有意 有意
 
前述の図 3-5，図 3-6 で示した通り，品揃えの期待と評価をするときに重視する項目がせ
いぜい 1 項目ないし 2 項目しかないことから，重視される上位 2 項目を用いて消費者をク
ラスター分析によりグループ分けし，さらに，表 3-6 の回帰係数 の推定結果を用いてそ
れぞれのグループごとに消費者の属性をあてはめてみたものが，図 3-7 である．A 店では
品揃え期待に対して「流行性」を，品揃え評価に対して「豊富さ」を重視するグループ 1
（44.9%）が最も多く，品揃え期待に対して「流行性」を，品揃え評価に対して「安心・
信頼」を重視するグループ 3（34.6%）が続く．顧実生涯価値（Customer Lifetime Value）の
観点から，優先して維持しなければならないグループは，購買金額が考慮されていないも
のの，消費者の構成比が最も高いグループ 1 であると考えられる．図 3-7 の A 店を見ると，
消費者属性から，地区へ出向する頻度が高くなると品揃え評価に対して「豊富さ」から「安
心・信頼」へ重視する視点が変わることがわかる．これは，購買頻度の高いカテゴリーで
は代替品を消費者が考慮しないため豊富な品揃えは求められないが，購買頻度の低いカテ
ゴリーでは多くの選択肢を求められることを示した研究（Borle, Boatwright, Kadane, Nunes, 
and Shmueli, 2005）と一致する．また，グループ 1 の消費者を維持するためには，品揃え
期待に際して「流行性」を抱いてもらわなければならない． B 店では品揃え期待に対して
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「豊富さ」を，品揃え評価に対しても「自分のニーズとの一致」を重視するグループ 1
（39.7%）が多く，次いで品揃え期待に対して「流行性」を，品揃え評価に対して「安心・
信頼」を重視するグループ 4（28.2%）が続く．A 店と同様に顧実生涯価値の観点から，4
つのグループの中で優先して維持しなければならないグループは，消費者の構成比の高い
グループ 1 であると考えられる．B 店においても頻度が高くなると品揃え評価に対して「安
心・信頼」から「自分のニーズとの一致」へ重視する視点が変わることがわかる．グルー
プ 1 の消費者の品揃えに関する嗜好を適切に捉えることが求められる．また，グループ 1
の消費者を維持するためには，品揃え期待に際して「豊富さ」を抱いてもらわなければな
らない．なお，これらの検証は，品揃え属性以外でも同様に行うことができる． 
安心・信頼 豊富さ
A
店
期
待
B
店
期
待
世
間
の
流
行
豊
富
さ
グループ3；34.6％ グループ1；44.9％
地区へ行く頻度が多く事前
に何を買うのかを決めてい
る若い消費者
事前に何を買うのかを明確
に決めている若い消費者
豊
富
さ
世
間
の
流
行
グループ4；7.7％ グループ2；12.8％ グループ4；28.2％ グループ2；20.5％
地区へ行く頻度が多い消
費者
事前に何を買うのかを決め
ている消費者
地区へ行く頻度が尐なく事
前に何を買うのかを決めて
いる若い女性の消費者
地区へ行く頻度が多い男
性の消費者
A店評価 B店評価
安心・信頼 ニーズ合致
地区へ行く頻度が尐なく事
前に何を買うのかを決めて
いる女性の消費者
年齢が高めの男性の消費
者
グループ3；11.5％ グループ1；39.7％
 
図 3-7 ウェイトパラメータ λによるグループ分けと消費者属性 
 
小売ミックスの反応パラメータβおよび小売ミックスへのウェイトパラメータ λの推定
結果について確認してきた．消費者が店舗に対する満足を形成するときどのような小売ミ
ックス属性を重視しているのか，またその属性形成にはどのような要素が用いられている
かを把握することができた．また，A 店と B 店における消費者をウェイトパラメータ λの
事後平均によってグループ化し，各グループにおける消費者属性の傾向を把握した．ただ
し，同じグループにおいても重視する小売ミックスが一律ではなく，年齢や地区出向頻度
の程度によって重要視する小売ミックス属性が変化してくるため，グループをさらに細分
化することも必要になってくる． 
 
3－5－本章のまとめ  
本章では，消費者の異質性を考慮した態度ベース店舗選択（顧実満足）モデルによって，
百貨店の小売ミックス属性の影響を明らかにした．先行研究で示された顧実満足モデルで
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は，平均的な満足構造の評価に留まっており，CRM の顧実維持の観点でモデル推定結果を
利用できなかった．本章では，一般化格差モデルを援用し，反応パラメータにおいて消費
者の異質性を考慮した，百貨店の態度ベース店舗満足化モデルを評価し，消費者の百貨店
の小売ミックス属性に対する期待や評価が店舗満足に対してどのように影響するかを明ら
かにした．また，小売ミックス属性において，先行研究では，商品，店舗施設，販売員，
利便性が店舗選択に影響を与えることが示されているが，百貨店店舗特有のイベント催事
の開催に関しては考慮されてこなかった．さらに，先行研究ではイベント催事を加えた小
売ミックス属性が百貨店の満足に影響するメカニズムを明らかにできておらず，課題にな
っていた．本章では，商品，店舗施設，販売員，利便性，イベント催事に関連する小売ミ
ックス属性を百貨店特有のものとして，これら小売ミックスに対する期待や評価をその形
成メカニズムをもモデル化することにより，モデル内に説明変数として取り込んだ．この
モデル化の利点は，各統合変数の重視度評価と統合変数への反応を明示的に分離して，個
人毎に評価できる点である．また，観測変数を統合変数化せずにモデル化するよりも安定
的にパラメータを推定することができる．しかし，観測変数を統合変数化しないモデル推
定が安定的にできた場合には，提案モデルよりも解釈が容易である．このアプローチに対
してはモデル推定に変数選択を同時に組み込むモデル推定法が考えられるが，この点につ
いては今後の課題とする． 
表 3-10  本章の提案モデル 
＜提案モデル＞
①消費者の異質性を考慮した店舗満足モデルの評価
消費者の異質性を考慮したパフォーマンス評価モデルの推定
消費者の異質性を考慮した期待と評価の格差モデルの推定
消費者の異質性を考慮した期待と評価を用いた一般化格差モデルの推定
②店舗満足に影響する百貨店特有の小売ミックス属性
商品＋店舗施設＋販売員＋利便性に加えてイベント催事に関連する情報
 
提案モデルの推定結果から，店舗満足（店舗選択）には，品揃え期待および品揃え評価
が強く影響することが明らかになった．しかし，事前に何を買うのか明確な目的を持って
いる消費者は店員評価を，銀座地区への出向頻度が高い消費者は施設評価や店員評価を重
要視する等，消費者毎に重要視する視点が異なる．この結果は，顧実維持の高度化を図る
ためには，消費者毎に重要視する小売ミックスを把握する必要がある点を示唆している．
また，品揃え期待の形成メカニズムと品揃え評価の形成メカニズムには違いがあることを
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確認でき，さらには店舗ごとに重視される要素が異なることも見出された．これは，品揃
え期待を高めるためのマーケティング施策の視点と品揃え評価を高めるためのマーケティ
ング施策の視点が異なることを示唆する．例えば A 店舗では，品揃え期待に関して豊富さ
や流行性を相対的に重要視されているため，広告やダイレクトメール等の広告媒体でこれ
らを強調した情報を伝達すると効果的である．一方，A 店舗の品揃えの評価では，豊富さ
や安心を相対的に重要視されているため，当該店舗内の品揃えでは，欠品がなく品質の高
い商品が陳列されていること，表示に不備がないように品質管理されていることが重要で
あると考えられる． 
近年では，ID 付 POS データを中心に顧実の購買行動に関するデータが日々蓄積されて
いる．しかし，日本で入手できる ID 付 POS データはある特定店舗での行動は捕捉できる
が，競合店舗間での同一個人の行動を捕捉することはできない．そのため，競争市場環境
下において，既存顧実の維持を促進するマーケティング施策を計画する際には，アンケー
トデータを用いて競合店の相対的な満足構造を把握した上で行うことが必要であることを
示唆している． 
しかし，本章では，商品カテゴリー別の小売ミックス属性までは把握していない．たと
えば衣料品はこだわるが，食料品は安いもので済ませるなどカテゴリーによって消費スタ
イルが変化することは十分考えられる．提案したモデルにはこのようなカテゴリーの違い
を考慮していない．また，本章では消費者の目的や状況と，A 店と B 店の満足度との関連
までは調べられていない．例えば，平日に食品だけを購買するような消費者と休日に衣料
品を買い回るような消費者は，重要視する小売ミックス属性や要素が異なると考えられる．
そのため今後は本章で明らかになった構造を援用し，ID 付 POS データ，目的・状況別の
アンケートデータを活用して，マーケティング高度化のための知見の抽出を行うことが必
要であり，今後の課題とする． 
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図 3-8 顧客維持向上のためのマーケティング施策 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
63 
第 4 章 百貨店顧客の来店行動メカニズムに関する解析 
 
4－1－はじめに 
前章では，顧実の異質性を考慮した態度面からの防御的戦略を顧実満足に関するベイズ
モデリングの推定によって考察した．態度面からの防御的戦略の高度化によって店舗に対
する顧実満足が高まれば，その顧実を維持できる可能性が高まると考えられる．しかし，
百貨店の小売ミックスを高度化し好ましい取引関係を構築できれば当該百貨店での購買金
額が高まるとは限らない．顧実 1 人当りのある期間の購買金額は来店回数と 1 来店当り買
上金額（実単価）の積で決まる．そのため，顧実シェアを高めるためには，来店回数また
は実単価を高める施策がもとめられる．本章では，顧実の来店回数の形成メカニズムをモ
デル化し，顧実シェア拡大という行動面からの防御的戦略の知見獲得を狙う．また，顧実
一人一人の嗜好を捉えることができればそのニーズに合わせたアプローチが可能となる．
そのため，その課題に対応可能なベイズモデリングの枠組みによりモデル化を实施する．
さらに，当該店舗で購買記録のない新規顧実を獲得する場合のターゲットに関する情報を
獲得することは重要であるため，顧実属性を説明変数とした階層モデルを同時に推定する．
推定にはマルコフ連鎖モンテカルロ法を用いる． 
本章では，百貨店店舗で实際に行われているマーケティング施策（DM 送付，イベント
催事），顧実の慣性的来店行動をモデルの変数として用いる．先行的になされた消費者の来
店行動に関する研究では，主にスーパーマーケットを対象としているものが多いが，本章
では，スーパーマーケット業態ではなく百貨店業態特有のマーケティング施策（トレンド
やポイント・特典を告知する DM，イベント・催事）をモデルの説明変数として用いる．
これにより，百貨店業態特有の顧実来店行動を明らかにする．顧実の慣性的来店行動とは，
顧実が商圏の中で特定の店舗に一貫して来店する程度を示し，過去にどのような購買をし
たのか，その個人の嗜好がどうなっているのかなどが影響して形成される（佐藤・樋
口,2013）．さらに，階層モデルに顧実属性を組み込むことにより，マーケティングを形成
する要素と顧実属性との関係が明らかにでき，百貨店の既存顧実の来店回数を高める効率
的なマーケティング施策に関する知見獲得を試みる．なお，実単価の大きさに影響を与え
る施策の検証に関しては次章で行う． 
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4－2－研究のアプローチ 
本章では，百貨店顧実の来店回数の形成メカニズムを階層ベイズポアソン回帰モデルに
よってモデル化する．来店生起行動に関する先行研究を概観すると，モデルの説明変数に
は，慣性行動（ロイヤルティ），マーケティング施策，デモグラフィック要因等を用いてい
る．また，文脈は異なるがブランド選択に関する研究（Guadagni and Little,1983；Gupta,1988）
では，マーケティング変数よりもロイヤルティ変数の方が大きな影響を与えることが示さ
れている． 
本章では，2 章に示した先行研究と前段の概要を踏まえ，まずストアロイヤルティをモ
デル化し説明変数として用いる．また，百貨店顧実は計画購買率が高いこと（中山・鶴
見,2007）から，マーケティング施策の中でダイレクトメールが有効であり，「トレンド」
や「ポイント特典」を告知することが来店動機を高めると考えられる．さらに，第 3 章の
検証結果に基づけば，イベント催事も顧実シェアを高める．「トレンド」や「ポイント特典」
を告知するダイレクトメール，イベント催事の開催は百貨店特有のマーケティング施策で
あるが，計量的な議論がなされておらず課題になっている．本章では，これらの課題に対
応し，顧実の来店生起行動に対して，前述のロイヤルティに加えて百貨店特有のマーケテ
ィング施策もモデル化し説明変数として用いる．具体的には，これら変数の形成メカニズ
ムおよび来店回数との関係を階層ベイズモデルの枠組みで消費者の異質性を考慮したモデ
ル化し，その構造を明らかにする． 
 
4－3－来店回数モデル 
4－3－1 個体内モデル 
本章では，百貨店の ID 付 POS データ及びデモグラフィックデータを用いて，顧実の来
店行動（来店回数）のメカニズムをモデル化する．来店回数には，顧実のストアロイヤル
ティと百貨店のマーケティング活動が影響すると仮定し，それら変数間のメカニズムをポ
アソン回帰モデルの枠組みで表現する．以降では，i  ( 5000,,1i )，t  ( 12,,1t ，単
位は月)は消費者，時点をそれぞれ示す． 
（4-1）式は顧実 i の時点 tでの来店回数 ity に関するモデルを示し，本章ではポアソン分布
に従うと仮定する． 
 
 λ exp λ
Pr | λ
y !
ity
it it
it it it
it
Y y

   （4-1） 
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（4-1）式中，  λ 0it  は平均および分散を示すパラメータである．（4-2）式は，全ての顧
実，時点で独立であると仮定し導出した尤度になる． 
 5000 12
1 1
λ exp λ
y !
ity
it it
i t it
L
 

  （4-2） 
本章ではさらに，  λ 0it  の対数が顧実のストアロイヤルティと百貨店のマーケティング
活動（DM とイベント催事）によって説明されると仮定する．（4-3）式はその構造を示す． 
         0 1 2 3log it i i it i it i itLOY DM EVE      λ  （4-3） 
        0 1 2 3i i i iβ ,β ,β ,β
tp
i β ，  
tp
itititit EVEDMLOY ,,,1x とすると（ tpは転置を意味する），
（4-3）式の構造は（4-4）式と同じ意味である．  
 λ exp tpit it i x β  （4-4） 
LOYit ，DMit ，EVEit は，第 t月の顧実 i のロイヤルティ変数，A 百貨店が送付したダイ
レクト・メール（DM）変数，開催したイベント催事変数をそれぞれ示す．これらは次小
節以降で詳説する．      
1 2 3
β ,β ,βi i i は顧実 i のそれら変数への反応を示すパラメータで，
 0βi は
切片である． 
 
4－3－2 ストアロイヤルティと小売ミックスの構造モデル 
ロイヤルティ変数，DM 変数，イベント催事変数をモデル化する．表 4-1 には，それぞ
れの変数で用いる観測変数を示す． 
初めに顧実の慣性的来店傾向（以降，便宜的にストアロイヤルティ変数と呼ぶ）のモデ
ルを示す．ストアロイヤルティ変数は，Guadagni and Little（1983）がブランド選択モデル
で用いたロイヤルティ変数を援用しモデル化する．（4-5）式が，本章で用いた第 t月の顧実
i のストアロイヤルティLOYit のモデルになる． 
 1 1LOY δ LOY 1 δ yit i it i it    ， 0 δ 1i   （4-5） 
δ i はストアロイヤルティの更新の程度を決める平滑化パラメータであり，0 δ 1i  を満た
す． 
次に本研究で用いる DM 変数に関するモデルを示す．（4-6）式が，本研究で提案する DM
変数のモデルである． 
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7
1 1 2 2 7 7 8
1
DM γ dm γ dm γ dm 1 γ dmit i it i it i it ih it
h
 
      
 
  （4-6） 
dmith は顧実 i に第 t月に送付された商品カテゴリー h （表 4-1 参照；全 8 カテゴリー）の
情報が記載された DM 枚数であり，個人ごとに異なる値になる．また，  1 7γ , ,γ
tp
i i i
は（4-7）式の制約を満たす個人ごとのパラメータを示す． 
8
1
γ 1ih
h
 ， h に対して，0 γ 1ih   （4-7） 
なお，上記式において
7
8
1
γ 1 γi ih
h
 
  
 
 である点を留意してほしい． 
最後に本研究で用いるイベント催事変数のモデルを示す．（4-8）式が本研究で提案する
イベント催事変数のモデルである．基本構造は（4-7）式に示した DM 変数と同一である． 
5
i1 t1 i2 t2 i5 t5 ij t6
j=1
EVE δ eve +δ eve + +δ eve + 1- δ eveit
 
  
 
  （4-8） 
evetj は第 t月におけるイベント催事 j（表 4-1 参照；全 6 イベント催事）の開催の有無（開
催；1，非開催；0）を示し，全顧実共通の値となる．また，  1 5, ,
tp
i i i  は（4-9）式
の制約を満たす個人ごとのパラメータである． 
6
1
δ 1ij
j
 ， j に対して，0 δ 1ij   （4-9） 
なお，上記式において
5
6 ij
j=1
δ 1- δi
 
  
 
 である点を留意してほしい． 
ウェイトパラメータ γと δは，その値が 1 に近い要素ほど DM 変数やイベント催事変数
の構成に対して，当該要素が強く影響することを示す． 
（4-5）式，（4-6）式，（4-8）式に示したモデルにより，ロイヤルティ変数，ダイレクト・
メール（DM）変数，イベント催事変数の形成メカニズムが消費者ごとに評価できる．こ
れらのモデルと（4-3）式に示した反応パラメータβを同時に勘案すれば，百貨店の CRM
戦略を高度化するためのきめの細かい知見を獲得できる．なお，本小節で示したモデル化
に関しては，ウィラワン・照井（2007）や山田・佐藤（2012）でも採用された考え方であ
る． 
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表 4-1 ストアロイヤルティ，ダイレクト･メール，イベント催事を構成する観測変数 
ストアロイヤルティ 1期前の来店回数 ダイレクト・メール ブランド雑貨DM イベント催事 お中元ｷﾞﾌﾄｾﾝﾀｰ
ﾘﾋﾞﾝｸﾞDM お歳暮ｷﾞﾌﾄｾﾝﾀｰ
食品DM 北海道展
紳士DM その他物産展
婦人DM 外国展
宝飾時計DM 文化催事
ｶｰﾄﾞ優待DM 観測変数はイベント催事の実施の有無である
全体催事DM
観測変数はDMの送付枚数である
統合変数 観測変数 統合変数 観測変数 統合変数 観測変数
1yit 1dmit
2dmit
7dmit
8dmit
3dmit
4dmit
5dmit
6dmit
LOYit DMit EVEit t1eve
t2eve
t5eve
t6eve
t3eve
t4eve
 
4－3－3 階層モデル 
本小節では，本章における階層モデルを説明する．階層モデルは，異質なパラメータの
背後に仮定する共通性のメカニズムを示すモデルで，本章では，前述した
        0 1 2 3i i i iβ ,β ,β ,β
tp
i β ，δ i ，  1 7γ , ,γ
tp
i i i ，  1 5, ,
tp
i i i  それぞれに階層モデ
ルを設定する．いずれの階層モデルでも，表 4-2 に示す  tpiii zz 101 ,,,1 Z を説明変数と
する．  
（4-10）式は iβ の階層モデルである． 
θi i i β Z ε ，  ,Σi Nε 0～  （4-10） 
θは全顧実共通の係数行列（4 行×11 列）を， iε は（4 行×1 列）の誤差項ベクトルを，Σ
はその分散共分散行列（4 行×4 列）を示す．同様に，δ i ， i ， i にも階層モデルを仮定す
る ． こ れ ら の パ ラ メ ー タ の 階 層 モ デ ル は ， im を 例 に と っ て 示 せ ば ，
*
imγ      7* *1exp / 1 expim im ihh γ γ γ を並べた，  * * * *1 2 7, , ,
tp
i i i i  γ を被説明変数ベクト
ルとする．（4-11）式，（4-12）式，（4-13）式が， δ i ， i ， i の階層モデルである． 
δ ο* tpi i i ζ Z ，  ο ,Ωi N 0～  （4-11） 
*
i i i γ πZ μ ，  ,Φi Nμ 0～  （4-12） 
ρ*i i i δ Z ν ，  ,Χi Nν 0～  （4-13） 
ζ，π及びρは，（11 行×1 列）の係数ベクトル，（7 行×11 列）の係数行列，（5 行×11 列）
の係数行列を示す．また， i ， iμ 及び iν は，誤差項（スカラー），（7 行×1 列）の誤差項
ベクトル，（5 行×1 列）の誤差項ベクトルを示し，Ω，Φ，Χは，分散，（7 行×7 行）
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の分散共分散行列および（5 行×5 行）の分散共分散行列を示す．
 
表 4-2 階層モデルで用いられる顧客属性 
性別 16:00以降来店割合
年齢の対数 ヘビー顧客
外商扱い ミドル顧客
店舗間距離の対数 1来店当たり購買金額の対数
土日祝日来店割合 食品購買金額比率
顧客属性
1iz
2iz
3iz
4iz
5iz
6iz
7iz
8iz
9iz
10iz  
なお，顧実属性の詳細は 4.4.1 節で示す． 
 
4－3－4 概念モデルと推定方法 
図 4-1 は，上記 4.3.1 節から 4.3.3 節に示した提案モデルの DAG を示す．図に示すよ
うに，個体内モデルの説明変数が構造化されている点が，本モデルの特徴になる． 
提案モデルの推定はマルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）で行う．その詳細は付録
2 に示すが，
iβ および δ i， iγ ， iδ の発生にメトロポリス・ヘイスティングサンプラーを，
階層モデルのパラメータの発生にはギブスサンプラーを用いる． 
 
iZ                 iβ  
  
     
    ζ    π     ρ     
iδ     iγ     iδ         
 
 
 
iLOY   iDM    iEVE                iλ       iy  
 共通性パラメータ 
ζ  
反応パラメータ 
（異質性） 
顧客属性変数 
ウェイトパラメータ 
（異質性） 
共通性パラメータ 
説明変数 平均来店回数 
iβ  
来店回数 
 
図 4-1 概念モデル 
 
4－3－5 構造異質性の評価概念モデルと推定方法 
前述したモデルの MCMC の履歴を用いて，個体内モデルの構造異質性を評価するため
に，個人ごとに      
1 2 3
β ,β ,βi i i のそれぞれで，（4-14）式に示す 95％HPD リージョンを算定す
る．さらに，95％HPD リージョンが 0 を含まない場合は対応する変数は意味がある（有意）
と，0 を含む場合は対応する変数は意味が無い（非有意）と判定する（詳細は付録 3 を参
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照）． 
               , : Pr | , , , 0.95j j j j ji i i i i i i i ia b a b LOY DM EVE  y  （4-14） 
通常のモデル比較では，個人毎のパラメータ値の違いは評価できるが，その生起メカニ
ズムの個人差（構造異質性）は評価していない．本小節に示す考え方に基づきモデルを評
価すれば，フルモデル（全説明変数を投入したモデル）を推定すれば，個人ごとの構造の
異質性とパラメータ値の違いを同時に評価できる．このアプローチを採用すれば，複数の
モデル推定を行わずとも一つの推定で様々な議論が簡便に实現でき，検証に要する時間短
縮が实現できる．表 4-3 には，本提案モデルでありうる構造異質性のパターンを示した． 
表 4-3 構造異質性のパターン 
ストアロイヤルティ ダイレクトメール イベント催事
顧客タイプ０ ○ ○ ○
顧客タイプ１ × ○ ○
顧客タイプ２ ○ ○ ×
顧客タイプ３ ○ × ○
顧客タイプ４ × ○ ×
顧客タイプ５ × × ○
顧客タイプ６ ○ × ×
顧客タイプ７ × × ×  
 
4－4－分析結果 
本節では，前節に示したモデルを实際の ID 付 POS データに適用した結果を示す． 
 
4－4－1 分析データの概要 
本章では，名古屋地区 A 百貨店における年間（2008 年 4 月 1 日～2009 年 3 月 31 日）の
ID 付 POS データ及びデモグラフィックデータを用いた．はじめに，総顧実数 157,616 名の
内，2008年 4月 1日～2009年 3月 31日の間の店舗総売上の 80％を構成する優良顧実 41,876
名（全顧実数の 26.6％）を抽出した．この購買金額－顧実数比率は「80-20 の法則」に近
い傾向である．その後，優良顧実 41,876 名からランダムサンプルにより 5,000 名を抽出し，
分析対象顧実として選択した．表 4-4 は，対象顧実 5,000 名の 1 年間の来店回数の統計量
である．対象顧実の年間平均来店回数は 17.9 回，最大来店回数は 267 回，最小来店回数は
1 回であった． 
表 4-5 には，A 百貨店が対象顧実に対して行ったマーケティング活動を示した．左表は
商品カテゴリー別のダイレクトメール（DM）の顧実一人への平均送付枚数の状況を示す．
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DM の内容は，新商品等の案内やカード優待の告知である．カード優待はハウスカード割
引率の拡大キャンペーン（例．5％割引→10％割引），全体催事は複数の商品カテゴリーを
またいだ案内（例：婦人服とリビング用品）である．右表は A 百貨店の催事場で行われた
月ごとの主なイベント催事の有無（有 1，無 0）を示す．お中元はお中元ギフトセンターの
開設の有無を，お歳暮はお歳暮ギフトセンターの開設の有無を意味する．物産展は全国百
貨店の中で最も売上が大きい北海道物産展とその他の物産展とを分けて示した．イベント
は他にイタリア展やフランス展のような外国展，商品販売を目的にしない文化催事といっ
たものもある．本段に示した DM やイベントは，広域の消費者を集実するために百貨店が
实施する独自のマーケティング活動に対応する．なお，DM は対象顧実毎に異なるマーケ
ティング活動であり，イベントは全ての対象顧実に共通して行うマーケティング活動であ
る． 
表 4-6 は，年間及び 1 来店当たりの購買金額，購買金額に食品が占める金額の割合（食
品購買金額比率）を示す．顧実 1 人当たりの年間平均購買金額は 334,586 円（1 来店当平
均購買金額 34,592円），最大購買金額は 61,592,419円（1来店当最大購買金額 4,737,878円），
最小購買金額は 99,614 円（1 来店当最小購買金額 1,028 円）である．食品購買金額比率は
平均で 13.7％，最大で 100％（食品しか購買しない），最小で 0％（全く食品を購買しない）
であった． 
表 4-4 年間来店回数 
平均値 標準偏差 最大値 最小値
年間来店回数 17.9 19.1 267.0 1.0  
表 4-5  A 百貨店のマーケティング活動（DM，イベント催事） 
平均値 標準偏差 最大値 最小値 お中元 お歳暮 北海道展 他物産展 外国展 文化催事
ブランド雑貨DM 0.4 0.6 3.0 0.0 2008年4月 0 0 0 0 1 0
リビングDM 0.3 0.7 5.0 0.0 2008年5月 0 0 0 1 0 0
食品DM 3.5 2.2 11.0 0.0 2008年6月 1 0 0 0 0 0
紳士DM 0.6 1.0 7.0 0.0 2008年7月 1 0 0 0 0 1
婦人DM 1.1 1.5 9.0 0.0 2008年8月 0 0 0 0 0 0
宝飾時計DM 0.1 0.3 1.0 0.0 2008年9月 0 0 1 0 0 0
カード優待DM 1.6 0.7 2.0 0.0 2008年10月 0 0 1 0 1 0
全体催事 7.9 2.7 12.0 0.0 2008年11月 0 1 0 1 1 1
総計 15.4 6.3 38.0 1.0 2008年12月 0 1 0 0 0 1
2009年1月 0 0 0 1 0 1
2009年2月 0 0 0 0 0 0
2009年3月 0 0 1 0 0 0  
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表 4-6 購買金額と食品購買金額比率 
平均値 標準偏差 最大値 最小値
年間購買金額 334,586 985,971 61,592,419 99,614
1来店当購買金額 34,592 94,744 4,737,878 1,028
食品購買金額比率 13.7% 20.4% 100.0% 0.0%  
表 4-7 は，土日及び祝日の購買割合と 16 時以降の購買割合を示す．土日祝日購買割合が
50%未満（どちらかというと平日に購買する割合が高い）の構成比が 63.9%，16 時以降購
買割合が 50%未満（どちらかというと 16 時以前に購買する割合が高い）の構成比が 60.6%
である．この結果は，顧実の A 百貨店への来店性向を示す． 
顧実属性として，性別，年齢，A 百貨店と顧実の自宅との距離（实際は，A 百貨店と顧
実の居住する市町村役所との直線距離）及び外商カードの有無が利用可能である．表 4-8
はそれら属性の分布状況である．予想される通り女性の構成比が高く（86.5％），年齢は
30～50 歳代が中心で平均年齢は 49.4 歳である．店舗と自宅との距離は，平均で 12.8km で
あり，10km までの近隣顧実が多い．ただし，30km 以上離れている顧実も 9.8％存在する．
A 百貨店の外商顧実構成比は 32．2％であった．さらに本章ではランダムサンプル前の優
良顧実 41,876 名のうち，年間購買金額上位 3 割をヘビー顧実，次の上位 3 割をミドル顧実
として設定して顧実属性に含めた． 
 
表 4-7 土日及び祝日の年間購買割合，16 時以降の年間購買割合 
土日祝日購買割合 人数 構成比 16時以降購買割合 人数 構成比
10％未満 772 15.4% 10％未満 994 19.9%
10％以上20％未満 626 12.5% 10％以上20％未満 513 10.3%
20％以上30％未満 708 14.2% 20％以上30％未満 522 10.4%
30％以上40％未満 583 11.7% 30％以上40％未満 493 9.9%
40％以上50％未満 504 10.1% 40％以上50％未満 506 10.1%
50％以上60％未満 503 10.1% 50％以上60％未満 517 10.3%
60％以上70％未満 384 7.7% 60％以上70％未満 450 9.0%
70％以上80％未満 264 5.3% 70％以上80％未満 361 7.2%
80％以上90％未満 259 5.2% 80％以上90％未満 339 6.8%
90％以上 397 7.9% 90％以上 305 6.1%
総計 5,000 100.0% 総計 5,000 100.0%  
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表 4-8 対象顧客属性の集計結果 
性別 人数 構成比 店舗間距離 人数 構成比
男性 673 13.5% 3km未満 499 10.0%
女性 4,327 86.5% 3km以上5km未満 1,398 28.0%
総計 5,000 100.0% 5km以上10km未満 1,085 21.7%
10km以上15km未満 779 15.6%
15km以上20km未満 374 7.5%
20km以上25km未満 140 2.8%
25km以上30km未満 234 4.7%
30km以上35km未満 259 5.2%
年齢 人数 構成比 35km以上40km未満 54 1.1%
20～29歳 417 8.3% 40km以上 178 3.6%
30～39歳 1,063 21.3% 総計 5,000 100.0%
40～49歳 1,190 23.8%
50～59歳 1,146 22.9% 外商 人数 構成比
60～69歳 679 13.6% 外商 1,610 32.2%
70歳～ 505 10.1% 外商以外 3,390 67.8%
総計 5,000 100.0% 総計 5,000 100.0%  
 
4－4－2 構造異質性の検証 
本小節には，4.3.5 節に示した反応パラメータβの MCMC の発生履歴を用いた，顧実来
店行動の構造異質性の検証結果を示す．表 4-9 は個人ごとの反応パラメータ βの事後統計
量の算定結果である．「事後平均」は顧実全体の事後平均値である．反応パラメータの平均
値（顧実全体の平均値）を見ると，ダイレクトメール（0.384）が最も高く，ストアロイヤ
ルティ（0.161），イベント催事（0.099）が続く． 
4.3.5 節で示した考え方に基づき，顧実ごとに反応パラメータ      
1 2 3
β ,β ,βi i i のそれぞれで
95％HPD リージョンを評価し，それが 0 を含むか否かで有意性の判定を行った．表 4-10
にはその結果を示す．個々の判定結果を表 4-3 に示した構造異質性のパターンに当てはめ
ると，最も顧実数の多いパターンはストアロイヤルティ，ダイレクトメールが有意である
パターン（顧実タイプ 3；顧実数 3,279 名，構成比 65.6%）であり，ストアロイヤルティ，
ダイレクトメール及びイベント催事の全てが有意であるパターン（顧実タイプ 1；顧実数
942 名，構成比 18.8%），ストアロイヤルティのみが有意であるパターン（顧実タイプ 7；
顧実数 452 名，構成比 9.0%）が続く．顧実タイプ 1（全てが有意であるタイプ）の事後平
均の平均値を見ると，ダイレクトメールが最も大きく安定して来店回数に正の影響を与え
ており，イベント催事，ストアロイヤルティもダイレクトメールよりは影響度合いは小さ
いが，来店回数に正の影響を与えている．顧実タイプ 3（ストアロイヤルティとダイレク
トメールが有意であるタイプ）の事後平均の平均値も，ダイレクトメールが最も大きく来
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店回数に影響を与えている．先行研究（Guadagni and Little，1983；Gupta，1988；Seetharaman，
Ainslie，and Chintagunta，1999）には，ブランド選択，カテゴリー購買生起に対してロイヤ
ルティ変数がマーケティング変数よりもその行動に強く影響することが示されているが，
全体傾向で見る限り本章で対象とした顧実の来店行動の場合，ロイヤルティ変数はマーケ
ティング変数よりもその影響度が小さく，先行研究とは違いがある．この違いが，対象と
した行動の違いによって生じているのか，対象とした小売業態の違いによって生じている
のかは，本章からだけでは判断できないため，今後の検証課題とする． 
図 4-2 には顧実タイプ 1 と顧実タイプ 3 の顧実ごとの事後平均がどのような範囲で分布
しているかを示した．ここでも同様に，ダイレクトメールのほうがストアロイヤルティよ
りも来店回数に影響することがわかる．しかし，ストアロイヤルティの分布の散らばりは，
ダイレクトメールの分布の散らばりよりも小さく，その意味で顧実間の異質性が小さいと
判断できる．顧実タイプ1や3のようなメカニズムで来店している顧実を対象とした場合，
全体を底上げするという意味では顧実のストアロイヤルティを高める施策を，一方で即時
的に来店回数を増加させるという意味では，顧実の異質性を考慮したダイレクトメール戦
略が有効だと分かる．他の来店構造に関しても同様の考え方で検証できるが，紙幅の都合
上割愛する． 
表 4-9 反応パラメータ β の推定値 
定数項 -0.220 2.675 -3.831
ストア・ロイヤルティ 0.161 0.566 0.007
ダイレクト・メール 0.384 1.396 -0.319
イベント催事 0.099 0.396 -0.148
平均値 最大値 最小値
 
表 4-10 構造異質性の評価 
ストアロイヤルティ ダイレクトメール イベント催事
事後平均の平均 事後平均の平均 事後平均の平均
モデル０ 942 18.8% 0.175 0.441 0.224
モデル１ 7 0.1% --- 0.215 0.207
モデル２ 3,279 65.6% 0.176 0.437 ---
モデル３ 107 2.1% 0.093 --- 0.211
モデル４ 80 1.6% --- 0.235 ---
モデル５ 24 0.5% --- --- 0.213
モデル６ 452 9.0% 0.093 --- ---
モデル７ 109 2.2% --- --- ---
総計 5,000 100.0%
人数 構成比
 
  
 
74 
-0.800
-0.400
0.000
0.400
0.800
1.200
1.600
-0.800
-0.400
0.000
0.400
0.800
1.200
1.600
ストアロイヤルティ ダイレクトメール イベント催事
モデル1 反応パラメータ事後平均の分布
-0.800
-0.400
0.000
0.400
0.800
1.200
1.600
-0.800
-0.400
0.000
0.400
0.800
1.200
1.600
ストアロイヤルティ ダイレクトメール
モデル3 反応パラメータ事後平均の分布
 
図 4-2 主要モデルの反応パラメータ事後平均の分布 
 
表 4-11 には，反応パラメータの階層モデルにおける回帰係数 ζの事後平均を示す．回帰係
数 ζの推定値を検証すれば，ストアロイヤルティ，ダイレクトメールおよびイベント催事
への反応のメカニズムを評価できる．「性別」に着目すると，男性のほうがダイレクトメー
ルに正の反応をする．「年齢」が高くなると，ストアロイヤルティへの反応が大きくなる．
「自宅と店舗の距離」が長くなる，または「土日・祝日来店割合」が高い顧実は，ストア
ロイヤルティへの反応は低い．「ヘビー顧実」，「ミドル顧実」は，ストアロイヤルティの反
応に負の影響を与える．来店回数が尐ないが一度の来店で高額商品を購買する顧実が「ヘ
ビー顧実」，「ミドル顧実」に多く含まれていることが影響しているためであると考えられ
る．また，「ヘビー顧実」はイベント催事の反応にも負の影響を与える．「1 来店当りの購
買金額」が高くなると，ストアロイヤルティ，ダイレクトメールの反応に正の影響を与え
る．このように，顧実属性の違いによって反応パラメータの生起メカニズムに違いが生じ
ている． 
表 4-11 共通性パラメータζの推定値 
定数項 7.484 * -0.559 * -0.883 * -0.211
性別 0.039 -0.005 -0.097 * -0.032
年齢＇対数（ -0.038 0.026 * -0.036 -0.006
外商扱い 0.056 * 0.009 0.006 0.032
店舗間距離＇対数（ -0.020 * -0.005 * -0.031 0.023
土日祝来店割合 -0.092 * -0.034 * -0.002 0.188
０6:00以降来店割合 0.068 * 0.013 -0.004 -0.065
ヘビー顧客 1.139 * -0.063 * -0.088 -0.114 *
ミドル顧客 0.423 * -0.025 * -0.066 0.053
1来店当たり購買金額＇対数（ -0.800 * 0.071 * 0.186 * 0.010
食品購買金額比率 0.144 * 0.020 -0.155 0.099
*は5%水準で有意であることを示す
定数項 ストアロイヤルティ ダイレクトメール イベント催事
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4－4－3 構造モデルのウェイトパラメータ δ の検証 
表 4-12 は，ストアロイヤルティのウェイトパラメータ δの事後平均と有意性検証結果で
ある．表に示す事後平均は顧実全体の平均値である．事後平均を見ると，ストアロイヤル
ティは，「1 期前来店回数」と「1 期前のストアロイヤルティ」が同程度影響して，構成さ
れることがわかる． 
表 4-13 には， δの階層モデルの回帰係数 ζの推定値を示した．回帰係数ζ  の推定値を
確認すれば，顧実属性の違いによって生じるストアロイヤルティの形成メカニズムの違い
を評価できる．ここでは，95%HPD リージョンの意味で有意になった「性別」，「外商扱い」，
「土日祝来店割合」，「16 時以降来店割合」及び「ミドル顧実」に着目する．男性顧実，外
商扱いの顧実，土日祝日に来店する割合の高い顧実，16 時以降に来店する割合の高い顧実
の場合，1 期前（過去）のストアロイヤルティの影響度が高まる傾向である．また，年間
購買金額が突出して高くはないがある程度年間購買の高い顧実層（ミドル顧実層）は，前
月の購買回数が影響してストアロイヤルティが形成される傾向である． 
 
表 4-12 ストアロイヤルティのウェイトパラメータ δ の推定値 
人数 構成比
1期前ストア･ロイヤルティ 0.516 1,657 33.1%
1期前来店回数 0.484 --- ---
ストアロイヤルティ変数＇統合変数（ 事後平均
有意である
 
表 4-13 共通性パラメータζの推定値 
定数項 -5.685 *
性別 -2.385 *
年齢＇対数（ 1.114
外商扱い 1.215 *
店舗間距離＇対数（ -0.038
土日祝来店割合 0.589 *
０6:00以降来店割合 2.139 *
ヘビー顧客 0.470
ミドル顧客 -0.647 *
1来店当たり購買金額＇対数（ 0.272
食品購買金額比率 1.283
*は5%水準で有意であることを示す
1期前ｽﾄｱﾛｲﾔﾙﾃｨ
 
 
4－4－4 構造モデルのウェイトパラメータ γの検証 
表 4-14 には，ダイレクトメールのウェイトパラメータ γの事後平均（顧実全体の平均値）
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と有意性検証結果を示す．DM 変数の構成には，「カード優待 DM」が最も強く影響し，「リ
ビング DM」，「ブランド雑貨 DM」，「紳士 DM」が続く．逆に「食品 DM」の影響は小さい．
以上の知見から考えれば，顧実は，カード割引率の拡大キャンペーン（ポイント・特典），
買回り品の新商品（トレンド）を告知するダイレクトメールを重視しているとわかり，中
山・鶴見（2007）の知見と一致する． 
表 4-14 ダイレクトメールのウェイトパラメータ γの推定値 
人数 構成比
ブランド雑貨DM 0.128 5,000 100.0%
リビングDM 0.131 5,000 100.0%
食品DM 0.084 5,000 100.0%
紳士DM 0.128 5,000 100.0%
婦人DM 0.107 4,991 99.8%
宝飾時計DM 0.120 5,000 100.0%
カード優待告知DM 0.188 5,000 100.0%
全体催事告知DM 0.115 --- ---
ダイレクトメール変数＇統合変数（ 事後平均
有意である
 
 
表 4-15 には，回帰係数 πの推定値を示した．また図 4-3 には，ウェイトパラネータ γと
有意である回帰係数 πとの関係を示した．これらを確認すれば，顧実属性の違いによるダ
イレクトメールの重視度の違いを把握できる．例えば，図 4-3 に示したものの中で「性別」
を見ると，女性は食品と宝飾時計を除いたすべてのカテゴリーの DM を重要視していると
わかる．相対的に「自宅と店舗の距離」が長い顧実は，ブランド雑貨，婦人及び宝飾時計
関連の DM を重要視している．「自宅と店舗の距離」が短い顧実は，リビングや紳士関連
の DM を重視している．土日祝日によく来店する顧実は，リビング関連の DM を重視して
いるのに対し，平日によく来店する顧実は紳士，婦人及び宝飾時計の DM を重視する傾向
である．その他の顧実属性についても同様に回帰係数を確認することによって，ダイレク
トメールの重視度の違いを把握できる．  
表 4-15 回帰係数 πの推定値 
ブランドDM リビングDM　 食品DM 紳士DM 婦人DM 宝飾時計DM カード優待告知DM
定数項 1.078 * -0.508 -0.307 -0.284 -0.368 0.181 0.159
性別 0.229 * 0.423 * -0.204 * 0.126 * 0.502 * -0.141 0.275 *
年齢＇対数（ -0.017 0.020 -0.299 * 0.086 -0.074 0.034 0.457 *
外商扱い -0.015 -0.274 * 0.036 0.169 * 0.184 * 0.079 0.534 *
店舗間距離＇対数（ 0.102 * -0.120 * 0.019 -0.058 * 0.083 * 0.045 * -0.010
土日祝来店割合 0.004 0.392 * 0.102 -0.589 * -0.339 * -0.239 * -0.159
０6:00以降来店割合 -0.587 * 0.028 -0.197 -0.106 -0.021 0.620 * 0.247
ヘビー顧客 0.059 0.327 * -0.076 -0.068 -0.166 -0.145 -0.268 *
ミドル顧客 0.167 * 0.240 * -0.030 0.127 -0.345 * 0.294 * -0.171
1来店当たり購買金額＇対数（ -0.202 * 0.081 0.113 * 0.066 -0.051 -0.074 * -0.165 *
食品購買金額比率 0.775 * 1.278 * 0.395 * 0.057 0.800 -0.672 * -0.496
*は5%水準で有意であることを示す
2iγ 3iγ 4iγ 5iγ 6iγ 7iγ1iγ
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定数項 性別
性別 外商扱い
自宅と店舗の距離 ブランドDM 自宅と店舗の距離 リビングDM
16:00以降来店割合 土日祝来店割合
ミドル顧客 ヘビー顧客
1来店当購買金額 ミドル顧客
食品購買金額比率 食品購買金額比率
性別 食品DM 性別 紳士DM
年齢 外商扱い
1来店当購買金額 自宅と店舗の距離
食品購買金額比率 土日祝来店割合
性別 自宅と店舗の距離
外商扱い 婦人DM 土日祝来店割合 宝飾時計DM
自宅と店舗の距離 16:00以降来店割合
土日祝来店割合 ミドル顧客
ミドル顧客 1来店当購買金額
食品購買金額比率
性別
年齢 カード優待DM
外商扱い
ヘビー顧客
1来店当購買金額
1γiπ=，0.587 2γi
3γi 4γi
5γi 6γi
7γi
π=1.078
π=0.229
π=0.102
π=0.167
π=，0.202
π=0.775
π=0.392
π=0.423
π=，0.274
π=，0.120
π=0.327
π=0.240
π=1.278
π=，0.299
π=，0.204
π=0.113
π=0.395
π=0.169
π=0.126
π=，0.058
π=，0.589
π=0.083
π=0.502
π=0.184
π=，0.339
π=，0.345
π=0.620
π=0.045
π=，0.239
π=0.294
π=，0.074
π=，0.672
π=0.534
π=0.275
π=0.457
π=，0.268
π=，0.165
 
図 4-3 ウェイトパラメータ γと有意である回帰係数 πの関係 
 
4－4－5 構造モデルのウェイトパラメータδの検証 
表 4-16 には，イベント催事のウェイトパラメータδの事後平均（顧実全体の平均値）と
有意性検証結果を示す．事後平均から相対的にイベント催事の構成には「御中元」が最も
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強く影響し，「その他物産展」，「外国展」が続いている．しかし，突出してイベント催事を
構成している要素はない． 
表 4-17 には，回帰係数ρの推定値を示した．また，図 4-4 はウェイトパラメータδと有
意である回帰係数ρとの関係を示した．これらを確認すれば，顧実属性の違いによるイベ
ント催事の重視度の違いを把握できる．例えば，図 4-4 に示したものの中で「外商扱い」
を見ると，外商扱いの顧実はお歳暮ギフトセンターを重要視しているが，物産展や外国展
を重要視していないことがわかる．「ヘビー顧実」を見ると，御中元ギフトセンターを重要
視していないが，物産展や外国展を重要視していることがわかる．その他の顧実属性につ
いても同様に回帰係数を確認することによって，イベント催事の重視度の違いを把握する
ことが可能である． 
表 4-16 イベント催事のウェイトパラメータδの推定値 
人数 構成比
御中元 0.179 5,000 100.0%
御歳暮 0.163 5,000 100.0%
北海道展 0.164 5,000 100.0%
その他物産展 0.171 5,000 100.0%
外国展 0.167 5,000 100.0%
文化催事 0.156 --- ---
イベント催事＇統合変数（ 事後平均
有意である
 
表 4-17 回帰係数ρ の推定値 
御中元 御歳暮 北海道展 他物産展 外国展
定数項 -0.432 0.428 0.005 -0.266 0.621
性別 0.028 -0.018 0.162 0.135 0.165
年齢＇対数（ -0.294 * -0.063 0.033 0.270 -0.067
外商扱い 0.110 0.318 * -0.130 -0.268 * -0.268 *
店舗間距離＇対数（ 0.024 0.025 0.005 -0.057 -0.142 *
土日祝来店割合 -0.133 -0.562 * -0.196 0.018 0.076
０6:00以降来店割合 -0.411 * 0.118 0.353 -0.232 * -0.310
ヘビー顧客 -0.294 * 0.165 -0.088 0.502 * 0.228 *
ミドル顧客 -0.354 * -0.265 * -0.010 0.147 -0.042
1来店当たり購買金額＇対数（ 0.174 * -0.043 -0.024 -0.020 0.087 *
食品購買金額比率 0.709 * 0.961 * -0.364 -1.054 * 0.667
*は5％水準で有意であることを示す
1iδ 3iδ2iδ 4iδ 5iδ
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年齢
16:00以降来店割合 御中元 外商扱い 御歳暮
ヘビー顧客 土日祝来店割合
ミドル顧客 ミドル顧客
1来店当購買金額 食品購買金額比率
食品購買金額比率
外商扱い 他物産展 外商扱い 外国展
16:00以降来店割合 自宅と店舗の距離
ヘビー顧客 ヘビー顧客
食品購買金額比率 1来店当購買金額
1iρ=，0.294
ρ=，0.294
ρ=，0.411
ρ=，0.354
ρ=0.174
ρ=0.709
2iρ=，0.562
ρ=0.318
ρ=，0.265
ρ=0.961
4iρ=，0.232
ρ=，0.268
ρ=0.502
ρ=，1.054
5iρ=，0.142
ρ=，0.268
ρ=0.228
ρ=0.087
 
図 4-4 ウェイトパラメータδと有意である回帰係数ρ  
 
表 4-18 は，ストアロイヤルティ，ダイレクトメール，イベント催事に対応する反応パラ
メータの有意性検証結果とそれらを構成する要素のウェイトパラメータの有意性検証結果
を組み合わせて，総合的に来店回数に影響を与える要素を検討したものである．来店回数
にストアロイヤルティが有意に影響する顧実は 4,308 名であった．そのうち，ストアロイ
ヤルティが有意に形成された顧実は 1,431 名（全顧実数の 28.6%）である．これらの顧実
が本質的にストアロイヤルティが来店回数に影響する顧実だといえる．来店回数に対して
ダイレクトメールが有意に影響し，ブランド雑貨 DM を重視する顧実は 4,780 名（全顧実
数の 95.6%）を占める．リビング DM 等それ以外の DM についても同様の傾向であり，全
般的にいずれのダイレクトメールでも来店回数に対して有意に影響を与えることがわかる．
来店回数に対してイベント催事が有意に影響し，御中元を重視する顧実は 1,080 名（全顧
実数の 21.6%）を占める．一方，御中元を重視しながらも来店回数に対してイベント催事
が有意に影響しない顧実が 3,920 名（全顧実数の 78.4%）を占める．多くの顧実がイベン
ト催事に関心を持っているものの，それらによって来店回数に影響を与えることができな
いことを示唆している．なお，御歳暮等それ以外のイベント催事についても同様の傾向で
あり，全般的にいずれのイベント催事も来店回数に対して有意に影響を与える顧実が尐な
い．このように，反応パラメータの有意性検証結果とそれらを構成する要素のウェイトパ
ラメータの有意性検証結果を組み合わせることによって，ストアロイヤルティやマーケテ
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ィング施策の影響を総合的に確認することができる． 
表 4-18 反応パラメータとウェイトパラメータの関係 
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 466 9.3% 226 4.5% 非有意 0 0.0% 220 4.4% 非有意 0 0.0% 3,920 78.4%
有意 2,877 57.5% 1,431 28.6% 有意 0 0.0% 4,780 95.6% 有意 0 0.0% 1,080 21.6%
有意
ス
ト
ア
・
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ
非有意 有意
ダ
イ
レ
ク
ト
メ
ー
ル
非有意 有意 イ
ベ
ン
ト
催
事
非有意
1期前ストアロイヤルティ ブランド雑貨DM 御中元
 
 
4－4－6 マーケティング施策への示唆 
4.4.2 節に示したように，顧実の来店メカニズムとして構成比が高いのは顧実タイプ 3（ス
トアロイヤルティ，ダイレクトメール有意；顧実数 3,279 名，構成比 65.6％）と顧実タイ
プ 1（ストアロイヤルティ，ダイレクトメール，イベント催事有意；顧実数 942 名，構成
比 18.8％）であった．A 百貨店が安定的に利益をあげるためには，これら構成比の高い顧
実グループを維持することが必要になる．实務上の関心事は，現時点の顧実を維持するマ
ーケティング施策に関する知見を獲得することであるため，本小節では顧実タイプ 1 及び
顧実タイプ 3 の顧実を維持するのに有効なダイレクトメール及びイベント催事に焦点をあ
てて議論を進める．ストアロイヤルティは，過去の満足度等で蓄積された慣性行動である
ため，本小節での議論は割愛する． 
図 4-5 と図 4-6 のヒストグラムは，4.4.2 節で示した顧実タイプ 1 と顧実タイプ 3 の顧実
ごとのウェイトパラメータ推定値で最大のものを選び，グループ化6の上集計した（ウィラ
ワン・照井，2007；山田・佐藤，2012）．図 4-5 のダイレクトメールのウェイトパラメータ
を見ると，顧実タイプ 1（構成比 51.1%）と顧実タイプ 3（構成比 64.3%）ともにカード優
待告知 DM を最も重視している顧実が最も多く，4.4.4 節と同様に『ポイント，特典』を顧
実に知らしめるダイレクト・マーケティングが有効な施策であることがわかる．それ以外
にも顧実タイプ 1 では，リビング DM（構成比 19.9%），ブランド雑貨 DM（構成比 13.5%），
宝飾時計 DM（構成比 12.6%）が続く．顧実タイプ 3 では，リビング DM（構成比 15.9%），
宝飾時計 DM（構成比 8.4%），紳士 DM（構成比 6.6%）が続く．さらに，図 4-6 のイベン
ト催事のウェイトパラメータを見ると，顧実タイプ 1 では御中元7（構成比 49.4%）を最も
                                                        
6 たとえばある顧実の「カード優待」DM が「ダイレクトメール」変数の形成に最も影響していれば，そ
の顧実を「カード優待」に属させている． 
7 通常，百貨店では御中元よりも御歳暮の売上高のほうが高く，御中元は控えるが御歳暮は贈る顧実の
ほうが多い．しかし，本章で用いたデータは，特殊要因（2008 年 9 月～のリーマンショック）の影響を
受けたものが含まれているため，御中元を重視する顧実が多い結果になったと考えられる．したがって，
以降では，御中元を贈答ギフト（御中元や御歳暮）と読み替えて議論する． 
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重視している顧実が多く，その他物産展（構成比 22.5%），北海道展（構成比 16.0%）が続
く．これらの知見を踏まえれば，個に特化した百貨店のマーケティング施策を实現できる．
例えば，メカニズムが顧実タイプ 1 の顧実に対しては，イベント内容を連動したダイレク
トメールを送付するなどすれば，より効果の高いマーケティングを实現できる．また，メ
カニズムが顧実タイプ 3 の顧実に対しては，前述したような重視する内容を的確に把握し
たダイレクトメールを送付するなどがそのイメージになる． 
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図 4-5 ダイレクトメールのウェイトパラメータ分布（顧客タイプ 1，顧客タイプ 3） 
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図 4-6 イベント催事のウェイトパラメータ分布（顧客タイプ 1） 
前段に示した検証の精度をさらに高めるために，回帰係数 π（表 4-15）と回帰係数ρ（表
4-17）の推定結果を用いて，顧実の属性との関係性を検証したのが表 4-19 である．前述の
通り，ダイレクトメールの中で最も重視する顧実が多かったのはカード優待告知 DM であ
り，リビング DM 等が続く．これらをまとめると，顧実はポイントや割引等の特典を告知
する DM（以降，『ポイント・特典告知 DM』）を重視するタイプと，各商品カテゴリーの
新商品を告知する DM（以降，『新商品告知 DM』）を重視するタイプに大別できる．さら
に『新商品告知 DM』は最寄品／買回品／専門品（Copeland，1923）を用いて，食品は最
寄品，リビング・紳士・婦人は買回品，ブランド・宝飾時計は専門品に分類することによ
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って，顧実タイプを類型化した．このように商品を分類することによってマーケティング
施策の方向性を示すことができる．一方，顧実がイベント催事の中で最も重視するのは贈
答ギフト（御中元や御歳暮）であり，物産展や外国展等が続いている．これらをまとめる
と，顧実は御中元や御歳暮等決められた時期に百貨店では必ず实施する慣例催事（以降，
『慣例催事』）を重視するタイプと，物産展等新しい企画を盛り込んだ企画催事（以降，『企
画催事』）を重視するタイプに大別できる．これらによって，顧実タイプ 1（ダイレクトメ
ール&イベント催事有意パターン），及び顧実タイプ 3（ダイレクトメール有意パターン）
の顧実タイプと有効なマーケティング施策の方向性を確認することができる． 
前述の通り，最も構成比の高い顧実タイプ 3（ダイレクトメール有意パターン）が最も
重視する DM は，『ポイント・特典告知 DM』である．あてはまる顧実タイプから，年齢が
高めの女性が嗜好する婦人衣料や雑貨をあわせて告知することで需要を喚起することがで
きる．また，1 来店当たりの購買金額が低めであるため，相対的に価格を抑えた商品の提
案が効果的である．顧実タイプ 3 が次に重視する DM は，『新商品告知 DM』買回品のリビ
ングである．買回品を重視する顧実は情報探索による商品の比較検討を行う（田村，2007）
ため，情報（価格・品質・デザイン，使用感や他社とは異なるセールスポイント等）を DM
によって伝えることが必要である．これらの顧実は店舗から相対的に近く平日に来店する
傾向があるため，平日に来店を動機付けするリビングに関するイベントを組み合わせて告
知すると有効である．また，リビングを重視する顧実は食品購買比率も高い．そのため，
食品を組み合わせた告知 DM も効果的である． 
次に構成比の高い顧実タイプ 1（ダイレクトメール&イベント催事有意パターン）が重視
する DM 及び顧実タイプの見方については顧実タイプ 3 と同様である．イベント催事の中
で最も重視するのは，慣例催事である．平日に来店する傾向があるため，平日にイベント
を組み合わせて需要を喚起することができる．また，食品購買比率が高いため，催事会場
から食品への買い回りを促進するクーポン，セット割引，POP 広告等のインストア・マー
ケティングも有効である．また，企画催事を重視する顧実は店舗から相対的に近く 16 時以
前に来店する傾向がある．年間購買金額は高い一方で食品購買比率が低いため，催事会場
から非食品への買い回りを誘導するインストア・マーケティングが有効だと考えられる． 
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表 4-19 回帰係数πとρによる顧客タイプ 
年齢高めの女性顧客。外商扱いの顧客ではあるが、1来店当たりの購買金額が低い顧客。
□最寄品＇食品（
年齢低めの男性顧客。1来店当たりの購買金額や食品購買比率が高い顧客。
□買回品＇婦人・紳士衣料＋リビング（
女性顧客。紳士・婦人はその中でも外商顧客。
紳士は店舗から近く休日に来店する顧客、婦人は店舗から遠く休日に来店する顧客、
リビングは店舗から近く平日に来店する顧客。
リビングは年間購買金額や食品購買比率が高い顧客。
□専門品＇ブランド＋宝飾・時計（
店舗間距離が遠い。ブランド＇1階（はその中でも女性顧客。
ブランド＇1階（は16時前＋宝飾時計＇6階（は16時以降に来店する顧客。
年間購買金額は高めだが、1来店当たりの購買金額が低い顧客。
ブランド＇1階（は食品購買比率が高いが宝飾時計＇6階（は低い。
◆イベント催事
年齢は低めの外商扱いの顧客。
平日に来店する顧客。
年間購買金額は高くないが、食品購買比率が高い顧客。
店舗から近いフリー顧客。
16時前に来店する顧客。
年間購買金額が高いが、食品購買比率が低い顧客。
◆ダイレクトメール
ポイント・特典告知ＤＭ重視型
新商品告知ＤＭ重視型
慣例催事＇中元・歳暮等（重視型
企画催事＇物産展等（重視型
 
 
4－5－本章のまとめ 
顧実 1 人当りのある期間の購買金額は，来店回数と 1 来店当り平均買上金額（実単価）
の積で決まる．その中で本章は，既存顧実一人一人の百貨店への来店行動（来店回数）の
形成メカニズムをモデル化し，百貨店で蓄積された ID 付 POS データを用いた实証分析に
より，その形成メカニズムの定量化を行った．顧実の来店行動（来店回数）に対して，顧
実のストアロイヤルティと百貨店特有のマーケティング施策（ダイレクトメールとイベン
ト催事）が影響すると仮定し，ポアソン回帰モデルの枠組みでモデル化した（個体内モデ
ル）．個体内モデルの説明変数になるストアロイヤルティ変数，ダイレクトメール変数，及
びイベント催事変数は，統合変数とし観測変数から形成した（構造モデル）．また，個体内
モデルの反応パラメータ及び構造モデルのウェイトパラメータは，顧実属性を用いて階層
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化し，顧実の異質性を表現した．モデルの推定は，マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC
法）を採用した．このモデル化の利点は，各統合変数の重視度評価と統合変数への反応を
明示的に分離して，個人毎に評価できる点である．また，観測変数を統合変数化せずにモ
デル化するよりも安定的にパラメータを推定することができる．しかし，観測変数を統合
変数化しないモデル推定が安定的にできた場合には，提案モデルよりも解釈が容易である．
このアプローチに対してはモデル推定に変数選択を同時に組み込むモデル推定法が考えら
れるが，この点については今後の課題とする． 
表 4-20  本章の提案モデル 
＜提案モデル＞
消費者の異質性を考慮した百貨店来店回数モデルの評価
習慣的来店行動＇ストアロイヤルティ（の影響
商品カテゴリーのトレンドを告知するダイレクトメールの影響
ポイント・特典を告知するダイレクトメールの影響
イベント催事の影響
 
提案モデルの推定結果から，顧実シェアを高める来店回数向上には，ダイレクトメール
が最も効果的なマーケティング施策であることが明らかになった．しかし，顧実の中には，
ダイレクトメールとイベント催事がともに来店回数に正の影響を与えていることも確認で
きた．この結果は，顧実シェア拡大の高度化を図るためには，顧実毎に重要視するマーケ
ティング施策を把握する必要がある点を示唆している．また，ダイレクトメールの中では，
ポイント，特典が有効である顧実が多いことがわかった．一方，ポイント，特典以外では，
リビング，ブランド雑貨，宝飾時計等の新商品告知のダイレクトメールが来店回数の向上
に影響し，これらのダイレクトメールを重視する顧実もいることが確認できた．これは，
ダイレクトメールの中でも顧実毎にもとめている情報に違いがあり，これらを把握すれば
効率的なダイレクトマーケティングを行うことができることを示唆している．ダイレクト
メール以外のマーケティング施策であるイベント催事では，贈答ギフト（御中元や御歳暮）
を最も重視しており，物産展，北海道展が続く．2.3.2 節で示した通り，歴史的にイベント
催事が導入されるに至った目的は，そこでの売上確保ではなく，他階での買い回りである．
したがって，イベント催事の成果は，来店回数の向上よりも実単価の向上で測定すること
が適切であると考えられる． 
本章で扱った顧実数は 5,000 人であり，マーケティングサイエンス分野でなされた同種
の研究に比べて比較的大きなデータを用いて分析した．また，それら ID 付 POS データに
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あわせて取得できている，イベント催事や DM といったデータを同時に用いた解析を行っ
ており，得られた結果は百貨店マーケティングに直接的に利用可能である．これらの点が
本研究の優位性を示す点になるため，ここに示しておく． 
本章には次の 2 点の課題が残されている．一つ目の課題は，来店回数の促進だけでは顧
実シェアの拡大はできない，という点に関連する．实際には来店回数（頻度）に加えて，
購買金額（実単価）の生起メカニズムも評価しなければ，CRM の高度化は实現できない．
そのため，本章で明らかになった構造を援用して購買金額（実単価）を高めるメカニズム
を解明することが必要である．2 つ目の課題は，モデル化の技術に関連することである．
本章では月別のデータを用いて検証を行った．そのため，月という集計単位よりも細かい
挙動に関しては評価できていない．具体的にいえば，月初に送付された DM と月末に送付
された DM の効果の差は評価できていないし，イベント変数も同様の点で評価できていな
い．この点は，月次データを使用してモデル化した本アプローチの限界である．この課題
に対応するためには，月次よりも粒度の細かい日別や週別のデータを用いて検証しなけれ
ばならないが，単に月次で提案したモデルをそれら日別や週別のデータに適用するだけで
はこの課題に対応できず，データの粒度にあったモデル化が必要になる． 
顧客シェア
の拡大
来店回数
向上
客単価
向上
来店回数を高めるため
のマーケティング施策顧客毎
に影響違う
 
図 4-7 顧客シェア拡大のためのマーケティング施策 
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第 5 章 百貨店顧客の客単価の大きさに影響を与える要因に関する解析 
 
5－1－はじめに 
顧実 1 人当りの購買量は来店回数と 1 来店当り買上金額（実単価）の積で決まるため，
顧実シェアを高めるためには，来店回数または実単価を高める施策がもとめられる．第 4
章では，顧実シェア拡大という行動面からの防御的戦略を顧実一人ひとりの来店回数の高
度化という観点でモデル化し，考察した．本章では，もう一方の実単価を対象にした研究
を整理する．さらに，CRM 的観点に立てば，実単価に対する顧実一人一人の嗜好の影響を
評価できれば，個別対応型のマーケティング施策を高度化できる．本章の研究では，実単
価に対する百貨店店舗で实際に行われている「マーケティング施策（DM 送付，イベント
催事）」および「習慣的来店行動」，「商品カテゴリーの習慣的購買」といった変数の個人ご
との影響を評価し，実単価を高めるためのマーケティング施策の知見を抽出する．また，
当該店舗で購買記録のない新規顧実を獲得する場合のターゲットに関する情報を獲得する
ことは重要である．そのため，顧実属性を説明変数とした階層モデルを同時に推定する．
推定にはマルコフ連鎖モンテカルロ法を用いる．先行的になされている研究では，店舗内
での顧実の商品カテゴリーの買回り行動やカテゴリー別のダイレクトメール等が実単価に
対してどのように影響するか，といった視点で分析はなされていない．これは，この種の
解析に対応可能なデータが存在しておらず，また合理的なモデル化の枠組みが存在してい
なかったのが主たる理由である．そのため，百貨店顧実の実単価を高めるためのマーケテ
ィングの知見は抽出できておらず，結果的に顧実の異質性に配慮したきめの細かいマーケ
ティング施策は实現できていない．これらの点は大きな課題になっている． 
本章では，第 4 章と同様に百貨店業態特有のマーケティング施策（トレンドやポイント・
特典を告知する DM，イベント・催事）をモデルの説明変数として用いる．それに加えて，
ID 付 POS データを用いた因子分析によって，顧実毎の商品カテゴリー別因子得点を算定
し，さらに因子得点によるクラスター分析で百貨店顧実を分類することによって，ある特
定の商品を購買する慣性行動を抽出し，その構造を変数化しモデルに説明変数として取り
込む．これらにより，百貨店業態特有の顧実の実単価の大きさに影響を与える要因が明ら
かにできる．さらに，階層モデルに顧実属性を組み込むことにより，マーケティングを形
成する要素と顧実属性との関係が明らかにでき，百貨店の既存顧実の実単価を高める効率
的なマーケティング施策に関する知見獲得を試みる． 
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5－2－研究のアプローチ 
本章では，百貨店顧実の実単価メカニズムを階層ベイズ回帰モデルの枠組みでモデル化
し，MCMC 法を用いて推定する．買い回り行動に関する先行研究では，自商品・他商品の
値引き，自商品カテゴリー・他商品カテゴリーのプロモーション，広告・チラシ，ダイレ
クトメールの買い回り行動への効果を分析している．しかし，先行研究で対象とされてい
る業態はスーパーマーケットがほとんどであり，百貨店を対象とした研究はない．また，
単一商品カテゴリーを対象に分析を行っているものが多く，複数カテゴリーの買い回りを
対象にした研究は尐ない．複数カテゴリーの購買状況を加味した分析を实施するには，複
数カテゴリーの購買状況を合成変数として構成するなどの工夫が必要である．また，第 4
章と同様に，慣性行動（ロイヤルティ），マーケティング施策（ダイレクトメール，イベン
ト催事），デモグラフィック要因をモデルの説明変数として用いる．ただし，1.2 節で示し
た通り，本研究では，来店回数と実単価とではマーケティング要因の影響の程度が異なる
という立場をとっている．慣性行動については，ストアロイヤルティに加えて，先行研究
ではなされていないある特定の商品カテゴリーを購買する慣性行動（商品ロイヤルティ）
をもモデル化し説明変数として取り込む．山田（2012）から，百貨店顧実は広く品揃えさ
れた商品を一通り均等に購買するというよりも，特定の商品カテゴリーを傾斜的に購買す
る傾向を有すると考えられるからである．さらに，マーケティング施策についても，「トレ
ンド」や「ポイント特典」を告知するダイレクトメール，お中元やお歳暮等の定期的に行
われるイベント催事，物産展や文化催事等の不定期に行われるイベント催事といった百貨
店特有の施策を説明変数として用いる．実単価に対するこれらマーケティング施策の影響
は，顧実シェアを高める機能と考えられるが，計量的な議論はなされておらず課題である．
本章では，これらの課題に対応し，顧実の実単価の大きさに対して，百貨店特有のマーケ
ティング施策や慣性行動（ロイヤルティ）がどのように影響するかを消費者の異質性を考
慮したモデル化によって明らかにする． 
 
5－3－データ 
名古屋地区にある A 百貨店の ID 付 POS データ，各顧実に送付した内容（ポイント・特
典とトレンド）毎の DM 枚数，A 百貨店のイベント催事毎の開催日数，及び各顧実のデモ
グラフィックデータを用いた．はじめに A 百貨店の総顧実数 157,616 名の内，2008 年 4 月
1 日～2009 年 3 月 31 日の間の店舗総売上の 80％を構成する優良顧実 41,876 名（全顧実数
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の 26.6％）を抽出した．5.4 節では，優良顧実 41,876 名を分析対象とし，5.5 節では，優良
顧実 41,876 名からランダムサンプルにより 5,000 名を分析対象として選択し用いている．
なお，本章の研究は，第 4 章で用いたデータと同一のデータを用いて解析を实施している．
そのため，用いたデータの記述統計は 4.4.1 節を参照してほしい． 
 
5－4－習慣的購買による商品カテゴリーの類型化 
5－4－1 類型化の手順 
百貨店店舗の品揃えは他業態と比較すると多岐にわたる．しかし，百貨店顧実は，広く
品揃えされた商品を一通り均等に購買するというよりも，特定の商品カテゴリーを傾斜的
に購買する傾向にある．本小節では，顧実の購買傾向からサブカテゴリーを見出し，同時
に顧実のセグメンテーションを行う．図 5-1 が本小節の分析のフローである．なお，本小
節は，次小節以降のモデル化で用いる変数を探る位置づけの検証である． 
 
手順1；優良顧客の26商品カテゴリーの購買履歴行列の作成 手順5；サブ・カテゴリーの検証
手順2；優良顧客の同時購買確率行列の算定 手順6；優良顧客のサブ・カテゴリー購買金額比率行列の作成
手順3；因子分析 手順7；因子分析
手順4；クラスター分析＇商品カテゴリーの類型化（ 手順8；クラスター分析＇セグメンテーション（
 
図 5-1 分析の手順 
 
顧実数，顧実毎購買時点数，カテゴリー数をそれぞれ
iI,T ,Cとする．顧実毎カテゴリー
購買行列
iX （ ×iT C行 列）は（5-1）式の形式で定義する．行列内の成分は，顧実 i が購買時
点 t でカテゴリー cを購買したときは 1，購買しないときは 0 とする． 
1 1 0 1
1 0 0 1
1 1 1 0
C
i iT
  
  
   
 
   
X   （5-1） 
さらに，全顧実のプールしたカテゴリー購買行列X をブロック行列として（5-2）式で定
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義する．Xは  C列T行 の行列になる．ただし， 


I
1i
iTT （総レシート数に対応する）と
する（手順 1）． 
1
2
I
X
X
X
X
 
 
 
 
 
  
  （5-2） 
次に，（5-3）式で同時購買行列Y（ ×C C行 列）を定義する．Y は対称行列になる．Y
の対角成分はカテゴリー cを購買したレシート数を，非対角成分は行側カテゴリー ic と列
側カテゴリー jc （ i jc c ）が同時購買されたレシート数を示す．例えば， 11 はカテゴリ
ー1 の購買レシート数， 12 はカテゴリー1 と 2 を同時購買したレシート数になる． 
11 12 1
21 22 2
1 2
 
 
    
 
   
C
C
Ct
C C CC
Y X X C
  
  
  
 （5-3） 
最終的にカテゴリー類型化を行うための入力行列となる  C列C行Z  を，（5-4）式によ
りY から算定する．Zの非対角成分は行側カテゴリー ic を購買したレシートに占める列側
カテゴリー jc の購買比率，すなわち条件付確率とする．また，対角成分は全レシートに占
める列側カテゴリー jc の購買レシート比率，すなわち購買発生確率とする（手順 2）． 
111 12
11 11
221 22
22 22
1 2
  
  
  
  
  
   
  
  
  
   
C
C
C
C C CC
CC CC
T
TZ C
T
 
 
 
 
  
 
  （5-4） 
手順 3 では同時購買確率行列Zを用いて探索的因子分析を，手順 4 で因子得点を入力と
したクラスター分析（商品カテゴリーの類型化）を行い，最終的に手順 5 でサブ・カテゴ
リーの検証を行う． 
顧実 iのサブ・カテゴリー  1, ,d d D の期間中の購買金額合計を id とすると，全顧
実のサブ・カテゴリーの購買金額行列  D列I行H 1 を（5-5）式で定義する．すなわち，行
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は顧実，列はサブ・カテゴリーに対応する．次に（5-5）式から，顧実毎の総購買金額で各
サブ･カテゴリーの購買金額を除した入力行列とする  列行2 DIH  を（5-6）式で定義する．
なお式中  1/
D
id id ijj
  

  は顧実 iのサブ･カテゴリー d の購買金額比率を示す（手順 6）． 
11 12 1
21 22 2
1
1 2
 
 
   
 
   
D
D
D
I I ID
H I
  
  
  
   （5-5） 
11 12 1
21 22 2
2
1 2
 
 
   
 
   
D
D
D
I I ID
H I
  
  
  
，
1 2
1
i i iD
       （5-6） 
手順 7 では購買金額比率行列 2H を入力とし因子分析を行い，手順 8 では因子得点を入力
としクラスター分析を行い，顧実をグループ化する． 
 
5－4－2 同時購買確率行列による因子分析 
優良顧実の ID 付 POS データを用いて，図 5-1 の手順 2～手順 5 に従い 26 の百貨店商品
カテゴリーを類型化した．手順 3 の因子分析の因子抽出法には最尤法，回転法には斜交回
転であるプロマックス回転法を用いた． 
第 1 因子は「ヤング婦人衣料・雑貨」で特徴づけられる軸，第 2 因子は「ファミリー衣
料・雑貨」で特徴付けられる軸，第 3 因子は「デパ地下食品」で特徴付けられる軸，第 4
因子は「紳士衣料・雑貨」で特徴付けられる軸，第 5 因子は「宝飾品」で特徴付けられる
軸，第 6 因子は「食品グロサリー」で特徴付けられる軸である．総合的に見て，百貨店に
おける同時購買の背後には，ファッションと食料品に関連する潜在的な構造があることが
分かる． 
図 5-2 は，6 軸までの因子得点を入力とし階層型クラスター分析を行った結果を示すデ
ンドログラムである．破線で示す高さに分類線を引いてみると，9 つのサブ・カテゴリー
が構成される（服飾品：6 カテゴリー，食品：3 カテゴリー）．グループ 1 は婦人衣料だけ
ではなく，紳士カジュアル，子供服といった家庭全般の幅広いカテゴリーが含まれるサブ・
カテゴリーである．グループ 5 は有職女性をターゲットとして設定されている婦人衣料，
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アクセサリー，婦人靴及び化粧品といったカテゴリーで構成されるサブ･カテゴリーである．
これ以外の服飾品カテゴリーで構成されるサブ･カテゴリー（2,3,4）は，基本的に同一の
フロアーで展開されている商品カテゴリーで構成されている．一方，食料品全体（グルー
プ 7,8,9）を確認すると，生鮮品と食品グロサリーはそれぞれ単独でサブ・カテゴリーを形
成している．これは，生鮮品（グループ 7），食品グロサリ （ーグループ 9），その他食品（グ
ループ 8）間で，顧実の購買のされ方に違いがあることを反映した結果である． 
 
シニア婦人ブランドショップ（4F）
子供服（7F）
婦人L＆Sサイズ（6F）
紳士カジュアル・スポーツ（5F）
婦人下着（4F）
家具・装室品（6F）
タオル・寝具・石けん(6F）
紳士スーツ・シャツ（5F）
紳士雑貨（5F）
紳士靴・鞄（5F）
和装小物・呉服（6F）
食器・家庭用品（6F）
ヤング婦人ブランドショップ（3F）
婦人アクセサリー（1F）
ハンドバッグ（1F）
婦人靴（2F）
婦人ファッション雑貨（地下2F）
化粧品（1F)
高級ブランドショップ（2F）
時計・眼鏡（6F)
宝飾品（6F)
グループ7 生鮮品（地下1F）
和洋酒（地下1F）
惣菜・パン（地下1F）
和洋菓子（地下1F）
グループ9 食品グロサリー（地下1F）
グループ8
グループ1
グループ2
グループ3
グループ4
グループ5
グループ6
 
図 5-2 同時購買傾向によるクラスター分析の結果 
 
5－4－3 購買嗜好からの商品カテゴリー類型化 
前小節では 26 商品カテゴリーを同時購買傾向の強い 9 サブ・カテゴリーに類型化した．
本小節には，図 5-1 の手順 6 ～手順 9 に従い，41,876 名の優良顧実の分類結果を示す．な
お，手順 7 の因子分析の因子抽出法には最尤法，回転法にはプロマックス回転法を用いた． 
表 5-1 抽出された因子負荷量 
サブ・カテゴリーグループ 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子
和洋酒＋惣菜＋パン＋和洋菓子 1.108 0.132 0.127 -0.095 -0.201
ｼﾆｱ婦人ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ＋L＆Sｻｲｽﾞ＋婦人下着＋子供服＋紳士ｶｼﾞｭｱﾙ -0.163 -1.080 0.233 -0.175 -0.097
ﾔﾝｸﾞ婦人ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ＋ｱｸｾｻﾘｰ＋ﾊﾝﾄﾞﾊﾞｯｸﾞ＋婦人靴＋ﾌｧｯｼｮﾝ雑貨＋化粧品 -0.202 0.474 0.503 -0.233 -0.109
高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ＋時計＋宝飾品 -0.166 0.244 -1.046 -0.183 -0.095
紳士ｽｰﾂ＋紳士雑貨＋紳士靴・鞄 -0.111 0.163 0.163 1.065 -0.064
家具・装室品＋ﾀｵﾙ・寝具・石鹸 -0.150 0.053 0.056 -0.041 0.640
和装小物・呉服＋食器・家庭用品 -0.178 0.072 0.061 -0.047 0.757
生鮮食品 0.234 0.040 0.041 -0.038 0.152
食品ｸﾞﾛｻﾘｰ 0.302 0.061 0.076 -0.054 0.319
絶対値0.5以上 絶対値0.3以上0.5未満  
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表 5-1 には因子負荷量を示す．第 1 因子は，和洋酒，惣菜・パン，和洋菓子といったデ
パ地下を代表するグループの因子負荷量が高く『デパ地下特有の食料品』を嗜好する因子
と解釈できる．第 2 因子は，ヤング婦人ブランド，アクセサリー，ハンドバッグ，婦人靴，
ファッション雑貨，化粧品の因子負荷量が高いが，シニア婦人ブランド，L&S サイズ，婦
人下着，子供服，紳士カジュアルの因子負荷量がマイナスになっている．当該百貨店の品
揃えは相対的にヤング婦人ブランドのほうが高額ブランドを揃えていることから『高級ブ
ランドの婦人衣料，婦人雑貨』を嗜好する因子と解釈できる．第 3 因子は，高級ブランド，
時計・宝飾の因子負荷量がマイナスになっているおり，『普及型の婦人衣料，婦人雑貨』を
嗜好する因子と解釈できる．第 4 因子は『紳士衣料・紳士雑貨全般』を嗜好する因子，第
5 因子は和装小物，リビング全般の因子負荷量が高いことから『癒しのリビング雑貨』を
嗜好する因子と解釈できる． 
次に各顧実の因子得点を入力し，非階層型クラスター分析（k-means 法）を行って顧実
を分類した．図 5-3 はクラスター分析の結果を示す．クラスター1 は『高級ブランドの婦
人衣料，婦人雑貨（2 軸）』因子が低く，そこが特徴のクラスターである．高額の衣料品で
はないが，SPA のような小売業からではなく百貨店で衣料品を購入するグループである．
クラスター2 は『デパ地下特有の食料品（1 軸）』や『癒しのリビング雑貨（5 軸）』の嗜好
の強いクラスターである．服飾品以外で百貨店固有の品揃えがなされるカテゴリー購買に
特徴を有するセグメントである．クラスター3 は『紳士衣料・紳士雑貨(4 軸)』嗜好が強く，
一方，『婦人衣料・婦人雑貨(3 軸)』の嗜好の弱いところに特徴がある．最も顧実の多いク
ラスター4 は，『高級ブランドの婦人衣料，婦人雑貨(2 軸)』，『婦人衣料・雑貨（3 軸）』に
対する嗜好が強い．これらのことから，A 百貨店には，「衣料品」を嗜好するグループ，「デ
パ地下食品」を嗜好するグループ，「紳士衣料・紳士雑貨」を嗜好するグループ，「高級ブ
ランドの婦人衣料，婦人雑貨」を嗜好するグループが存在することが明らかになった．す
なわち，A 百貨店顧実の嗜好から，多岐にわたる商品カテゴリーを最寄品，買回品，専門
品に類型化することができ，次節以降で示す商品カテゴリーのロイヤルティ変数において
も 3 つに分類（CoLOY ， ShLOY ， SpLOY ）し，用いる． 
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図 5-3 顧客の購買嗜好によるクラスター分析の結果 
 
5－5－客単価モデル 
5－5－1 個体内モデル 
本章では，ID 付 POS データ，及び各顧実のデモグラフィックデータを用いて，顧実一
人一人の実単価のメカニズムをモデル化する．実単価には，顧実のストアロイヤルティと
商品ロイヤルティ，百貨店のマーケティング活動が影響すると仮定し，それら変数間のメ
カニズムを回帰モデルの枠組みで表現する．以降では，i  ( 5000,,1i )，t  ( 12,,1t ，
単位は月)は顧実，時点をそれぞれ示す． 
（5-7）式は顧実 i の時点 tでの実単価の対数 itY に関するモデルを示す．  
       
0 1 2 3 4
1 2 1 2
5 6 7 8
it i i it i it i it i it
i it i it i t i t it
Y SLOY CoLOY ShLOY SpLOY
DM DM EVE EVE v
    
   
    
    
  （5-7） 
ただし，  20,it iv N ～ とする． SLOY はストアロイヤルティ，CoLOY， ShLOY および
SpLOYは最寄品ロイヤルティ，買回品ロイヤルティ，専門品ロイヤルティをそれぞれ示
す．  1itDM ，
 2
itDM は，A 百貨店が第 t月に顧実 i に送付した「ポイント・特典」を告知
する DM と新商品入荷など「トレンド」を告知する DM，それぞれの DM 送付数を示す．
 1
tEVE ，
 2
tEVE は，第 t月に A 百貨店が实施したお中元やお歳暮といった毎年定期的に
行われるイベント催事開催日数と物産展，文化催事といった实施時期が決まっていない不
定期のイベント催事開催日数をそれぞれ示す．これらは百貨店のマーケティング活動を示
す変数であり， 0 1 8, , ,i i i   は顧実 i のパラメータであり，それら変数への反応を示す．
（5-8）式は，全ての顧実，時点で独立であると仮定して導出した尤度である． 
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 
5000 12
22
1 1
1 1
exp
22
tp
it i it
i t ii
L Y
 
 
   
 
 β X  （5-8） 
ただし，  tpiiii 820 ,,,  β     
tp
ititititititit EVEDMSpLOYShLOYCoLOYSLOY
21 ,,,,,,,1 X （ tp は転
置を意味する）とする． 
 
5－5－2 ストア・商品ロイヤルティの構造モデル 
本小節には，ストアロイヤルティ変数，商品（最寄品・買回品・専門品）ロイヤルティ
変数のモデルを示す．モデル化では，Guadagni and Little（1983）がブランド選択モデルで
用いたロイヤルティ変数を援用する．（5-9）式が，本章で用いた第 t月の顧実 i のストアロ
イヤルティ，（5-10）式，（5-11）式，（5-12）式は第 t月の顧実 i の商品（最寄品，買回品，
専門品）のロイヤルティのモデルである． 
 , 1 , 11 ,
S
it i i t i i tSLOY SLOY V      0 1i   （5-9） 
 , 1 , 11 ,
Co
it i i t i i tCoLOY CoLOY V      0 1i   （5-10） 
 , 1 , 11 ,
Sh
it i i t i i tShLOY ShLOY V      0 1i   （5-11） 
 , 1 , 11 ,
Sp
it i i t i i tSpLOY SpLOY V      0 1i   （5-12） 
i ， i ， i ， i はそれぞれのロイヤルティの更新の程度を決める平滑化パラメータであ
る． , 1
S
i tV  は顧実 i が時点 1t に店舗に訪問した回数， , 1
Co
i tV  ， , 1
Sh
i tV  ，及び , 1
Sp
i tV  は，顧実 i が
時点 1t  に最寄品，買回品及び専門品を購買した回数を示す． 
（5-9）式，（5-10）式，（5-11）式及び（5-12）式に示したモデルにより，ストアロイヤ
ルティ変数，商品（最寄品・買回品・専門品）ロイヤルティ変数の形成メカニズムが消費
者毎に評価できる．これらのモデルと（5-7）式に示した反応パラメータ
iβ を同時に勘案す
れば，既存顧実の顧実シェアを高めるためのきめの細かい知見を獲得できる． 
 
5－5－3 階層モデル 
本小節には，階層モデルを示す．階層モデルは，消費者毎に異質なパラメータの背後に
仮定する共通性のメカニズムを示すモデルで，本章では，前述した  tpiiii 810 ,,,  β
を被説明変数としたモデルである．  1 81, , ,
tp
i i iz zz は階層モデルの説明変数である
（表 5-2 参照）． 
（5-13）式が iβ の階層モデルになる． 
1 ,i i i β ζ z ε   1,i N ε 0～  （5-13） 
1ζ は全顧実共通の係数行列（9 行×9 列）を， iε は（9 行×1 列）の誤差項ベクトルを，
1 はその分散共分散行列（9 行×9 列）を示す．  
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また，
i
β と同様に， i ， i ， i ， i にも階層モデルを仮定する．これらのパラメータ
の階層モデルは， i を例にとって示せば，
*
i      * *exp / 1 expi i i    を被説明変数
とする．
2ζ は全顧実共通の係数（1 行×9 列）である． i は誤差項（スカラー）を，
2
2 は
その分散を示す． 
*
2i i i  ζ z ，  22,i N 0～  （5-14） 
なお， i ， i ， i においても同様の構造を仮定し，係数を 3 4 5, ,ζ ζ ζ ，分散を
2 2 2
3 4 5, ,   と
おく． 
表 5-2 階層モデルで用いられる顧客属性 
性別 土日祝日来店割合
年齢の対数 16:00以降来店割合
外商扱い 1来店当り購買金額の対数
自宅と店舗の距離の対数 食品購買金額比率
顧客属性
1iz
2iz
3iz
4iz
5iz
6iz
7iz
8iz  
 
5－5－4 概念モデルと推定方法 
図 5-4 は上記 5.5.1 節から 5.5.3 節に示した提案モデルの DAG を示す．個体内モデルの
説明変数の一部（ SLOY ，CoLOY ， ShLOY ， SpLOY ）が構造化されている点が，本
モデルの特徴的な部分である． 
モデルの推定方法はマルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）を採用する．反応パラメ
ータ iβ ，
2
i および 1 5, ,ζ ζ ， 1 ，
2 2
2 5, ,  のサンプリングはギブスサンプラー，ストア・
商品ロイヤルティの構造モデルの平滑化パラメータ i ， i ， i ，及び i のサンプリング
にはメトロポリス・ヘイスティング・サンプラーを用いる．アルゴリズムの詳細について
は，付録 2 を参照のこと． 
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iz                    iβ  
  
2ζ    3ζ      4ζ    5ζ         
iδ     iγ     iδ     iε         
 
 
 
itSLOY  itCoLOY  itShLOY  itSpLOY              iY  
       1 2 1 2
, , ,it it t tDM DM EVE EVE  
 共通性パラメータ 
1ζ
反応パラメータ 
（異質性） 
顧客属性変数 
平滑化パラメータ 
（異質性）
共通性パラメータ 
iβ  
客単価 説明変数 
 
図 5-4 概念モデル 
 
5－6－分析結果 
5－6－1 DM＋イベントに関する反応パラメータの検証 
本章では，マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）の繰り返し回数を 100,000 とし，
はじめの 50,000 をバーンインとして捨てた． 
表 5-3 は個人ごとの反応パラメータβの事後統計量の算定結果である．「標準化事後平均
値」は顧実毎の事後平均値に顧実毎の各説明変数の標準偏差を乗じることによって調整し
た値の平均である．なお，回帰モデルにおける標準化回帰係数は，「（推定した回帰係数）
×（説明変数の標準偏差）÷（被説明変数の標準偏差）」で算定するが，ここでの目的は，
個人ごと回帰係数間の大きさを比較可能にすることであるので，簡便に「（推定した回帰係
数）×（説明変数の標準偏差）」で調整した回帰係数を，「標準化事後平均値」と呼んでい
る．表 5-3 には全ての反応パラメータを示しているが，本小節の分析では，ストアロイヤ
ルティ，最寄品ロイヤルティ，買回品ロイヤルティ，専門品ロイヤルティを対象にした議
論と DM 変数及びイベント変数のパラメータのみを対象にした議論を分けて示す．ストア
ロイヤルティ，最寄品ロイヤルティ，買回品ロイヤルティ，専門品ロイヤルティのパラメ
ータに関しては，対応する変数自体もモデル化されているため，DM 変数及びイベント変
数と同一の議論が行えないためである．それらの変数に関しては次小節で詳細に議論する． 
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表 5-3 反応パラメータの推定値 
標準化事後平均 最大値 最小値 有意である人数
ストアロイヤルティ 0.125 1.726 -0.709 281
最寄品ロイヤルティ 0.096 2.609 -0.375 1,918
買回品ロイヤルティ 0.006 0.605 -0.296 4
専門品ロイヤルティ 0.025 1.349 -0.260 96
ポイント・特典DM 0.221 1.573 -1.213 98
トレンドDM 0.073 0.675 -0.444 10
定期イベント催事 0.174 2.340 -2.084 101
不定期イベント催事 0.056 1.300 -1.197 22  
 
 表 5-3 を見ると，実単価に対して DM，イベント催事が有意に影響している顧実は尐な
い．しかし，百貨店が实施し得るマーケティング施策が実単価に対してどのように影響す
るのかを分析することは非常に重要である．ここでは，DM，イベント催事の中で相対的
に実単価に影響を与えるポイント・特典 DM，定期イベント催事に焦点をあてて議論を進
める．なお，实務上，DM やイベント催事が全ての顧実に対して影響するとは考えづらく，
その観点からは本推定結果は妥当であると考えられる． 
2.3.3 節では，「トレンドに合った商品が販売されていること」や「ポイントや特典を享
受できること」が百貨店への来店動機となり，ダイレクトメールによって百貨店顧実に知
らしめることによって来店動機をさらに高められることを示した．実単価に対して，ポイ
ント特典 DM がトレンド DM よりも有意に影響している顧実が多い．標準化事後平均値も
ポイント特典 DM（0.221）のほうがトレンド DM（0.073）よりも大きな値を示している．
また，「お中元やお歳暮等の定期的に行われる」イベント催事，「物産展や文化催事等の不
定期に行われる」イベント催事は，百貨店特有のマーケティング施策であるが，定期イベ
ント催事の方が有意である顧実数が多い．標準化事後平均値においても定期イベント催事
（0.174）のほうが不定期イベント（0.056）よりも大きい． 
前段はあくまでも平均的な結果に基づく議論である．表 5-4 は，ポイント・特典 DM お
よび定期イベント催事の反応パラメータが，有意である顧実（ポイント・特典 DM；98 名，
定期イベント催事；101 名）と非有意である顧実に分けて算定した標準化事後平均値であ
る．有意顧実においては，ポイント・特典 DM または定期イベント催事が実単価に強く貢
献している，さらに，図 5-5 には，有意顧実（ポイント・特典 DM；98 名，定期イベント
催事；101 名）を対象に顧実毎の反応パラメータの標準化事後平均値がどのような範囲で
分布しているかを示した．この検証でもポイント・特典 DM，定期イベント催事が実単価
に強く影響している．ただし，ポイント・特典 DM，定期イベント催事はほとんどの顧実
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で実単価に大きく正の影響を与えるが，一部の顧実では負の影響を与える． 
 
表 5-4 反応パラメータと標準化事後平均 
ポイント・特典DM 定期イベント催事
標準化事後平均 標準化事後平均
非有意 0.204 非有意 0.151
有意 1.070 有意 1.314  
-3.000
-2.000
-1.000
0.000
1.000
2.000
3.000
-3.000
-2.000
-1.000
0.000
1.000
2.000
3.000
ポイント・特典DM 定期イベント
反応ウェイトパラメータの標準化事後平均値の分布
 
図 5-5 反応パラメータ（有意顧客のみ）の標準化事後平均値の分布 
 
5－6－2 ロイヤルティ関連係数に関する反応パラメータの検証 
表 5-3 を見ると，最も有意な顧実が多いロイヤルティ変数は，最寄品ロイヤルティ（1,918
名）であり，ストアロイヤルティ（281 名）が続く．本小節には，最寄品ロイヤルティ，
ストアロイヤルティに関する反応パラメータの検証結果を示す．これらの反応係数の検証
は，この反応係数の検証と同時に平滑化パラメータの推定結果を検証しなければならない．
以降に，それらの検証結果を示す． 
表 5-5 には，ストアロイヤルティ，最寄品ロイヤルティの平滑化パラメータの事後平均
と有意であった顧実数を示している．有意性検定に関しては，擬似 t-値（事後平均/事後標
準偏差）を算定し，5%の有意水準で有意性を判断した（t-値>|1.96|ならば有意，それ以外
は有意でないと判断）．表に示す事後平均は顧実全体の平滑化パラメータの平均値である．
最寄品ロイヤルティの事後平均を見ると，「1 期前最寄品ロイヤルティ」と「1 期前最寄品
購買回数」が同程度影響して，最寄品ロイヤルティ（習慣性）が形成されたメカニズムだ
とわかる．ストアロイヤルティも同様の傾向である． 
図 5-6 には，有意顧実（最寄品ロイヤルティ；1,918 名，ストアロイヤルティ；281 名）
  
 
99 
を対象に顧実毎の反応パラメータの標準化事後平均値がどのような範囲で分布しているか
を示した．この検証では，全体的に最寄品ロイヤルティよりもストアロイヤルティが実単
価に大きく影響していることがわかる．最寄品ロイヤルティは，有意に実単価に影響しな
がらも影響度合は大きくない． 
 
表 5-5 ロイヤルティ変数の平滑化パラメータの推定値 
最寄品ロイヤルティ変数＇統合変数（ 事後平均 有意である
1期前最寄品ロイヤルティ 0.513 1,993
1期前最寄品購買回数 0.487 ---
ストアロイヤルティ変数＇統合変数（ 事後平均 有意である
1期前ストアロイヤルティ 0.519 2,078
1期前来店回数 0.481 ---  
 
-3
-2
-1
0
1
2
3
-3.000
-2.000
-1.000
0.000
1.000
2.000
3.000
最寄品ロイヤルティ ストアロイヤルティ
反応ウェイトパラメータの標準化事後平均値の分布
 
図 5-6 反応パラメータ（有意顧客のみ）の標準化事後平均値の分布 
 
表 5-6 は，ストアロイヤルティ，最寄品ロイヤルティに対応する反応パラメータの有意
性検証結果とそれらを構成する平滑化パラメータの有意性検証結果を組み合わせて，総合
的に実単価の大きさに影響を与える要素を検討したものである．実単価に対して最寄品ロ
イヤルティが有意に影響（1,918 名）し，同時に平滑化パラメータが有意な顧実は 735 名
（全顧実数の 14.7%）である．また，平滑化パラメータは有意だが，最寄品ロイヤルティ
が実単価に対して有意に影響しない顧実が 1,258 名（全顧実数の 25.2%）いる．一方，ス
トアロイヤルティが有意に影響（281 名）し，同時に平滑化パラメータが有意な顧実は 151
名（全顧実数の 3.0%）である．平滑化パラメータが有意に影響するが，実単価に対してス
トアロイヤルティが有意に影響しない顧実は 1,927 名（全顧実数の 38.5%）である．これ
らの結果は，顧実は過去の購買経験からロイヤルティを形成しているものの，それが実単
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価に強く反映されているわけではないことを示す．この周辺をより詳細に検討するには，
次小節以降に示すように階層モデルの推定結果が参考にできる．本小節に示したように，
反応パラメータの有意性検証結果とそれらを構成する平滑化パラメータの有意性検証結果
を組み合わせることによって，ロイヤルティ変数の影響を総合的に確認することができる． 
表 5-6 反応パラメータとウェイトパラメータの関係 
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
非有意 1,824 36.5% 1,258 25.2% 非有意 2,792 55.8% 1,927 38.5%
有意 1,183 23.7% 735 14.7% 有意 130 2.6% 151 3.0%
ス
ト
ア
・
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ
最
寄
品
ロ
イ
ヤ
ル
テ
ィ
非有意 有意
1期前最寄品ロイヤルティ 1期前ストアロイヤルティ
非有意 有意
 
 
5－6－3 階層モデルの検証 
表 5-7 には，反応パラメータの階層モデルにおける回帰係数 ζの事後平均を示す． 
回帰係数 ζの推定値を検証すれば，消費者反応の形成メカニズムが評価できる．「年齢」
に着目すると，年齢が高い顧実ほど，ストアロイヤルティへの反応（0.070）が大きく，専
門品ロイヤルティやトレンドを紹介する DM への反応（-0.501，-0.113）は小さくなる．「外
商顧実」は，ストアロイヤルティや買回品ロイヤルティへの反応（0.048，0.198）が高い．
「自宅と店舗の距離」が長い顧実は，ストアロイヤルティへの反応（-0.020）が低いが，
専門品ロイヤルティへの反応（0.185）が高い．これら顧実属性から，年齢が相対的に高く，
「自宅と店舗の距離」が近い顧実に対しては購買嗜好を把握してストアロイヤルティを高
める施策，年齢が相対的に低く，「自宅と店舗の距離」が遠い顧実に対してはストアロイヤ
ルティよりも専門品ロイヤルティを高める施策が有効であると考えられる． 
「土日祝日来店割合」が高い顧実は，お中元やお歳暮ギフトセンター等の定期的に行わ
れるイベント催事の反応（-0.013）に負に影響するが，物産展・文化催事といった实施時
期が決まっていない不定期のイベント催事の反応（0.024）には正に影響する．「16 時以降
購買する割合」の高い顧実は，ストアロイヤルティへの反応（0.047）が高いが，最寄品ロ
イヤルティ，ポイント・特典 DM，不定期のイベント催事への反応（-0.154，-0.173，-0.024）
が低くなる．また，「食品購買金額の割合」の高い顧実についても，最寄品ロイヤルティ，
ポイント・特典 DM，不定期のイベント催事への反応（-0.341，-0.383，-0.025）が低くな
る．これらから，土日祝日の日中に来店する顧実に対しては，不定期のイベント催事が有
効な施策であると考えられるが，平日の夕方以降に食品を主に購買する顧実には有効な施
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策が見当たらない． 
このように，顧実属性の違いによって反応パラメータの生起メカニズムに違いが生じて
いる．なお，平滑化パラメータに関しても同種の解析を行えるが，紙幅の都合上本稿では
割愛する． 
表 5-7 共通性パラメータζの推定値 
定数項 3.918 * -0.073 0.491 1.015 0.741 0.812 0.536 * -0.005 0.038
性別 0.540 * 0.025 -0.111 0.061 -0.141 0.027 -0.038 -0.007 0.000
年齢＇対数（ 0.280 0.070 * 0.027 -0.201 -0.501 * 0.057 -0.113 * 0.002 0.002
外商扱い 0.152 0.048 * -0.089 0.198 * -0.095 0.057 0.011 0.001 -0.007
店舗間距離
＇対数（
-0.302 * -0.020 * 0.045 -0.031 0.185 * -0.038 0.006 0.003 -0.003
土日祝日購
買割合
-0.297 * -0.028 -0.022 -0.070 0.297 -0.058 0.011 -0.013 * 0.024 *
16時以降購
買割合
0.669 * 0.047 * -0.154 * 0.003 0.190 -0.173 * -0.079 -0.002 -0.024 *
食品購買金
額比率
-0.934 * -0.014 -0.341 * 0.212 -0.201 -0.383 * -0.061 0.002 -0.025 *
*は5％水準で有意であることを示す
トレンドDM
定期イベン
ト
不定期イベ
ント
定数項
ストアロイヤ
ルティ
最寄品ロイ
ヤルティ
買回品ロイ
ヤルティ
専門品ロイ
ヤルティ
ポイント・特
典DM
 
 
5－6－4 マーケティング施策への示唆 
5.6.1 節に示したように，A 百貨店の優良顧実の実単価には，最寄品ロイヤルティ（食品
の習慣的な購買行動），ストアロイヤルティ（習慣的な来店行動），ポイント・特典を告知
する DM，およびお中元やお歳暮等の定期イベント催事が有意に影響する顧実が多い．本
小節では，実単価に対して習慣的な最寄品購買行動や来店行動が影響する顧実タイプ，お
よび実単価に対してポイント・特典 DM や定期イベント催事といったマーケティング施策
が影響する顧実タイプに焦点をあてて議論を進める． 
既存顧実の顧実シェアを拡大するために用いられる活動には，クロスセリング戦略，ア
ップセリング戦略，そしてチャネル管理戦略がある（Kamakura et.al,，2005）．クロスセリ
ングとは，顧実が様々なカテゴリーをまたいで購買する，いわゆる買い回り行動を指す言
葉である．クロスセリング戦略では，買い回りを促進させることで顧実シェアの拡大を狙
う．アップセリング戦略では，顧実の希望する製品やサービスよりも高級なまたは高価格
帯のものを購入してもらうことを狙っている．すなわち，尐しでも高い製品，高級なサー
ビスの需要を喚起し，実単価を高めるための戦略である．チャネル管理戦略は，顧実の需
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要を喚起するために，異なるチャネルに顧実を誘導することを狙った戦略である．これら
の戦略に照らして実単価を高めるマーケティング施策を考察する． 
 
16時以降購買割合 年齢＇対数（
最寄品ロイヤルティ 外商扱い
ストアロイヤルティ
食品購買金額比率 自宅と店舗の距離
16時以降購買割合
16時以降購買割合
ポイント・特典ＤＭ 土日祝日購買割合 定期イベント催事
食品購買金額比率
θ=-0.173
θ=-0.383
θ=-0.013
θ=-0.154
θ=-0.341
θ=0.070
θ=0.048
θ=0.047
θ=-0.020
 
図 5-7 反応パラメータβと共通性パラメータζの関係 
 
図 5-7 には，最寄品ロイヤルティ，ストアロイヤルティ，ポイント・特典 DM 及び定期
イベント催事に対応した反応パラメータと有意である共通性パラメータとの関係を示した．
これらを確認すれば，顧実属性の違いによるマーケティング施策の方向性が把握できる． 
相対的に日中に来店し，全購買金額に対する食品購買金額比率が低い顧実は，最寄品ロ
イヤルティ（食品の習慣的購買）が高まることによって実単価に貢献する．日中に来店し，
全購買金額に対する食品購買金額比率が低い顧実には，顧実の食品に関する嗜好を捉えて，
日中の食品の品揃えを充实させることがもとめられる．食品を習慣的に購買してもらうこ
とによって，他商品を買い回り，実単価に貢献することが考えられる．そのため，買回り
行動を促進するクロスセリング戦略が有効な戦略である． 
相対的に年齢が高く，外商扱い，自宅と店舗との距離が短く，16 時以降に来店する顧実
は，ストアロイヤルティ（習慣的来店行動）が高まることによって実単価に貢献する．外
商担当者は，来店を促進し，顧実の嗜好を逐次確認しながら，様々な商品を勧めるクロス
セリング，高級または高価格帯なものを購入してもらうアップセリングが有効な戦略であ
ると考えられる． 
日中に来店し，全購買金額に対する食品購買金額比率が低い顧実には，ポイント・特典
DM が実単価に影響することから，非食料品のお買い得情報を DM で告知することが有効
であると考えられる．百貨店を利用する消費者はスーパーマーケットを利用する消費者と
比較して，来店前に購買を意図する計画購買率が高いといわれる（中山・鶴見,2007；青
木,1989）．そのため，ダイレクトメールのような店舗外マーケティングの高度化が必要に
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なる．例えば，尐し高級なまたは高価格帯のものではあるが，ポイントや特典が付与され
る等の情報をダイレクトメールに掲載するなどのアップセリング戦略，買回りを促進した
商品を掲載するなどのクロスセリング戦略があげられる．お中元やお歳暮等の定期イベン
ト催事は，他階への買回りを目的にした百貨店独自の集実装置である（神保,2001）．その
ため，平日にお中元やお歳暮等の定期イベント催事を利用する顧実に対しては，買回りを
促進するクロスセリング戦略が有効な戦略であると考えられる． 
以上，実単価に対して習慣的な最寄品購買行動や来店行動が影響する顧実タイプ，ポイ
ント・特典 DM や定期イベント催事といったマーケティング施策が影響する顧実タイプに
ついて，階層モデルの結果をもとに議論を進めた．百貨店の実単価の形成メカニズムは，
スーパーマーケットの実単価の形成メカニズムに比べて明らかにされていないことが多い．
本章の検証は，その課題に対する第一歩となる研究であり，今後より精緻な知見抽出を实
現するために，本章のモデルで不十分な部分を埋め合わせる意味で，实務経験を事前知識
としたモデルの高度化を図る必要がある． 
 
5－7－本章のまとめ 
本章では，百貨店で蓄積された ID 付 POS データを用いて百貨店の既存顧実一人一人の
一来店当り購買金額（実単価）に影響を与える要因及びメカニズムを明らかにした．実単
価には，顧実のストアロイヤルティ，最寄品・買回品・専門品ロイヤルティ，百貨店のマ
ーケティング・ミックス（ダイレクトメールとイベント催事）が影響すると仮定し，回帰
モデルの枠組みでモデル化した（個体内モデル）．ダイレクトメールは，ポイント・特典を
告知する DM，トレンドを告知する DM を説明変数とし，イベント催事は，お中元やお歳
暮といった定期イベント催事，物産展，文化催事といった不定期のイベント催事を説明変
数とした．さらにストアロイヤルティ変数，最寄品・買回品・専門品ロイヤルティ変数を
統合変数とし観測変数から形成した（構造モデル）．また，個体内モデルの反応パラメータ
及び構造モデルの平滑化パラメータは，顧実属性を用いて階層化し，顧実の異質性を表現
した．モデルの推定は，マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）を採用した．このモデ
ル化の利点は，各統合変数の重視度評価と統合変数への反応を明示的に分離して，個人毎
に評価できる点である．また，観測変数を統合変数化せずにモデル化するよりも安定的に
パラメータを推定することができる．しかし，観測変数を統合変数化しないモデル推定が
安定的にできた場合には，提案モデルよりも解釈が容易である．このアプローチに対して
  
 
104 
はモデル推定に変数選択を同時に組み込むモデル推定法が考えられるが，この点について
は今後の課題とする． 
表 5-8  本章の提案モデル 
＜提案モデル＞
消費者の異質性を考慮した百貨店客単価モデルの評価
習慣的来店行動＇ストアロイヤルティ（の影響
習慣的商品カテゴリー＇最寄品,買回品,専門品（購買行動の影響
商品カテゴリーのトレンドを告知するダイレクトメールの影響
ポイント・特典を告知するダイレクトメールの影響
定期的に行われるイベント催事の影響
不定期的に行われるイベント催事の影響
 
提案モデルの推定結果から，食品の習慣的な購買行動を示す最寄品ロイヤルティが有意
な顧実が多く，次いで店舗の習慣的来店行動を示すストアロイヤルティが続く．最寄品ロ
イヤルティは実単価に影響を与える顧実が多いものの，その影響の度合が小さい．これら
の結果は，実単価を増やすためには，顧実毎に効果的なマーケティング施策を实行する必
要があることを示唆している．例えば，ポイント・特典を告知するダイレクトメールは，
実単価に対して有意に影響を与える顧実が尐ないものの，その尐数顧実に対しては大きな
影響を与えるマーケティング施策となり得る．御中元や御歳暮のような定期的に行われる
イベント催事においても同様の傾向である．図 5-8 に示すように，顧実毎に実単価の大き
さに影響を与える要因を把握できれば，無駄のない効率的なマーケティングを行うことが
可能となる．顧実シェア拡大を図るために効果的に実単価を向上させるためには，前述し
たマーケティング施策を实施することが一つの方向性となる． 
顧実 1 人当りのある期間の購買金額は，来店回数と 1 来店当り平均買上金額（実単価）
の積で決まる．第 4 章では，既存顧実の来店回数モデルを推定し来店回数向上に貢献する
マーケティング施策を把握し，本章では，既存顧実の実単価モデルを推定し実単価向上に
貢献するマーケティング施策を把握した．それぞれのモデルの推定結果は，顧実毎に来店
回数または実単価のそれぞれに有効なマーケティング施策を把握するに留まらずに，顧実
シェアを拡大するには来店回数向上戦略と実単価向上戦略のいずれが効果的なのかを比較
する必要があることを示唆している． 
本章には次の技術的課題が残されている．本章では月別のデータを用いて検証を行った．
そのため，月という集計単位よりも細かい挙動に関しては評価できない．具体的にいえば，
月初に送付された DM と月末に送付された DM の効果の差は評価できていない．また，イ
  
 
105 
ベント変数も同様の点で評価できていない．これらの点は，月次データを使用してモデル
化した本アプローチの限界である．この課題に対応するためには，月次よりも粒度の細か
い日別や週別のデータを用いて検証しなければならないが，単に月次で提案したモデルを
それら日別や週別のデータに適用するだけではこの課題に対応できず，データの粒度にあ
ったモデル化が必要になる． 
顧客毎
に影響違う
顧客シェア
の拡大
来店回数
向上
客単価
向上
客単価を高めるための
マーケティング施策
 
図 5-8 顧客シェア拡大のためのマーケティング施策 
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第５章 結論 
 
6－1－本研究の結論 
6－1－1 各章の結論 
本研究では，百貨店店舗における顧実の購買行動を明らかにし，百貨店におけるマーケ
ティング施策を高度化するための方向性を提示することを目的として行った．具体的には，
（1）百貨店顧実の態度ベース店舗選択（顧実満足）に対して小売ミックス属性の期待や評
価がどのように影響しているのか，（2）百貨店顧実の来店回数に対してマーケティング施
策や習慣的な来店行動がどのように影響しているのか，（3）百貨店顧実の実単価の大きさ
に対してマーケティング施策や習慣的な来店行動，商品カテゴリーの習慣的な購買行動が
どのように影響しているのか，の 3 点をモデル化した．CRM 的観点に立てば，顧実一人一
人の嗜好の影響を評価できれば，個別対応型のマーケティング施策を高度化できる．その
ため，本研究のモデル化ではベイズモデルを用いた．モデル推定によって，顧実満足とい
う態度面からの顧実維持，来店回数や１来店当りの購買金額（実単価）による顧実シェア
拡大という行動面からの顧実維持につなげる知見を獲得し，防御的戦略を“高度化する”
ための個別対応型のマーケティング施策を議論した． 
第 3 章では，第一のテーマとして，百貨店顧実の店舗選択行動（顧実満足）に対する小
売ミックス属性の期待や評価の影響を明らかにした．なお，日本では競合店舗を含めたパ
ネルデータが取得困難であるため，アンケートデータを用いて，消費者の百貨店の小売ミ
ックス属性（品揃え，施設，店員，利便性，イベント）に対する期待や評価が，態度ベー
ス店舗選択（店舗満足）に対してどのように影響するかを確認した（個体内モデル）．さら
に，それら小売ミックス属性に対する期待や評価をその形成メカニズムをもモデル化する
ことにより，モデル内に説明変数として取り込んだ（構造モデル）．また，個体内モデルの
反応パラメータ，構造モデルの平滑化パラメータは，顧実属性を用いて階層化し，顧実の
異質性を表現した．反応パラメータの推定値から，店舗満足には，品揃え評価および品揃
え期待が強く影響することを明らかにした．ただし，品揃えよりも店舗内での施設の利用
や店員の接実サービスの提供を高く評価する消費者も存在し，品揃えの評価と施設の評価，
品揃えの評価と店員の評価の影響度合は負の相関関係になっていることも確認できている．
次に品揃え期待および品揃え評価の形成メカニズムの考察を行い，品揃え期待と品揃え評
価の形成メカニズムの違いを確認でき，さらには店舗毎に重視される要素が異なることも
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見出した．階層モデルの結果からは，顧実属性の違いによる，反応パラメータの生起メカ
ニズムの違い，小売ミックス要素の重視する視点の違いを確認することができた．これら
から，顧実が店舗選択するときには，小売ミックス属性（品揃え，施設，店員，利便性，
イベント）の内，どの小売ミックス属性を重要視するのか，期待や評価をするときにはど
のような属性要素を用いているのかを確認することができ，態度面から既存顧実の維持率
を高めるマーケティング施策の方向性を示すことができた．また，顧実属性を説明変数と
した階層モデルによって，新規顧実を獲得する場合のターゲットに関する情報を獲得する
ことができた． 
第 4 章では，第二のテーマとして，百貨店が蓄積した ID 付 POS データを用いて既存顧
実一人一人の百貨店への来店行動（来店回数）に影響を与える要因及びメカニズムを明ら
かにした．顧実 5,000 人の ID 付 POS データと，それらにあわせて取得できているイベン
ト催事や DM 枚数といったデータを同時に用い，解析を行った．来店回数には，顧実の習
慣的来店行動を示すストアロイヤルティと百貨店特有のマーケティング施策（ダイレクト
メールとイベント催事）が影響すると仮定し，階層ベイズポアソンモデルの枠組みでモデ
ル化した（個体内モデル）．さらに，ストアロイヤルティ変数，ダイレクトメール変数，及
びイベント催事変数を統合変数として観測変数から形成しモデル化した（構造モデル）．ま
た，個体内モデルの反応パラメータ，構造モデルの平滑化パラメータは，顧実属性を用い
て階層化し，顧実の異質性を表現した．反応パラメータの推定値からは，来店回数に対し
てダイレクトメールが最も強く影響し，ストアロイヤルティとイベント催事が続く．ブラ
ンド選択，カテゴリー購買生起に関する先行研究では，習慣的購買行動を示すロイヤルテ
ィ変数がマーケティング変数よりも影響が大きいことを示しているが，本研究では異なる
結果となった．さらに構造異質性を事後的に評価することで，ストアロイヤルティ，ダイ
レクトメール及びイベント催事の全てが有意であるパターン（モデル 1）とストアロイヤ
ルティ，ダイレクトメールが有意であるパターン（モデル 3）が顧実の多数を占めている
ことがわかった．次にこれら 2 パターンのマーケティング施策（ダイレクトメール，イベ
ント催事）に関するウェイトパラメータを確認した．ダイレクトメールではカード優待告
知を最も重要視することがわかった．『ポイント，特典』を顧実に知らしめるダイレクト・
マーケティングが有効な施策であると示した先行研究と一致している．また，ストアロイ
ヤルティ，ダイレクトメール，イベント催事に対応する反応パラメータの有意性検証結果
とそれらを構成する要素のウェイトパラメータの有意性検証結果を組み合わせて，総合的
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に来店回数に影響を与える要素を検討した．その結果，本質的にストアロイヤルティが来
店回数に影響する顧実，ダイレクトメールやイベント催事が来店回数に影響する顧実が確
認できた．全般的に，ダイレクトメールは，いずれのものでも来店回数に対して有意に影
響を与える．一方，本質的にイベント催事が来店回数に影響する顧実は尐ない．階層モデ
ルの結果からは，顧実属性の違いによる，反応パラメータの生起メカニズムの違い，スト
アロイヤルティ，ダイレクトメール，イベント催事の重視する視点の違いを確認すること
ができた．本研究の知見に基づけば，顧実一人一人がどのマーケティング施策を重要視す
るのかを把握できるため，既存顧実の来店回数を促進して顧実シェア拡大（行動面の顧実
維持）につなげることが可能である．また，顧実属性を説明変数とした階層モデルによっ
て，購買記録のない新規顧実を獲得する場合のターゲットに関する情報を獲得することが
できた． 
第 5 章では，第三のテーマとして，百貨店で蓄積された ID 付 POS データを用いて百貨
店の既存顧実一人一人の一来店当り購買金額（実単価）の大きさに影響を与える要因及び
メカニズムを明らかにした．第 4 章と同様に，顧実 5,000 人の ID 付 POS データと，それ
らにあわせて取得できているイベント催事や DM 枚数といったデータを用いている．実単
価には，顧実のストアロイヤルティ，最寄品・買回品・専門品ロイヤルティ，百貨店のマ
ーケティング・ミックス（ダイレクトメールとイベント催事）が影響すると仮定し，階層
ベイズ回帰モデルの枠組みでモデル化した（個体内モデル）．ダイレクトメールは，ポイン
ト・特典を告知する DM，トレンドを告知する DM を説明変数とし，イベント催事は，お
中元やお歳暮といった定期イベント催事，物産展，文化催事といった不定期のイベント催
事を説明変数とした．さらにストアロイヤルティ変数，商品カテゴリーに対するロイヤル
ティ変数を統合変数として観測変数から形成しモデル化した（構造モデル）．また，個体内
モデルの反応パラメータ，構造モデルの平滑化パラメータは，顧実属性を用いて階層化し，
顧実の異質性を表現した．反応パラメータの推定結果から，実単価に対して最寄品ロイヤ
ルティが最も有意に影響するが，ストアロイヤルティよりも影響度合の尐ないことが明ら
かになった．一方，ダイレクトメールやイベント催事が実単価に対して有意に影響する顧
実は尐ないものの，一部の顧実に対してこれらは大きな影響を与える．また，第 4 章と同
様に最寄品ロイヤルティとストアロイヤルティに対応する反応パラメータの有意性検証結
果とそれらを構成する要素のウェイトパラメータの有意性検証結果を組み合わせて，総合
的に実単価の大きさに影響を与える要素を検討した．その結果，顧実は，過去の購買経験
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からロイヤルティを形成しているものの，それが実単価に強く反映されているわけではな
いことを確認できた．階層モデルの結果からは，顧実属性の違いによる，反応パラメータ
の生起メカニズムの違いを確認することができた．本研究の知見に基づけば，顧実一人一
人がどのマーケティング施策を重要視するのかを把握できるため，既存顧実の実単価向上
を促進して顧実シェア拡大（行動面の顧実維持）につなげることが可能である．また，顧
実属性を説明変数とした階層モデルによって，購買記録のない新規顧実を獲得する場合の
ターゲットに関する情報を獲得することができた． 
（1）態度ベース店舗選択（顧実満足）モデル（第 3 章），（2）来店回数モデル（第 4 章），
（3）実単価モデル（第 5 章）によって，態度面と行動面の両面から顧実維持につなげる百
貨店の防御的戦略を議論することができた． 
 
顧客維持＇態度面（
研究テーマ3
百貨店顧客の客単価
顧客維持＇行動面（
百貨店の防御的戦略を高度化するための個別対応型マーケティング施策を導く
研究テーマ1
百貨店顧客の店舗選択行動
＇顧客満足（
研究テーマ2
百貨店顧客の来店回数
 
図 6-1 本研究のテーマ 
 
6－1－2 各章の統合解釈 
第 3 章では態度ベースの店舗満足のメカニズム，第 4 章では来店回数の生起メカニズム，
第 5 章では実単価のメカニズムを明らかにした．本小節では，3 つの研究結果からマーケ
ティング施策についての総合的な考察を行う．本研究では，これまで態度面の顧実維持と
して店舗満足，行動面の顧実維持として来店回数及び実単価を高めるマーケティング施策
について考察した．しかし，百貨店の経営資源には限りがあるため，3 つの顧実維持戦略
の中でどれを優先して行うべきかを考えることは实務上重要である． 
百貨店店舗では，第一に顧実満足を高める施策が優先して求められると考える．顧実の
満足を高められない店舗では，顧実の離反が容易に生じてしまうため，顧実生涯価値を高
めることができないからである．清水（2006）は，消費者がブランドを購入するときには，
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本当にブランドに満足して購入している場合と満足していないが仕方なく購入している場
合に分かれることを示した．ブランドに満足して購買している場合，競合店舗の存在はさ
ほど問題にならないが，一方で後者のような消去法的な購買の場合，競合店舗の動向によ
って簡単にスイッチングしてしまうことを指摘している．1.1 節に示した通り，現在百貨
店を取り巻く小売環境の競争は激化しており，満足を提供できない店舗では顧実の離反は
避けられず，行動面の顧実維持に発展する可能性も低い．店舗満足を高めるために着目す
べき小売ミックス属性及び要素，それらを高めるためのマーケティング施策は，3.4 節に
示した通りであるためここでは割愛する． 
次に行動面の顧実維持を高める施策が求められるが，顧実シェアは来店回数と 1 来店当
り買上金額（実単価）の積で決まるため，来店回数と実単価に有効なマーケティング施策
を個別に把握するのではなく，両者を比較検討して議論する必要がある．ここでは，第 4
章で明らかになった来店行動メカニズム，第 5 章で明らかになった実単価メカニズムを組
み合わせて，図 6-2 をもとに優先すべき顧実タイプ及び有効なマーケティング施策の方向
性について考察する．タイプ①は，来店回数と実単価が高まると見込まれるグループであ
る．日中に来店し，食品購買金額の低い顧実がこのグループに該当する．物産展等の企画
催事によって来店回数が高まり，さらに最寄品を習慣的に購買することによって実単価が
高まるグループと考えられる．タイプ②は，来店回数が高まると見込まれるグループであ
る．表 4-19 中，ポイント・特典告知ＤＭ重視型顧実，新商品告知ＤＭ重視型顧実がこのグ
ループに該当する（詳細な顧実タイプは表 4-19 を参照のこと）．ポイント・特典告知ＤＭ
重視型顧実には，年齢が高めの女性顧実が嗜好する商品，相対的に価格を抑えた商品の提
案が有効である．新商品告知ＤＭ重視型顧実には，情報（価格・品質・デザイン等）をダ
イレクトメールで告知することが有効である．タイプ③は，実単価が高まると見込まれる
グループである．年齢が高く，自宅と店舗の距離が近い顧実がこのグループに該当する．
習慣的な来店行動を高めることによって実単価が高まるため，年齢が高めの顧実が好む商
品を夕方以降に取り揃えることが有効な実単価促進策となり得る．タイプ①からタイプ③
を俯瞰的に見ると，総じて来店行動にはマーケティング施策，実単価の大きさには習慣的
な来店行動や商品カテゴリー購買行動が影響を与えることを示唆している．タイプ④は，
マーケティング施策によって来店回数及び実単価が高まる見込みのないグループになるた
め，本小節での議論は割愛する．なお，タイプ①からタイプ③のグループの内，百貨店店
舗はどのグループの維持戦略を優先すべきかであるが，タイプ①→タイプ②→タイプ③の
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順であると考えられる．タイプ①は来店回数と実単価ともに高まる可能性が高く，費用対
効果が高いためである．次に優先されるのはタイプ②，そしてタイプ③が続くと考えられ
る．4.4 節と 5.6 節を比較検討すると，多くの顧実の来店行動に対してダイレクトメールを
はじめとするマーケティング施策が大きく影響を与えているのに対し，実単価に対してマ
ーケティング施策及び習慣的な来店行動や購買行動が大きく影響しないからである．その
ため，百貨店店舗が効率的に顧実シェア拡大を図るためには，タイプ②を優先すべきであ
る． 
以上，本小節では，態度ベースの店舗満足のメカニズム（第 3 章），来店行動のメカニ
ズム（第 4 章），実単価のメカニズム（第 5 章）の推定結果をもとに，総合的なモデル解釈
を行った． 
低 高
低 ④ ②
高 ③ ①
来店回数
客
単
価
 
図 6-2 来店回数と客単価の統合的解釈 
 
6－2－本研究の学術的貢献 
＇1（消費者の異質性を考慮した顧客満足構造の把握 
本研究では，消費者の異質性を考慮した格差モデル（Parasuraman et.al．，1985），パフォ
ーマンス評価モデル（Cronin and Taylor，1992），一般化格差モデル（Boulding et.al．，1993）
を推定し，いずれのモデルが顧実満足構造を適切に説明できるのかを明らかにした．従来
の研究では，異質性を考慮しない平均的な顧実満足モデルの評価に留まっていた．本研究
では，顧実の異質性に配慮したモデル推定を行うことで，CRM の顧実維持の観点でモデル
推定結果を利用することが可能となった． 
 
＇2（店舗選択に対する百貨店特有の小売ミックス要因の影響の把握 
本研究では，百貨店業態特有の小売ミックス要因であるイベント催事が顧実満足にどの
ように影響するのかを把握することができた．従来の研究では，商品，店舗施設，販売員，
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利便性に関連する情報が店舗選択に影響を与えることが示されていた．百貨店業態に関す
る先行研究では，百貨店店舗が，買い回り品を主力商品として取り扱ってきたことからイ
ベント催事を強化してきたことが示されているものの，計量的な議論はされてこなかった．
本研究では，商品，店舗施設，販売員，利便性に関連する情報に，イベント催事を加えて
顧実満足に対する影響を顧実毎に定量化できた． 
 
＇3（来店行動に対する百貨店特有のマーケティング施策の影響の把握 
本研究では，百貨店業態特有のマーケティング施策が来店生起行動にどのように影響す
るのかを把握することができた．先行研究の来店生起モデルでは，慣性行動（ロイヤルテ
ィ変数），マーケティング要因，デモグラフィック要因等が多く用いられていた．慣性行動
の 1 つにロイヤルティ変数がある．既存研究では，百貨店顧実の計画購買率が高いことか
ら，ダイレクトメールが有効であり，「トレンド」や「ポイント特典」を告知することが来
店動機を高めることが示された．また，前述のイベント催事も来店生起を高める百貨店特
有の機能と考えられるが，計量的な議論がされていなかった．本研究では，これらの百貨
店特有のマーケティング施策が来店生起行動に対する影響を顧実毎に把握することができ
た． 
 
＇4（客単価の大きさに対する百貨店特有のマーケティング施策の影響の把握 
本研究では，百貨店業態特有のマーケティング施策が 1 来店当り購買金額（実単価）に
どのように影響するのかを把握することができた．先行研究では，買い回り行動に対する
自商品・他商品の価格削減，自商品カテゴリー・他商品カテゴリーのプロモーション，広
告・チラシ，ダイレクトメールの影響を評価している．しかし，店舗内での限られた商品
カテゴリーの買い回り行動を分析している．また，ダイレクトメール，イベント・催事等
のきめの細かいマーケティング施策の分析は必要であるが，先行研究ではなされていない．
本研究では，Bell and Lattin（1998）を援用して，複数カテゴリーの購買状況を合成変数（実
単価）として代用して設定し，百貨店業態特有のマーケティング施策（ダイレクトメール，
イベント・催事）がどのように影響するのかを顧実毎に把握できた． 
 
＇5（防御的戦略を高度化する個別対応型のマーケティング施策の把握 
本研究では，消費者の異質性を考慮した態度ベース店舗選択（顧実満足）モデル，来店
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回数モデル，実単価モデルによって，百貨店の防御的戦略を議論した．先行研究では，防
御的戦略の重要性は議論されてきたが，計量的な分析までは至っていない．本研究では，
Fornell（1992）を援用して，百貨店の顧実を態度面と行動面の両面から維持するためのマ
ーケティング施策について計量的に分析し，議論することができた． 
 
6－3－本研究の残された課題 
＇1（顧客の購買嗜好＋状況要因を考慮した顧客満足構造の把握 
本研究では，顧実の商品カテゴリーに関する購買嗜好を考慮した満足構造を把握するま
では至っていない．一人の顧実がすべての商品カテゴリーにおいて強いこだわりを持って
いたり流行性を評価しているわけではない．例えば衣料品はこだわるが，食料品は安いも
ので済ませるなどカテゴリーによって消費スタイルが変化することは十分考えられる．提
案したモデルには，このようなカテゴリー間の嗜好の違いを考慮できていない．また，本
研究では顧実の行動に影響を与える状況要因の把握が不十分である．たとえば百貨店での
買物が，補充的な買物なのか，主要な買物なのか，課題が不明確である点である．尐し不
足している食品だけを購買するような顧実と休日に大半の食品を買い回るような顧実では，
重要視する小売ミックス属性や要素が異なると考えられる．今後はこのような顧実の状況
要因を考慮したモデルの提案が必要であろう． 
 
＇2（百貨店顧客の計画的購買の把握 
本研究では，百貨店顧実の詳細な計画的購買の把握までは至っていない．来店行動メカ
ニズムモデル（第 4 章）及び実単価メカニズムモデル（第 5 章）で用いたマーケティング
施策（DM）は，百貨店顧実が計画的購買をするという仮定で設定した．計画的購買には，
①来店前に商品レベルを計画，②来店前に商品レベル及び銘柄レベルを計画，③来店前に
特定銘柄を計画し，来店後に別銘柄を購入，等に分類することができる（杉本，2012）．今
後は詳細な計画的購買を考慮したモデル化が必要であろう． 
 
＇3（セールの影響の把握 
本研究では，来店行動メカニズムモデル（第 4 章）及び実単価メカニズムモデル（第 5
章）で用いたデータにセール開催に関する情報を含めていない．百貨店ではシーズンごと
に品揃えを大きく変化させる（中山・鶴見，2007）ため，それぞれのシーズンの終盤には
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売れ残りを減らすためにセールを開催する．セールの開催は，顧実の来店行動や実単価に
大きく影響を与えることが考えられる．しかし，同一商品カテゴリーの中でもセールを行
っているブランド，行っていないブランドに分かれてしまい，明示的に捉えることが困難
であるため，本研究では変数として含めていない．ただし，顧実の来店や実単価向上を促
進する施策であるため，今後セールのデータ化が必要であろう． 
また，セールのパターン化ができていないことによって，顧実にセール開催の情報伝達
が適切にできていないことも考えられる．实務上の課題として，開催スケジュール，告知
方法等検討し，顧実に対してセールの開催を適切に伝達していく必要がある． 
 
＇4（来店行動モデル＋客単価モデルで用いたデータの粒度 
本研究では，来店行動メカニズムモデル（第 4 章）及び実単価メカニズムモデル（第 5
章）で月別のデータを用いており，月という集計単位よりも細かい挙動に関しては評価で
きていない．具体的には，月初に送付された DM と月末に送付された DM の効果の差は評
価できていないし，イベント・催事も同様の点で評価できていない．この課題に対応する
ためには，月次よりも粒度の細かい日別や週別のデータを用いて検証しなければならない
が，単に月次で提案したモデルをそれら日別や週別のデータに適用するだけではこの課題
に対応できず，データの粒度にあったモデル化が必要であろう． 
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ステム，先生方のおかげであると深く感謝申し上げる次第である． 
 論文作成にあたり，その時々において猿渡教授に温かく，的確で丁寧なご指導をいただ
いたことに感謝申し上げたい．論文作成及び学会での発表にあたり，西尾チヅル先生には
多大なるご指導をいただいた．深くお礼を申し上げたい．また，主指導である佐藤忠彦教
授においては，研究について全く知識を持たない修士課程から研究プロセスの組み立て方，
分析手法，結果の意味といった基礎的なことから，博士論文作成の全般にわたり，細かく
親身になってご指導いただいた．これらの指導は小生に大きな影響を与え，視野を大きく
広げることができた．深く感謝申し上げたい． 
 最後に，私の意思を尊重して修士課程から長年応援してくれた家族に心より感謝したい． 
 
 
 
2014 年 6 月 
筑波大学院 茗荷谷キャンパスにて 
 
山田 浩喜 
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付録 1 
小売ミックス属性を構成する要素の期待と評価 
前回、A店に行ったとき、来店する前の期待と来店後の評価はどの程度でしたか。
　＇各項目について、来店前にどう思っていたのか＇店に行く前の期待（、語尾を＇　（のことばに読み替えて、実際に来店してみて
　　どうだったのか＇店に行った後の評価（、あてはまる番号を０つ選んで、右の回答欄に入れて下さい。（
全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い
あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い
ど
ち
ら
で
も
な
い
や
や
あ
て
は
ま
る
か
な
り
あ
て
は
ま
る
全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い
あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い
ど
ち
ら
で
も
な
い
や
や
あ
て
は
ま
る
か
な
り
あ
て
は
ま
る
０.自分のニーズに合った品揃え・ブランドがあるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
１.世間の流行に合った品揃え・ブランドがあるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
２.欲しいものが選べる豊富な品揃え・ブランドがあるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
３.安心・信頼できる商品があるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
４.自分にとってちょうどよい価格帯の商品があるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
５.清潔な施設＇休憩所・トイレ（だろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
６.ゆとりのある施設＇休憩所・トイレ（だろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
７.施設＇休憩所・トイレ（が探しやすいだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
８.通路が歩きやすいだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
10.エレベータ の中が混み過ぎず快適だろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
11.上り・下りで面倒にならないエスカレータだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
12.店員は礼儀正しいだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
13.店員は親しみやすいだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
14.店員は商品知識が豊富だろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
15.聞きたいときに店員がちゃんといるだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
16.駐車場から店に入るのに便利だろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
17.駅から店に入るのに利便性に便利だろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
18.他の店舗へ買いまわりがしやすいだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
19.遅くまで営業しているだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
20.スピーディなレジ対応で待たないだろうと思った＇そうだった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
21.物産展など地域性に富んだイベント・催事があるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
22.オリンピックなど世間の注目を集めるイベント・催事があるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
23.大人と子供が楽しめるキャラクター等のイベント・催事があるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
24.季節のイベント・催事＇歳暮・中元・バレンタイン等（があるだろうと思った＇あった（ 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
店に行く前の期待 店に行った後の評価
 
総合的な店舗満足度の順位 
１つの百貨店の満足度合に、順位をつけるとどうなりますか。満足している百貨店から０～１の番号をつけて下さい。
A
店
B
店
　１つの百貨店の満足度の順位
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付録 2 
Ⅰ．ベイジアンモデリング 
本付録には，ベイズモデルの概要を示す．ベイズモデルは，他分野で活用の進む統計的モデ
リングの一種であり，特にマーケティング・サイエンス領域では，主たる研究手段の一つにな
っている．通常の統計モデルの場合，モデルの記述能力（モデルの現況再現能力）と汎化能力
（モデルの将来予測能力）はトレードオフの関係にある．モデルの記述能力を高めれば，汎化
能力が低下し，一方汎化能力を高めると，記述能力が低下する．具体的には，モデルを複雑化
すれば，モデルを用いた予測の精度が低下してしまうことをイメージしてもらえればよい．ベ
イズモデルは，この課題への対応可能なアプローチであり，通常トレードオフの関係にあるモ
デルの記述能力と汎化能力を高めようとするモデリング技法である．ベイズモデル（ベイジア
ンモデリング）では，この問題へ対応するためにパラメータに関する事前分布（データの存在
如何に従属しない）を導入する．この点が通常の統計的モデリングとは異なっている点であり，
ベイジアンモデリングにおける最も重要な点である． 
ベイズモデルの原理を説明するために，はじめに記号を導入する．
iy ， iβ は個人 i のデータ
ベクトルとパラメータベクトルとし，ζは人に依存しないパラメータ（ハイパーパラメータ）
を示す．さらに，分析対象の個人のデータの集合を  iY y と表現する．ベイズモデルでは，
事後分布とよぶ   , |ip β ζ Y に興味をもつ．この分布は，全てのデータを与えた下でのパラメ
ータの分布を示す．この事後分布は，（7-1）式に示すベイズの定理によって評価する． 
（ベイズの定理） 
  
     
 
       
    
, ,
, |
,
i i
i
i i
i
p p
p
p
p p p



Y β ζ β ζ
β ζ Y
Y
Y β ζ β ζ ζ
β ζ尤度関数 の事前分布 の事前分布
 （7-1） 
（ 7-1）式に示すようにベイズの定理に基づけば，事後分布   , |ip β ζ Y は尤度関数
  ,ip Y β ζ と事前分布   ,ip β ζ の積に比例する．このようにベイズの定理とは，想定した事
前分布   ,ip β ζ がデータによりどのように修正されるのかのメカニズムを示し，図示すれば
図 7-1 のように表現できる．また，ベイズモデルは，（7-1）式の 2 行目に示すようにパラメー
タベクトル
iβ についても統計モデル   ip β ζ を想定する．   ip β ζ は iβ の事前分布と呼び，
モデル化では重要な役割を演じる． 
ベイズモデルでは，事前分布，尤度関数，事後分布の間に自然共役性と呼ぶ関係性が成立す
るか否かで，推定アルゴリズムに差が生じる．自然共役性とは，パラメータに関する事前分布
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と事後分布が同じ分布族に属するモデルの族を指す．モデルが自然共役の族に含まれる場合，
分布が解析的に表現できるため，後述するように効率的な推定アルゴリズムが構成できる．一
方で，自然共役性が成立しないモデルの族の場合，より一般的な推定アルゴリズムを必要とす
る．この区別は，モデルのアルゴリズムを構成する際に，非常に重要である．この周辺に関し
ては，（佐藤・樋口，2013）を参照されたい． 
前段とは別の観点で，ベイズ推測の手法には，ハイパーパラメータの推定法の違いによって，
以下の区別がある（佐藤・樋口，2013） 
 
1.フルベイズ法；ハイパーパラメータ ζに対してもさらに不確实性を許容し，ハイパー
パラメータに関する事前分布  p ζ を具体的に計算に導入し，推論を行う．階層ベイ
ズモデルはフルベイズの一種である．本研究（第 3 章，4 章，5 章）のモデルにおい
ても，一貫してフルベイズ法を用いる． 
2.経験ベイズ法；ハイパーパラメータの事前分布は一様分布と考え，周辺尤度
     ,i i i i ip p p d y ζ y β ζ β ζ の最大化によってハイパーパラメータζを決定した
後，推論を行う． 
 
 
  
 
  
ζ              iβ               iy  
ζの事前分布 iβ の事前分布 
 p ζ   ip β ζ  
尤度関数 
 ,i ip y β ζ  
ζという情報が与えら
れたもとでの
iβ の挙動
を表現するモデル 
iβ という情報が与えられたも
とでのデータ
iy の発生メカニ
ズムを表現するモデル 
ζという情報の不確实
性を表現するモデル 
 
図 7-1 ベイズモデルの構造 
 
フルベイズ法の推定には，通常 MCMC 法（マルコフ連鎖モンテカルロ法）で履行される．
MCMC 法は多変量の事後分布を用いてパラメータ推定を行う際に必要となる多重積分をシミ
ュレーションによって解く方法である．具体的には，多変量事後分布から確率標本を発生させ
て，得られた標本を用いてパラメータの事後分布を近似する． 
MCMC 法は手続きの内容から 2 つのステップに分割できる．第 1 段階では，エルゴード性を
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有するマルコフ連鎖のシミュレーションを通じてサンプリングを实施する．第 2 段階では，モ
ンテカルロ積分によって期待値を算定する．なお，エルゴード性とは，異なる初期値に対する
ある時刻での各事象の発生確率と，特定の初期値について無限回推移させた場合の各事象の発
生確率が等しくなる性質を示す（佐藤・樋口，2013） 
 
【第 1 段階；マルコフ連鎖】 
確率変数の系列  0 , , Tδ δ に対して，その实現値  0 , , T  が与えられた状態を考える．
確率変数 1T δ の確率分布が（7-2）の式を満たすとき，  0 , , ,Tδ δ をマルコフ連鎖という． 
   1 1 0 1 1, ,T T T T T TP P         δ δ  （7-2） 
マルコフ連鎖は， 1T δ の確率分布が直前の値 T だけに依存し，それ以前の値とは独立であるこ
とを意味する． 
 
【第 2 段階；モンテカルロ積分】 
確率変数 の確率密度関数を    とし，    から M 個の標本    1 , , M  が発生されて
いるとする．標本を用いて（7-3）式に示す積分の評価を考える． 
      E g g d         （7-3） 
（7-3）式中，    は目標分布といい，ベイズモデルの推測では事後分布がそれに対応する．
（7-3）式に示す積分を（7-4）式で近似する操作をモンテカルロ積分という． 
  
1
1
ˆ
M
i
M
i
g
M
  

    （7-4） 
（7-4）式による積分は，大数の法則により成立する一致性と呼ばれる性質（（7-5）式）により，
その正当性が保証される． 
     
1
1
ˆ ,
M
i
M
i
g E g M
M
  

     （7-5） 
 
Ⅱ．マルコフ連鎖モンテカルロのアルゴリズム 
『2.4.1 消費者の異質性を考慮したモデルに関する先行研究』でも示した通り，MCMC 法の代表
的なアルゴリズムには，完全条件付事後分布が利用できるギブスサンプリングと完全条件付事
後分布が利用できないメトロポリス・ヘイスティングがある（照井，2008）． 
ギブスサンプリングは， k 次元のパラメータd   1, , kd d の完全条件付分布が既知で，発
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生させたサンプルが必ず採択される効率的なアルゴリズムである．はじめにベイズモデルにお
いて重要な役割を果たす，自然共役事前分布族を定義する．自然共役事前分布とは，事前分布
に尤度を乗じたときに，事前分布で仮定した分布と同じ分布族に属する事後分布が得られる事
前分布のことを示す．Gelfand and Smith（1990）は，様々な統計モデルにギブスサンプリング
が適用できることを示している． 
 
（1-1）初期値     0 01 , , kd d を設定する 
（1-2）以下を N 回繰り返す 
      
        
      
1 1
1 1 2
1 1
2 2 1 3
1 1
, ,
, ,
, ,
N N N
k
N N N N
k
N N N
k k k
d h d d d
d h d d d d
d h d d d
 
 


～
～
～
 
ギブスサンプリングのアルゴリズムは，推移カーネル（候補分布） 
         1 1
1
,
k
i i i i
j j
j
K d d h d
 


 d  
一方，メトロポリス・ヘイスティングは，完全条件付事後分布が利用できないため，マルコ
フ連鎖の可逆性を手掛かりにサンプリングを行う．MCMC 法において最も適用範囲が広いが，
採用されないサンプリングがあるため計算効率がギブスサンプリングと比べて低い．メトロポ
リス・ヘイスティングアルゴリズムには，ランダムウォークアルゴリズムと独立連鎖アルゴリ
ズムの 2 つあるが，本研究では，以下に示すランダムウォークアルゴリズムを用いている． 
 
（2-1）候補分布（推移カーネル）からのサンプリング 
 , 0, Zd d MVN    z z～  
z は正規分布   z からのサンプルである． 
（2-2）採用確率の評価 
 
 
 
, min ,1
d
d d
d



  
   
  
 
 d は条件付事後分布である． 
（2-3）サンプリング 
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一様乱数
 0,1u U～ をサンプリングし， 
  1 ,iu d d  のとき，候補分布からのサンプリングを採用して  id d とし，これ以外は
   1i i
d d

 として採用しない． Z の設定によって採用確率  ,d d  が変動する．経験的
な基準ではあるが，通常，  , 0.4d d   程度になるように Z をチューニングする． 
 
ギブスサンプリングが完全条件付事後分布の得られる場合に限定されるが，発生させたサン
プルが必ず採択されるため計算効率が高い．一方，メトロポリス・ヘイスティングスサンプリ
ングは汎用性をもつが，採用確率の仕組みで採用されないサンプリングがあるため計算効率が
低い．そのため，ギブスサンプリングとメトロポリス・ヘイスティングスサンプリングの２つ
を組み合わせ，完全条件付事後分布が利用できる場合には計算効率の高いギブスサンプリング
を利用し，ギブスサンプリングを適用できないパラメータについてメトロポリス・ヘイスティ
ングスサンプリングを利用するという混合戦略が用いられる（照井，2008）．本研究において
も，以下の通り，ギブスサンプリングとメトロポリス・ヘイスティングスサンプリング（ラン
ダムウォーク）の混合戦略をとる． 
 
＇第 3 章（階層ベイズ 2 項ロジット・モデル推定のアルゴリズム 
第 3 章のモデルは階層ベイズ 2 項ロジット・モデルである．そのため，完全条件付事後分布
は利用できない．そのため反応パラメータβとウェイトパラメータ λの推定はメトロポリス・
ヘイスティングによって推定される．また，階層モデルの共通性パラメータ V, および  , の
推定では事後分布に基づいて乱数を逐次的に発生させるギブスサンプリングを用いる． 
 
1．事前分布 
MCMC により推定を行うために，下記の通り事前分布を仮定する． 
（1）  00～ FfV
1 ,Wishart ， 30  Kf ， KIfF 00   
（2）     1 q～N AV,qδvec ，  qq . IA0,q 010  
（3）  00
1
Gg～θ ,Wishart ， 30  Lg ， kLIgG 00   
（4）     1,  qN Aθqζvec ～ ，  qq IA0q 01.0,   
 
2．βと *λ の事後分布 
（3-1）式の効用関数を行列形式で表すと以下のようになる． 
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tp
h h h h u X β ε  （A.1） 
 
        1 1
h
tp
k k
h h h h hrank X
X I ,PS , ,PS ,SE , ,SE  
        1 1
tp
k k
h Ph Ph Eh Ehβ α,β , ,β ,β , ,β  
        1 2 k
tp
k * k * k * k *
jh j h j h jL hλ λ ,λ , ,λ  
hβ の事後分布は，以下のように定義される． 
     VZδβXβyVZδX,yβ ,,|,|,,,| hhhhhhhhh ppp   （A.2） 
また，  *k
jhλ       k
L
l jlhjmhjmh 1
** exp/exp  の事後分布は，以下のように定義される． 
     θ,Zζ,|λX,β|yθ,Zζ,,β,X,y|λ* h*hhhhhhhhh ppp   （A.3） 
 
3．モデルの推定（MCMC 法） 
（1）β , *λ ;メトロポリス・ヘイスティング 
βの候補は（A.4）式のランダムウォークに従って発生する．また，採用確率  は（A.5）
式のようになる．なお iは繰り返しの回数である． 
     21 ~,  ζ0,zzββ Nihih    （A.4） 
       







 1,
,,,|
,,,|
min;
1
1
VZδX,yβ
VZδX,yβ
ββ
hhh
i
h
hhh
i
i
h
i
h
p
p
  （A.5） 
同様に *λ は（A.6）式のランダムウォークに従って発生し，その採用確率  は（A.7）式のよ
うになる． 
     21** ~,  ζ0,zzλλ Nihih    （A.6） 
    
  
   










1,min;
1
*
*1*
θ,Zζ,,β,X,y|λp
θ,Zζ,,β,X,y|λp
λλ
hhhh
i*
h
hhhh
i
hi
h
i
h  （A.7） 
 
（2） V, ;ギブスサンプリング 
    1, tp qN  vec δ q V Z Z A～  
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ここで，        
11 1ˆ ˆ, ,tp tp tp tpq q
 
    q vec Q Q Z Z A Z ZQ A Q Q Z Z Z B  
Zは
hZ , Bは h を消費者全体でまとめ転置させた行列． 
  11 0 0, tpWishart   V f H F S～  
ここで   
1
H
tp
tp
h h h h
h
  S β β β β ，
tp
h hβ δ Z ．H は消費者数． 
 
（3）  , ;ギブスサンプリング 
    1tp qN  vec ζ r,V Z Z A～  
ここで，        
11 1
ˆ ˆ, ,tp tp tp tpq q
 
    r vec R R Z Z A Z ZR A R R Z Z Z Λ  
Zは
hZ ,Λは
*
hλ を消費者全体でまとめ転置させた行列． 
  11 0 0, tpWishart   θ g H G T～  
ここで   * * * *
1
H
tp
tp
h h h h
h
  T λ λ λ λ ，
* tp
h hλ ζ Z ．H は消費者数． 
 
＇第 4 章（階層ベイズポアソン回帰モデル推定のアルゴリズム 
第 4 章のモデルは階層ベイズポアソン回帰モデルである．そのため反応パラメータ βと平滑
化パラメータ δ， γ，及び の推定はメトロポリス・ヘイスティングによって推定される．ま
た，階層モデルの共通性パラメータ , ， , ， , 及び , X の推定ではギブスサンプリン
グを用いる． 
 
1．事前分布 
MCMC により推定を行うために，下記の通り事前分布を仮定する． 
(1)  0ζ ~ MVN μ ,M ， 0μ 0 ， 0 qM f I  
(2)  1 0 0
 ~ W f ,F ，
0
3K f ，
0
0 01
K
F . I  
(3)  0π ~ MVN μ ,M ， 0μ 0 ， 0 qM g I  
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(4)  1 0 0
Φ ~W g ,G ，
0
7 3 g ，
0 7
0 01G . I  
 
2． β と *γ の事後分布 
β
i
の事後分布は下記（B.1）式で与えられる． 
 
         1
1
it
i i i i
T
y tp
i it i it i i i i
t
p


   
β | y ,X ,Z ,ζ,Σ
exp β x exp exp β x exp β Z ζ Σ β Z ζ
 （B.1） 
ま た ， ウ ェ イ ト パ ラ メ ー タ *δ ，
i
*γ ， * の 内 ，
i
*γ を 例 に と る と ，
i
*γ     * *7 1exp / exphim im ih γ γ γ の事後分布は，下記（B.2）式で与えられる． 
 
         1
1
it
i i i i i
T
tpy
i it i it i i i i
t
p


   
*
* *
γ | y ,X ,Z ,β ,π,Φ
exp β x exp exp β x exp γ Z π Φ γ Z π
 （B.2） 
 
3． モデルの推定（MCMC 法） 
(1)のステップはメトロポリス・ヘイスティング法によりサンプリングを行い，(2) 及び(3)の
ステップはギブスサンプラーでサンプリングを行う． 
(1) β ， *γ ；メトロポリス・ヘイスティング  
共役の形式にならないため，メトロポリス・ヘイスティング法でサンプリングを行う．具体
的には，下記（B.3）式，（B.5）式に示すランダムウォーク法で候補を発生させ，（B.4）式，（B.6）
式に示す採択確率で採択するか否かを確率的に決定する． 
     1 0n ni i

 β β v , v ~ MVN , E    （B.3） 
上記式中Eは単位行列を示し，また は既知のスカラーである．また採択確率は
 は下記（B.4）
式のようになる． 
  
  1
1
n
i i i i
n
i i i i
p
p

 
 
  
  
β | y ,X ,Z ,ζ,Σ
min ,
β | y ,X ,Z ,ζ,Σ
  （B.4） 
* の採択確率  は（B.6）式のようになる．  
     1 0n ni i

 
* *
γ γ v , v ~ MVN , E    （B.5） 
  
  1
1
n
i i i i i
n
i i i i i
p
p

 
 
  
  
*
*
γ | y ,X ,Z ,β ,π,Φ
min ,
γ | y ,X ,Z ,β ,π,Φ
  （B.6） 
ウェイトパラメータ *δ ， * の採択確率  ，  も(1)と同様に推定される． 
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, ， , ， , 及び , X のステップは共役の形式になるので，ギブスサンプラーにより
サンプリングを行う．下記では , と , の推定方法を示す． 
(2) ,  ;ギブスサンプリング 
    1, tp qN  vec ζ q V Z Z A～  
ここで，        
11 1ˆ ˆ, ,tp tp tp tpq q
 
    q vec Q Q Z Z A Z ZQ A Q Q Z Z Z B  
Zは
iZ ， B は i を顧実全体でまとめ転置させた行列． 
  11 0 0, tpWishart   Σ f H F S～  
ここで   
1
I
tp
tp
i i i i
i
  S β β β β ，
tp
i iβ ζ Z ． I は顧実数． 
 
(3) ,  ;ギブスサンプリング 
    1tp qN  vec π r,V Z Z A～  
ここで，        
11 1
ˆ ˆ, ,tp tp tp tpq q
 
    r vec R R Z Z A Z ZR A R R Z Z Z Λ  
Zは
iZ ，Λは i
*γ を顧実全体でまとめ転置させた行列． 
  11 0 0, tpWishart   Φ g H G T～  
ここで   * * * *
1
I
tp
tp
i i i i
i
  T γ γ γ γ ，
* tp
i iγ π Z ． I は顧実数． 
＇第 5 章（階層ベイズ回帰モデル推定のアルゴリズム 
第 5 章のモデルは階層ベイズ回帰モデルである．そのため，反応パラメータ β，階層モデル
の共通性パラメータ
1 1
, ， 22 2,  ，
2
3 3
,  ， 24 4,  及び
2
5 5
,  の推定ではギブスサンプリングを用
いる．平滑化パラメータ ， ， 及びの推定はメトロポリス・ヘイスティングによって推
定される．  
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1．事前分布 
MCMC により推定を行うために，下記の通り事前分布を仮定する． 
(1)  2 0 0/ 2, / 2i IG r ～  
(2)       11 1 1 qvec N vec ζ ζ , Σ A～ ，   1 0 01q qvec A ζ 0, . I  
(3)  1 0 0IWΣ v ,Σ～ ，  0 03 0 01 kK  v ,Σ . I  
(4)  12 2 qN Bζ ζ ,～ ，  2 0 0 01q qB ζ , . I  
(5)  22 0 0IG  v ,Σ ～ ，  0 01 3 0 01   v ,Σ .  
※ 2
3 3
,  ， 24 4,  及び
2
5 5
,  についても同様に設定する 
 
2． * の事後分布 
平滑化パラメータ ， ， 及びの内， * を例にとると，
*
i      * *exp / 1 expi i i   
の事後分布は下記（C.1）式で与えられる．  
 
         
2 2
1
2 2 2
1
it
i i i i i
T
tpy
i it i it i i i i
t
p


   
*
* *
| y ,X ,Z ,β ,ζ ,η
exp β x exp exp β x exp Z ζ η Z ζ

 
 （C.1） 
3．モデルの推定（MCMC 法） 
(1)，(3)及び(4)のステップはギブスサンプラーによりサンプリングを行い，(2)のステップは
メトロポリス・ヘイスティング法でサンプリングを行う． 
(1) ,  ；ギブスサンプリング 
  12 11tpi i i i iN β β , X X Σ～  （C.2） 
ここで，    
1
1
1
tp tp
i i i i i i i

  ˆβ X X Σ X X β β ， 
1
tp
i i
β ζ z ，  
1
tp tp
i i i i i

βˆ X X X y  
 2 * */ 2, / 2i ni niIG v s ～  （C.3） 
ここで， *
0ni i iv v n  ，  
* 2
0ni i i is s n k s   ， 
     2 ˆ ˆ /
tp
i i i i i i i is n k   y X β y X β  
(2) * ；メトロポリス・ヘイスティング 
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* は平滑化する前の最寄品ロイヤルティのウェイトパラメータである．（C.4）式のランダム
ウォークに従って発生し，その採用確率
 は（C.5）式のようになる．なお， nは繰り返しの
回数である． 
   1n n
i i

 
* *
z  ，  20Nz , ～  （C.4） 
    
  
  
1
1
1
n
i i i i in n
i i n
i i i i i
p
p


 
 
  
  
*
* *
*
y ,X ,β ,z
, min ,
y ,X ,β ,z


  

 （C.5） 
平滑化パラメータ  ， ，においても，(2)と同様に推定される． 
 
(3) 
1 1
, ；ギブスサンプリング 
    11 1 tp qvec N  ζ q,Σ Z Z A～  （C.6） 
ここで，  vecq Q ，    
1
tp tp
q q

  ˆQ Z Z A Z ZQ A Q  
 
1
tp tp

Qˆ Z Z Z B  
Zは
i
z ，Bは
i
β を顧実全体でまとめ転置させた行列． 
  11 0 0 tpIW  Σ v H, Σ S～  （C.7） 
ここで   
1
I
tp
tp
i i i i
i
  S β β β β ， 1i iβ ζ z  
I は顧実数． 
 
(4) 2
2 2
,  ；ギブスサンプリング 
  122 2 tpi i qN r  ζ , z z B～  （C.8） 
ここで，    
1
tp tp
i i q i i q
r R R

  ˆz z B z z B ，  
1
tp tp
i i i i
R

ˆ z z z   
  122 0 0IG   v L, Σ T ～  （C.9） 
ここで   
tp
i i i i     T ， 2i i  ζ z  
なお， 2 2 2
3 4 5 3 4 5
ζ ,ζ ,ζ , , ,   においても(4)と同様に推定される． 
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付録 3 
 
階層ベイズモデルでのパラメータの有意性を判断する場合，最高事後密度（Highest 
Posterior Density；HPD）区間を用いる方法がある．95%HPD リージョンとは第 4 章（4-14）
式を例にとると，区間     ,j ji ia b である．図 7-2 は，95%HPD リージョンを用いてパラメ
ータの有意性を判断したものである．95%HPD リージョンが 0 を含む場合，該当する説明
変数は被説明変数には影響を与えず（図 7-2 右段），0 を含まない場合（図 7-2 左段），該当
する説明変数は被説明変数に影響を与えると判断する（佐藤・樋口,2013）． 
95%HPDﾘｰｼﾞｮﾝ95%HPDﾘｰｼﾞｮﾝ
00  
図 7-2  95%HPD リージョンを用いた有意性判断 
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